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概要

本研究は、建築物のピーク電力を飛躍的に低減させることを目的として、住

宅、ビルの設備システム、躯体構造について総合的な検討を行うことにより、

以下の技術開発を実施した。

(１) 建築物における電力消費のピークシフト等効果を評価する技術の開発

(２) 建築物における電力消費のピークシフト等の最適化技術の開発

ｷｰﾜｰﾄﾞ ： 電力、省エネルギー、建築物、ピークシフト



Synopsis

In order to reduce and shift the peaks of power consumed in buildings, this research

analyzed innovative technologies for building equipment systems and building

envelop materials and conducted the following technological developments.

(1) Development of electric-load leveling technique evaluation system for

buildings.

(2) Development of optimizing the demand side peak countermeasures.
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第１章 はじめに 

 

1.1 背景と目的 

東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故を始めとした、エネルギーを巡る

国内外の環境の大きな変化を踏まえ、我が国のエネルギー政策は、大規模な調整を求めら

れている（エネルギー基本計画 1））。特に、電力については、政府としては、いかなる事態

においても、国民生活や経済活動に支障がないよう、エネルギー需給の安定に万全を期す

ため、電力需給対策が実施されているところである 2)。また、エネルギーの使用の合理化

に関する法律の一部を改正する等の法律（平成 25 年法律第 25 号）により、平成 26 年 4

月 1 日から題名を「エネルギーの使用の合理化に関する法律」から「エネルギーの使用の

合理化等に関する法律」と改正され、工場等における電気の需要の平準化の推進等の措置

が新たに導入された（平成 25 年 5 月 31 日公布）。 

電力の安定供給は電力会社の責任のもとで実施されているが、近年は電気の需要の平準

化に対する社会全体の意識が高まってきており、建物の節電に関連する様々な活動も見ら

れる 3)4)。しかしながら、建築物省エネ法（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律）では、電気の需要の平準化に関連する具体的な規定は定められておらず、電気の需要

の平準化に寄与する建築技術に関する検証は十分に行われているとは言えないのが現状で

ある。 

以上の状況を踏まえ、国土技術政策総合研究所（以降、国総研と称する。）は、国土交

通省総合技術開発プロジェクト（以降、総プロと称する。）「電力依存度低減に資する建築

物の評価・設計技術の開発(平成 25～27 年度)」を実施する。本総プロは、建築物におけ

る電力ピーク対策の評価技術を開発することを目的とする。 

 

1.2 検討範囲 

 建築物における電力ピーク対策には２つの視点がある。一つは、ピーク時間帯における

電力の需要そのものを抑制する対策（ピークカット）である。例えば、太陽光発電や高効

率照明の導入などがあげられる。窓の遮熱は間接的ではあるが、夏期の電力の需要を抑制

するのでピークカット技術であると言える。従来よりも少ない電力で機能維持を図ること

が出来れば、建築物のエネルギー性能の向上とともに電力ピーク対策として有用であると

考えられる。 

もう一つは、ピーク時間帯から他の時間帯に電力需要をシフトさせる対策である（ピー

クシフト）。例えば、蓄電池の導入や躯体の大熱容量化による室温制御などがあげられる。

ただし、需要そのものが無くなったわけではなく、他の時間帯にしわ寄せが発生する。一

方、電力需要の平準化により、建築設備の運転効率が条件により向上する可能性が期待さ
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れる。 

以上を踏まえ、本総プロでは、ピークカットとピークシフトの両方の考え方を取り入れ、

ピーク時間帯における電力需要を抑制する方策を、建築物における「電力ピーク対策」と

一括して定義する。また、電力ピーク対策には、建材等の工夫による対策や建築設備によ

る対策があり、これらの対策を適切に組み合わせて電力消費量の削減を図る必要がある。

本研究では、電力ピーク対策と通年の省エネルギー性能との関係も明らかにする。 

 

1.3 構成 

 本研究の構成を図１－１に示す。第１章では総プロ全体の研究目的等を述べる。第２章

では評価指標の提案を行う。第３章から第５章では、ピークカットやピークシフトに効果

的な蓄エネルギーについて重点的に検討を行うことにする。蓄えるエネルギーとしては、

熱、電気、自然エネルギーが考えられるので、潜熱蓄熱材（第３章）、地中蓄熱（第４章）、

蓄電設備（第５章）の調査を実施し、これらの対策技術を検討する。第６章では、一般的

な省エネルギー対策技術を含めて、系統的な数値解析を実施することにより、様々な対策

による、省エネルギー効果や電力ピーク低減効果の関係を整理する。第７章では、全体を

通して、電力ピーク対策の評価技術をとりまとめる。 

 

第３章 潜熱蓄熱
材による対策技術

第１章 はじめに

第６章 電力ピーク対策の評価技術

第
７
章

ま
と
め
と
課
題

背景と目的 検討範囲 構成

潜熱蓄熱材
の熱物性

開発ツールによる電力
ピーク対策の検討事例

電力ピーク対策設計支援
ツールの開発

検討体制

第４章 地中蓄熱
による対策技術

第５章 蓄電設備
による対策技術

潜熱蓄熱材
の数値モデル

生活を模擬し
た蓄電実験

蓄電設備の
各種分析

地中蓄熱
の実証実験

地中蓄熱
の効果分析

第２章 評価指標

目的 既往事例 指標提案 考察

 

図１－１ 構成 
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1.4 検討体制 

 総プロの検討体制を図１－２に示す。国総研が電力ピーク対策の評価技術をとりまとめ

るに当たり、有識者委員会を設置して意見・助言を得た。各対策技術の開発に関しては、

ワーキング 2 件、共同研究 1 件を実施した。また、専門領域の知見を取得するため、委託

研究 2 件を実施した。表１－１は、これらの研究活動の概要の一覧である。 

 

参考意見

国
土
技
術
政
策
総
合
研
究
所

（1）建築物におけ

る電力消費のピー
クシフト等効果を評
価する技術の開発 蓄熱利用による

電力ピーク対策

情報共有・連携

国土交通省
本省

技術基準化の
検討

意見・助言

（2）建築物におけ

る電力消費のピー
クシフト等の最適化
技術の開発

関連事項

建物の熱負荷シフト時の人体温
熱環境評価に関する調査研究

高効率の建物内電力網に関する
調査研究

委

託

有識者（委員、臨時委員等）

専門領域の知見を取得

有識者委員
会を設置

潜熱利用による
電力ピーク対策

蓄電利用による
電力ピーク対策

潜熱利用
建材WG

地中蓄熱
WG

建物内における低電圧
直流蓄電システムに関
する共同研究

指標化に向けた技術検証

 

図１－２ 検討体制 
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表１－１ 研究活動の概要 

名称 概要 

電力依存度低減に資する建築物の評価・設

計技術の開発検討委員会（平成 25～27 年

度） 

建築物の電力ピーク対策技術に関する検討会

として、電気、熱利用、省エネなど各分野の

専門家で構成される検討委員会を設置し、研

究の全体的な進め方や各ワーキングの進捗、

成果について、意見・助言を得た。 

ワ－キ

ング 

潜熱利用建材ワーキング（平成

26～27 年度） 

潜熱蓄熱材の建物利用に関する検討ワーキン

グを設置し、物性の実験方法や数値計算手法

などに関して、意見・助言を得た。 

地中蓄熱ワーキング（平成 26～

27 年度） 

地中蓄熱の建物利用に関する検討ワーキング

を設置し、蓄採熱の実験方法や数値計算手法

などに関して、意見・助言を得た。 

委託研

究 

建物の熱負荷シフト時の人体温

熱環境評価に関する調査研究

（委託先：一般社団法人環境情

報科学センター（平成 25～26

年度）、戸田建設株式会社技術研

究所（平成 27 年度）） 

建築物の電力ピーク対策として、建材の工夫

により空調熱負荷のピークが生じる時間帯を

シフトさせた際の室温変動が人間の体温や血

圧等に及ぼす影響を調査し、温熱リスクを評

価する研究手法を開発した。 

高効率の建物内電力網に関する

調査研究（委託先：筑波大学石

田政義研究室（平成 25～27 年

度）） 

建物内で使用する電気の電圧を商用の半分以

下に落とした場合の電気回路網実験や建物全

体の電力需要・消費シミュレーションなどを

行い、太陽光発電や蓄電池とともに電化製品

を高効率で利用する新システムに関する技術

開発を行った。 

共同研

究 

建物内における低電圧直流蓄電

給電システムに関する共同研究

（相手機関：東神電気株式会社

（平成 26～27 年度）） 

電力ピーク対策時間帯に系統電力から蓄電池

からの低電圧直流電気に切り替えて、LED(発

光ダイオード) 照明をそのまま使用するた

め、LED 製品の試作および照度試験などを行

った。公募型共同研究の一環として実施。 
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第２章 評価指標 

 

2.1 目的 

 建築物の省エネルギー基準では、『年間の一次エネルギー消費量』を省エネルギー対策の

評価指標としている。そのため、平成 25 年省エネルギー基準に準拠した算定・判断の方法

及び解説 1）では、１日のエネルギー消費量の挙動を精緻に追求することは回避し、各種エ

ネルギー対策に対して年間の一次エネルギー消費量を算出するための計算上の合理化が図

られている。例えば、非住宅建築物の場合、空調熱負荷の日積算値を定常計算で求め、非

定常計算との相違についてはテーブル補正を行う簡易法が採用されている。 

一方、電力ピーク対策では、特定の時間帯における電力消費量が問題とされているので、

年単位の評価では十分とは言えない。年間の一次エネルギー消費量とは異なる、新たな指

標づくりが求められる。本章では、時間単位の電力消費量の算定結果を基に、電力ピーク

対策の評価指標を提案することを目的とする。 

なお、本研究では、住宅及び非住宅建築物（事務所等、ホテル等、病院等、学校等、物

販店舗等、飲食店等、集会場等、工場等）を対象とする。評価の対象とする設備について

は省エネルギー基準と同様とし、例えば工場等に設置される生産のための設備や防災・防

犯・避難のための特殊な設備については、評価の対象外とする。 

 

2.2 既往事例 

 「工場等における電気の需要の平準化に資する措置に関する事業者の指針（平成 25 年経

済産業省告示第 271 号）」では、工場又は事務所その他の事業場（告示第 271 号においては、

これを「工場等」という。）において電気を使用して事業を行う者については、電気の需要

の平準化に資する措置の実施を図るものとされており、その指標として「工場等における

エネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準」（平成 21 年経済産業省告示第 66

号）で定められる『電気需要平準化評価原単位』を用いることが定められている。 

 

 電気需要平準化評価原単位 

＝（ 全エネルギーの合計原油換算値＋電気需要平準化時間帯の買電量の熱量 

 ×（評価係数α－1）×0.0258 – 外販したエネルギー量 ） 

            ÷（エネルギー使用量と密接な関係をもつ値）  (2.1) 

                                 

 ここで、0.0258 は原油換算係数[kL/GJ]、αは評価係数でα＝1.3 である。 

 したがって、工場又は事務所その他の事業場において電力平準化に努めることにより電

気需要平準化時間帯の買電量が削減されると、年間の一次エネルギー消費量が同一であっ
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ても、電気需要平準化評価原単位の数値は減少し、良い評価となる。 

 

2.3 指標提案 

 建築物電力ピーク削減率を次式に提案する。 

建築物電力ピーク削減率[%] 

               (2.2) 

 ここで、Σは電力ピーク対策時間帯における建築物の系統電力消費量の期間積算を表す。

標準電力消費量は建築物の電力消費量のベースラインを、設計電力消費量は設計時に算出

した建築物の電力消費量をそれぞれ示す。電力ピーク対策時間帯は、電気需要平準化時間

帯と同一とする（全国一律で 7～9月(夏期) 及び、12～3 月(冬期)の 8～22 時(土日祝日を

含む)）。電力ピーク対策時間帯における電力消費量の削減イメージを図２－１に示す。 

 

 

図２－１ 電力ピーク対策時間帯における電力消費量の削減イメージ 

 

2.4 考察 

 図２－１に示すような指標（ものさし）を作成することにより、建築物における電力ピ

ーク対策効果を比較検討することが可能になる。特に、世の中の『蓄エネルギー技術』に

関しては、この指標を適用することで、従来知られていなかった効能が定量的に際立つこ

とになるため、開発メーカーの技術面の誘導や消費者の啓発につながる。ただし、電力消

費量の削減は、必ずしも１次エネルギー消費量の削減につながるとは限らないことに留意

電力ピーク対策時間帯
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しなくてはいけない。例えば、全ての電気を効率が低い自家発電に切り替えると、建築物

電力ピーク削減率は向上するが、省エネルギー性能は低下する。したがって、それぞれの

観点から評価するのが望ましいと言える。 

 図２－２は、電力ピーク対策と省エネルギー対策の関係を示したものである。大部分の

省エネルギー対策は、電力ピーク対策にも寄与すると期待される。しかし、蓄電池など蓄

放電ロスを伴う機器については、省エネルギーには逆効果かも知れない。両者の関係を調

べて、適切な対策を講じる必要があり、本総プロでは、以上を踏まえ、総合的な検討を行

うものである。 

 

 

 

図２－２ 電力ピーク対策と省エネルギー対策の関係 
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第３章 潜熱蓄熱材による対策技術 

 

3.1 目的 

本研究は、第１章で述べたように、建材等の工夫による対策の一環として、潜熱蓄熱材

の活用について検討を行うことを目的の一つとしている。建物における潜熱の利用に関し

ては、様々な検討事例が見られる（散水（布施・高橋ら、2006）1）、保水性建材（足永ら、

2014）2)、光触媒（武田ら、2006）3)、霧噴霧（ファーラムら、2012）4)など）。潜熱を利用

する建材の場合、相変化に伴う熱量を使える分、顕熱交換を主とする一般の建材の場合よ

り温度変化が緩慢になる。潜熱蓄熱材（PCM: Phase Change Material）は、化学反応（吸

収、混合、水和）時の吸熱・発熱の効果により、任意の温度で相変化が生じる材料であり、

利用時の温度範囲を拡張するものと言える。既往の研究では、潜熱蓄熱材を建物に適用す

ることで、室内の熱負荷変動の平準化（近藤ら、2001）5)や暖房エネルギーの削減（佐藤・

尾崎ら、2012）6)等の効果が確認されている。 

第３章では、潜熱蓄熱材による対策技術を開発することを研究目的とする。本章で実施

した検討内容について以下に概要を示す。 

 

① 潜熱蓄熱材の熱物性 

 潜熱蓄熱材は、相変化に伴いみかけの比熱が温度により変化する。そこで、示差走査熱

量測定(DSC: Differential Scanning Calorimetry)による物性値の評価技術を検討すると

ともに、いくつかの製品について熱物性値の計測を実施した。また、恒温室において実大

の試料を用いた加熱・冷却実験を行い、DSC の計測結果との比較も行った。 

② 潜熱蓄熱材の数値モデル 

 熱物性に関して非線形性を有する潜熱蓄熱材の特徴を考慮した数値モデルを作成し、潜

熱蓄熱材を含めた多層構造の壁体を対象として任意の気象条件下で非定常計算を行う計算

モジュールを開発した。さらに、開発した計算モジュールを、汎用の空調熱負荷シミュレ

ーションシステムに組み込むための理論的検討を行い、年間の空調熱負荷計算において潜

熱蓄熱材の効果を考慮できるように改良を施した。 

なお、外壁の断熱等を含めた建材等の工夫による総合的な熱負荷計算の検討は第６章で

実施する。 
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図３－１ 示差走査熱量測定の原理 

標準
物質 試料

ヒートシンク

熱抵抗体 ホルダー

電気ヒーター（ま
たは電子冷却）

3.2 潜熱蓄熱材の熱物性 

3.2.1 示差走査熱量測定の概要 

(1)測定原理 

示差走査熱量測定(DSC)とは、試料セルと参照セルの熱流差を求めることにより、融点、

潜熱量などの熱特性を分析するものであり、プラスチック、有機材料などの熱分析に幅広

く活用されている。 

 温度制御されたヒートシンク内において、試料と標準物質をそれぞれホルダーに設置し、

ヒートシンクとの間には熱抵抗体を設ける。熱抵抗体を通して試料と標準物質に熱の出入

りが生じると、試料に比較してヒートシンクは大きな熱容量を有しているので、ヒートシ

ンク－試料間、及びヒートシンク－標準物質間に流れる熱流差は検知している温度差に比

例する。図３－１に示差走査熱量測定の原理を示す。 

 標準物質、空容器及び試料について同一の条件で示差走査熱量測定を実施し、次式から

試料の比熱を求める。図３－２に測定のイメージを示す。 

 

                  𝐶𝑝 =
∆𝐻

∆𝐻0

𝑚0

𝑚
𝐶𝑝0                                                    (3.1) 

 

ここで、𝐶𝑝：試料の比熱[J/(kg･K)]、 𝐶𝑝0 ：標準物質の比熱[J/(kg･K)]、∆𝐻：空容器

と試料の DSC 曲線の差[J/(kg･K)]、 ∆𝐻0 ：空容器と標準物質の DSC 曲線の差[J/(kg･K)]、

𝑚0 ：標準物質重量［kg］、𝑚：試料重量[kg] 
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図３－２ 示差走査熱量測定のイメージ 

空容器

試料

標準物質

時間

温
度
も
し
く
は
熱
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∆𝐻 

∆𝐻

∆𝐻：空容器と試料のDSC曲線の差[J/kgK]
∆𝐻 ：空容器と標準物質のDSC曲線の差[J/kgK]

(2)測定概要 

標準物質はサファイアとする。比熱の温度特性については、JIS K7123（プラスチックの

比熱容量測定方法）において、α－アルミナ（合成サファイア）の数値が-150℃から 500℃

の範囲で規定されているので、それを用いた。 

試料については、今回は潜熱蓄熱材として、以下の 2種類について、示差走査熱量測定

を行った。 

◆材料Ａ：有機系潜熱蓄熱材（パラフィン） 

◆材料Ｂ：無機系潜熱蓄熱材（硫酸ナトリウム 10水和物） 

 

写真３－１（ａ）に有機系潜熱蓄熱材（パラフィン）、写真３－１（ｂ）に無機系潜熱蓄

熱材（硫酸ナトリウム 10水和物）を示す。 

固相で保管した試料を 80℃で湯煎後、撹拌し液相のものを 10mg 採取した。 

測定に用いた装置の仕様は以下の通りである。 

◆熱流計測方式：熱流束型 

◆温度範囲：-150～725℃ 

◆測定範囲：±350mW 
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 （ａ）試料充填          （ｂ）ヒートシンクへの設置 

写真３－２ 測定風景 

   

（ａ）有機系潜熱蓄熱材       （ｂ）無機系潜熱蓄熱材 

写真３－１ 潜熱蓄熱材 

◆感度：0.2μW 

◆昇温速度 0.01～100℃/min 

◆冷却ユニット：電子冷却 

◆不活性ガス：N2 

 

主な計測条件を以下に示す。 

◆昇温降温速度：0.1℃/分～10℃/分 

◆温度パターン：20℃→50℃→-20℃→50℃→-20℃ 

◆測定容器：アルミパン（オープン、クローズの 2種類） 

 

測定風景を写真３－２に示す。 
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図３－３ 複数サンプルによる示差走査熱量の測定結果の比較 

（無機系潜熱蓄熱材（18℃、22℃、28℃製品、n5）、昇温・降温速度：10℃/min） 
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3.2.2 示差走査熱量の測定結果 

(1)試料間のばらつき 

 製造業の品質管理においては、設計者が目標として設定した品質が工業製品として担保

されている必要がある。そのような適合品質を高めるためには、ばらつき（標準偏差）を

抑制することが重要となる。そこで、試料を複数用意し、それぞれの DSC 曲線を作成する

ことにより、試料間のばらつき度合いを調べることにする。試料の抜き取りにおいては、

できるだけ同一の場所からの抽出は避けるように配慮した。 

 計測の諸条件を以下に示す。 

◆昇温・降温速度 10℃/min 

◆昇温および降温 1 サイクル 

◆試料種類と個数：無機系潜熱蓄熱材（硫酸ナトリウム10水和物）の相変化温度18℃、

22℃、28℃製品（B18、B22、B28 と称する。）について、それぞれ 5 個 

 測定結果を図３－３に示す。昇温時において、B18 は 22℃近辺、B22 は 27℃近辺、B28

は 35℃近辺でピークが見られ、試料間の測定に偏りはあまり見られない。降温時において、

B18 は 5℃近辺、B22 は 10℃近辺、B28 は 18℃近辺でピークが見られ、この場合も試料間の

測定に偏りはあまり見られない。したがって、試料間のばらつきという点では、製品の質

に問題はないと言える。 
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(2)潜熱量 

 潜熱量を求めるには潜熱域を設定する必要がある。JIS K7121（プラスチックの転移温度

測定方法）では、DSC 曲線のベースラインからの離反・接近より潜熱域を設定している。

本研究では、JIS K7121 に加えて、DSC 曲線の勾配から 2つの変曲点を割り出し、それぞれ

相変化の開始・終了と見なすことにより潜熱域を設定した場合も検討した。 

 変曲点による方法をα法、JIS K7121 による方法をβ法と呼び、パラフィン（15℃製品）

について、DSC 曲線から潜熱域を求めた結果を表３－１に一覧する。昇温・降温過程とも

にα法の潜熱域の方がβ法のものより広めとなる。ピーク温度及び潜熱量はα法による数

値を記載しており、昇温時、降温時で潜熱量はほぼ一致するが、ピーク温度は異なる。 

図３－４は各 DSC 曲線を示したものである。昇温・降温速度が低下するにつれて、昇温・

降温のヒステリシスが小さくなることが分かる。また、0.1℃/min では過冷却現象が見ら

れる。 

 

表３－１ 潜熱量の計測結果（パラフィン、15℃製品） 

 

 

図３－４ 昇温・降温速度が異なる示差走査熱量の計測結果の比較 

（有機系潜熱蓄熱材（15℃製品）、昇温・降温速度：0.1、1、5、10℃/min） 

潜熱域α 潜熱域β ピーク温度 潜熱量 潜熱域α 潜熱域β ピーク温度 潜熱量
℃/min J/g J/g

10 6.1～41.0 14.8～28.9 20.4 199 -10.1～11.7 -0.8～  9.1 6.4 190

5   5.0～33.3 14.8～24.3 18.7 201   -5.0～11.8 2.6～  9.9 8.9 196

1 7.1～20.7 13.4～18.0 16.0 197 4.7～12.3 8.3～11.1 11.4 191

0.1 8.6～16.4 13.0～15.3 14.1 193 6.5～12.9 10.6～11.9 12.3 191

A
パラフィン

設定相変化温度15℃

液状

試験体
記号

材料

昇温降温
速度

昇温過程 降温過程

℃ ℃

Temp Cel
40.030.020.010.00.0-10.0

D
S
C

 m
W

60.0

40.0

20.0

0.0

-20.0

-40.0

-60.0

降温

昇温

10℃/min

5℃/min

1℃/min0.1℃/min

10℃/min

5℃/min

1℃/min
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(3)相変化回数によるストレス試験 

 相変化を繰り返したときの潜熱量の推移を確認するため、昇温・降温速度 10℃/min に

て昇温および降温過程を繰り返すことにより、ストレス試験を実施した。今回は 300 サイ

クルを設定した。図３－５に試験結果を示す。有機系潜熱蓄熱材は、300 サイクル繰り返

しても潜熱量の低下はみられず、安定した熱量挙動を示していた。一方、無機系潜熱蓄熱

材では、昇温過程において 20 サイクルで 1 サイクル目の 55%、300 サイクルで 43%となっ

ており、降温過程では20 サイクルで70%、300 サイクルで55%と潜熱量の推移が見られた。

また、昇温過程と降温過程での潜熱量の相違がみられ、蓄熱量が放熱量と比べ少ない現象

が確認された。 

図３－６にサイクル数と DSC 曲線の関係を示す。有機系潜熱蓄熱材の場合、1 サイクル

と 300 サークルで DSC 曲線にほとんど変化を生じていない。一方、無機系潜熱蓄熱材の場

合、昇温過程でサイクルが進むにつれてピーク部分が潰れてしまい、降温過程ではその影

響を受けて、潜熱量の相違が生じている。既往の研究では、有機系潜熱蓄熱材の潜熱量の

低下に至るまでの相変化回数は3 サイクルから5,000 サイクルとも報告されており 7)、300 

サイクル以降で潜熱量が低下する可能性は十分にある。無機系潜熱蓄熱材の潜熱量は収束

傾向にあり、300 サイクル以降も緩やかに減少しているため、1 サイクル目の 30%以上の

潜熱量は保持できると推定される。 

 

 

   （ａ）有機系潜熱蓄熱材（15℃製品）    （ｂ）無機系潜熱蓄熱材（18℃製品） 

図３－５ 繰り返し回数と潜熱量の関係（昇温・降温速度：10℃/min） 
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図３－７ 見かけの比熱計測装置 

 

 

図３－８ 温度制御パターン例 

-10℃

40℃

12.5時間 12.5時間40分

-10℃

 

   （ａ）有機系潜熱蓄熱材（15℃製品）    （ｂ）無機系潜熱蓄熱材（18℃製品） 

図３－６ 繰り返し回数と DSC 曲線の関係（昇温・降温速度：10℃/min） 

 

3.2.3 実大サンプルを用いた計測 

(1) 見かけの比熱計測装置 

 実大の潜熱蓄熱材を用いて見かけの比熱

計測を行う方法を説明する。図３－７に装

置構成を示す。一定の速度で昇温および降

温できる平板状の 2 枚の熱板で試験体を

挟み，熱板から試験体に供給（または除去）

される熱量を熱流計で測定する。試験体の

液化・変形に配慮し、試験体は水平に設置

した。試験体の中心部には 5 枚の熱流計

（50mm×50mm）を設置した。 

温度制御は恒温室の室温制御とし、15 分

で 1℃の温度変化を設定した。室温の制御

パターン例を図３－８に示す。この場合、

室温を-10℃から 40℃で変化させ、昇温過

程と降温過程の間に 40 分の養生期間を設

けている。 

 

(2) 見かけの比熱計測結果 

 実大サンプル（300mm×300mm×10mm）を用

いて、潜熱蓄熱材の見かけの比熱計測装置
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による温度及び熱量の時間変化のデータ取得を行い、温度と熱量の関係を図３－９に示す。

潜熱蓄熱材量は無機系潜熱蓄熱材（18℃製品）を用い、昇温・降温速度は 0.0667℃/min

とした。温度と積算熱量は概ね比例関係にあるが、傾きが大きく現れている箇所があり、

相変化の影響と考えられる。また、降温過程では 15℃近辺で積算熱量が減少（材料が周囲

に放熱）しているのに、材料の温度が上昇しており、過冷却現象をうかがい知ることがで

きる。 

 図３－１０に実大サンプルによる見かけの比熱の計測結果を示す。 

DSC との比較を行ったものが表３－２である。DSC では昇温時と降温時の潜熱量はほぼ一

致するのに対して、実大サンプルでは昇温過程の方が大きな値を示した。実大サンプルの

場合、全体の量が多いため、内部に放熱しきれなかった潜熱蓄熱材が存在する可能性が考

えられる。そのため、昇温時の潜熱量は、0.1℃/min の DSC と実大サンプルの結果が近く、

降昇温時の潜熱量は、1℃/min の DSC と実大サンプルの結果が近い。 

 図３－１１に DSC による見かけの比熱の計測結果を示す。DSC において、1℃/min を選択

した場合、実大サンプルと似た比熱の分布が得られている。 

 

 

図３－９ 実大サンプルを用いた温度、熱量の関係 

（無機系潜熱蓄熱材（18℃製品、300mm×300mm×10mm）、昇温・降温速度：0.0667℃/min） 
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表３－２ DSC と実大サンプル試験の比較 

 

 

 

 

図３－１０ みかけの比熱（実大サンプル） 

（無機系潜熱蓄熱材（18℃製品、300mm×300mm×10mm）、昇温・降温速度：0.0667℃/min） 

 

 

図３－１１ みかけの比熱（DSC） 

（無機系潜熱蓄熱材（18℃製品）、昇温・降温速度：1℃/min） 

 

潜熱域α 潜熱域β ピーク温度 潜熱量 潜熱域α 潜熱域β ピーク温度 潜熱量

℃/min J/g J/g

1 10.5～25.2 16.5～20.5 18.2 104 4.1～14.1   7.7～10.0 9.4 (11.4)* 106

0.1 12.1～22.4 16.7～20.8 17.1 132 7.8～15.1 10.3～12.6 12.4 131

熱流計 0.0667   8～26  16～25 17 136  5～15   9～15 14 116

* () 内は2つピークが確認された時のもう一方の温度

試験
昇温降温
速度

昇温過程 降温過程
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℃ ℃
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3.3 潜熱蓄熱材の数値計算手法 

3.3.1 基礎方程式 

(1) 相変化のモデル化 

相変化による潜熱の効果を本来の比熱に加え、「見かけの比熱」として扱う。基礎方程式

を以下に示す。 

 























x

T

xt

T
Cp   (3.2) 

ここで、 pC ：比熱、T ：温度、：熱伝導率、  ：密度 である。 

 

相変化における比熱及び熱伝導率の変化は、相変化率の関数とする。L は潜熱である。 

dT

d
LCCCC slsp


  )(  (3.3a) 

 )( sls   (3.3b) 

 

ここで、誤差関数を導入し、相変化率を以下の関数で表す。 

])(exp[ 22

fTT
dT

d
 




 (3.4) 

T 21  (3.5) 

T ：相変化温度間隔の 1/2 

 

図３－１２は物性値の温度依存のイメージを示したものである。相変化により見かけの

比熱は急激な変化を伴うが、相変化率を連続的な関数で定義することで、潜熱を考慮した

比熱の変化および熱伝導率の変化を、円滑に取り扱うことができる。 

 

 

図３－１２ 相変化による物性値の変化 

 

λ

λ

pC

T2

pC
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(2) 差分計算モジュールの作成 

既往の研究では、潜熱蓄熱材の非線形性に対応するため有限差分法、もしくは有限体積

法で離散化されており、本研究においては有限差分法を用いる。式(3.2)を有限差分により

完全陰解法で離散化すると以下のようになる。 



















































21

1
1

1
1

21
21

11
11

21

1
1

)()(1

i

n
i

n
in

i
i

n
i

n
in

i
i

n
i

n
in

pii

x

TT

x

TT

x

t

TT
C





 (3.6) 

計算格子点の変数の配置について図３－１３に示す。格子点間における熱伝導率は調和

平均を適用する。 

 

図３－１３ 格子点の配置 

 

差分計算モジュールの概要を図３－１４に示す。(a)は全体の計算の流れを示しており、

ファイル入力および解析条件設定のプリ部分、熱伝導方程式の時間発展ループ部分、ファ

イル出力のポスト部分から成る。(b)は熱伝導方程式の時間発展を行うサブルーチンである。

ここでは、物性値の設定、係数行列の計算、右辺ベクトルの計算、境界条件の設定を行い、

マトリックスソルバー（BiCG-Stab 法）で時々刻々の温度を計算する。なお、物性が非線

形となるため式(3.6)を解くには Newton 法等による計算処理が通常必要となるが、ここで

はマトリックスソルバーの反復計算の過程で熱物性値を更新し、収束判定を行う。(c)はサ

ブルーチン構成である。 

 

iT1iT 1iT
2T1T 1nT

nT

ix

21 ix
21 ix
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図３－１４ 差分計算の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算条件ファイル”COND”の入力

計算格子の作成

サンプリング点の検索

物性値の設定

START

配列のアロケート

ITIME=ITIME+1

サンプリング点のデータ抽出

END

Yes

No

Time Loop

Pre Process

Main Process

PCM物性値の設定
CALL PCMPRO

初期条件の設定

熱伝導方程式を解いて温度更新
CALL TRNST

ITIME=NTIME?

ファイルの出力

PCM物性値の設定
CALL PCMPRO

右辺ベクトルの計算

境界条件の設定
CALL SETBCT or SETBCQ

行列計算
CALL BCGSTB

START

係数行列の計算
CALL CLCOEF

END

境界条件の設定
CALL SETBCT or SETBCQ

初期条件の設定

(a)全体の計算の流れ

(b)熱伝導計算の流れ

(c)サブルーチン構成

HTCOND PRMPRO
TRNST            PCMPRO

CLCOEF
SETBCQ
SETBCT
BCGSTB        CALAX

PCMPRO
CLCOEF
SETBCQ
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3.3.2 理論解によるモデル検証 

(1) ノイマン問題 

相変化現象のベンチマークテストとして取り上げられるノイマンの凍結問題を用いて、

開発したモデルの検証を行う。図３－１５に示すように半無限固体の表面温度を固定する

1次元の相変化問題を考え、時間経過とともに凝固面が伝播する現象を検討対象とする。 

 

 

図３－１５ ノイマン問題 

 

ノイマンの凍結問題に関する理論解は、次に示す、半無限固体の非定常熱伝導の理論解

を基本としている。 

𝑇−𝑇 

𝑇1−𝑇 
= 𝑒𝑟𝑓𝑐 [

𝑥

2√𝜅𝑡
] (3.7) 

 

凍結域、非凍結域でそれぞれ式(3.7)を適用し、凍結深さ𝑥𝑝においては、固相温度と液相

温度が一致し、相変化熱を含む熱フラックスの収支式が成立すると仮定する。そうすると、

各相の温度分布の理論解が、式(3.8a)、（3.8b）と求まる。このとき、凍結深さ 𝑥𝑝 は式(3.8c)

を満足する。 

 

固相の温度 ( ≤ 𝑥 ≤ 𝑥𝑝)： 

𝑇𝑠 = 𝑇1 +
𝑇𝑝−𝑇1

𝑒𝑟𝑓(
𝑥𝑝

2√𝜅𝑠𝑡
)
𝑒𝑟𝑓 (

𝑥

2√𝜅𝑠𝑡
) (3.8a) 

 

x

固相

液層

固相厚

T

相変化
温度

初期
温度
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液相の温度(𝑥𝑝 ≤ 𝑥) 

𝑇ℓ =
𝑇𝑝−𝑇0𝑒𝑟𝑓(

𝑥𝑝

2√𝜅ℓ𝑡
)

𝑒𝑟𝑓𝑐(
𝑥𝑝

2√𝜅ℓ𝑡
)

+
𝑇0−𝑇𝑝

𝑒𝑟𝑓𝑐(
𝑥𝑝

2√𝜅ℓ𝑡
)
𝑒𝑟𝑓 (

𝑥

2√𝜅ℓ𝑡
) (3.8b) 

界面の熱フラックス(𝑥 = 𝑥𝑝) 

√𝜋𝐿ρ𝑠𝑥𝑝

2√𝑡
=

𝜆𝑠

√𝜅𝑠

𝑇𝑝 − 𝑇1

𝑒𝑟𝑓 (
𝑥𝑝

2√𝜅𝑠𝑡
)

𝑒𝑥𝑝 (−
𝑥𝑝

2

4𝜅𝑠𝑡
) 

−
𝜆ℓ

√𝜅ℓ

𝑇0−𝑇𝑝

𝑒𝑟𝑓𝑐(
𝑥𝑝

2√𝜅ℓ𝑡
)
𝑒𝑥𝑝 (−

𝑥𝑝
2

4𝜅ℓ𝑡
) (3.8c) 

 

(2) モデル検証 

潜熱蓄熱材を想定して、表３－３の物性値を設定し、差分計算と理論解の比較を行った。

差分計算においては、空間分割数 500、時間刻み 12 分とした。 

 

図３－１６に凍結深さの計算結果を表す。時間とともに、凍結が進行し、20 日目には凍

結深さは 30cm 以上に到達する。凍結深さの計算結果は、理論解と良く合致する。 

表３－３ 計算条件 

 

項目 固相 液相
密度 [kg/m3] 1,420
熱伝導率 [W/m・K] 0.63 0.57
比熱 [kJ/kg・K] 3.7 3.5
潜熱 [kJ/kg] 106
融点 [℃] 22
初期温度 [℃] 30
厚さ [m] 0.25

 

図３－１６ 凍結深さ 

（潜熱蓄熱材を想定したノイマン問題） 
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図３－１７に示す温度分布についても、数値モデルの再現性は十分高いと言える。相変

化温度の 22℃を境に、各時間の温度分布が明瞭に異なっており、理論、計算ともに、固体

では直線状、液体側では深部温度 30℃に対して漸近する曲線状となる。 

このように、計算と理論は良く合致しており、差分計算モジュールは適切にプログラム

が組まれていると考えられる。 

 

3.3.3 空調熱負荷計算プログラムへの潜熱蓄熱効果の組み込み 

(1) 応答係数法と差分法 

空調熱負荷計算では応答係数法により熱伝導方程式を計算している場合が多い。一方、

潜熱蓄熱材は今回差分法で計算しているため、両者の接続にはいくつかの工夫が必要とな

る。通常の壁は応答係数法、潜熱蓄熱材を有する壁（PCM 壁）は差分法で解き、両者はモ

デル上混在することになる。差分法がモデル上混在する状況に関して、壁体内に問題は留

まらず、間欠空調運転や多数室換気の計算による室温変動やふく射の影響にも及ぶ。した

がって、空調熱負荷計算で取り扱われる各種熱応答係数とも理論的整合を図る必要がある。 

 

(2) 差分壁を考慮した各種熱応答 

 全ての壁は、応答係数により表現できるとすると、壁 i の内表面における熱収支は式

(3.9)で表される 8)。 
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図３－１７ 温度分布 

（潜熱蓄熱材を想定したノイマン問題） 
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ここで、 ijg ：ふく射吸収係数、 c  ：対流熱伝達率、 r  ：放射熱伝達率、 t  ：総合

熱伝達率、 s ：室内壁表面温度、 o ：外気温度、 r ：室温、 A ：吸熱応答、 T ：貫流

熱応答である。ここで、 ijg を以下のように仮定する 8)。 

AAg jij   (3.10a) 


j

jAA  (3.10b) 

 

次に、通常壁（応答係数）と PCM 壁（差分）が混在する場を考える。差分壁については、

仮想温度を用いず壁の表面温度が直接算出されるので、まず、通常壁について整理する。

壁の種類を個別に扱うため、通常壁で 0、PCM 壁で 1となる関数 i  を便宜的に導入する。

式(3.10)を式(3.9)に代入し、両辺に表面積 iA  を掛けて通常壁のみで i に関する総和を

取ると以下の式が得られる。 
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 (3.11) 

 

総和に関するインデックス iと jはクロスしないので iに統一し、整理すると以下の式

が得られる。 
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 (3.12) 

ここで、右辺第 3 項は PCM 壁に関する総和であり、PCM 壁からのふく射に起因する項で

ある。さらに整理すると以下の式を得る。 
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ここで、 

 
i

ii AA )1('   (3.14a) 

 
i

iiiA A )1('  (3.14b) 

とする。よって、通常壁のみから部屋に流入する熱量 
'Q  は以式で表される。 
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室の蓄熱応答 A  は式(3.15)において、 0r  、 0 sioi   の場合であり、 
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となる。また、貫流応答 T は式(3.15)において、 0oi 、 0 sir  の場合であり、 
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となる。 

さらに、PCM 壁の室内表面温度に対する熱応答 S は式(3.15)において 0si 、

0 oir  の場合であり、 
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となる。 

 

(3) 差分壁を考慮した室の熱収支 

差分壁を考慮した、ある時刻における、室 i の熱平衡式は以下で表される。 
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 (3.17a) 

)( ,,,, irilsl

l

lcipcm AQ     (3.17b) 

iE  ：室 i における除去熱量 

icL ,  ：室 i における PCM 壁体を除く壁および隣室からの冷房負荷 

isL ,  ：室 i における PCM 壁体を除く壁および隣室からの蓄熱負荷 

iVOP ,  ：室 i における瞬時蓄熱応答係数 

iSOP ,  ：室 i における瞬時表面温度応答係数 

iOAV ,  ：室 i における流入外気量 

ijV   ：室 j から室 i への移動風量 

kTVOP , ：内壁 k における隣室からの瞬時蓄熱応答係数 

pC  ：空気の容積比熱 

ir ,  ：室温度 

io ,  ：外気温度 

ils ,,  ：壁 l における内壁表面温度 

lA  ：壁 l の面積 

ipcmQ , ：PCM 壁体からの対流熱伝達 

 

PCM 壁は差分法によって解かれ、この時の室内側境界条件は以下の室内ふく射気温が温

度境界条件 bc として与えられる。 
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ここで、
s は平均内表面温度であり、以下のように仮定される。 
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jijs A
A
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 (3.19) 

A：表面積を有する部位の面積の総和 

 

PCM 壁の差分計算における境界条件 bc を知るには、平均室内表面温度
s が必要となる。

応答係数法では室内表面温度は直接求められていないので、平均室内表面温度
s を仮定し、

まず次式から室の除去熱量 iE をいったん計算する。 

 

cirsci QAE  )( ,  (3.20) 

cQ ：表面積を持たない部位からの熱量 

 

PCM 壁からの対流熱伝達 ipcmQ , の計算においても平均室内表面温度
s が必要であるので、

式(3-17)～(3.20)を通して収束計算を行う必要がある。解の収束には Newton 法により行い、

収束しない場合には Steffensen 法に切り替えた。 

 

(4) 熱負荷計算プログラムへの PCM モデルの組み込み 

差分壁との共存に当たっての、基本となる熱負荷計算プログラムは NewHASP/ACLD（一般

社団法人建築設備技術者協会）9)を想定する。同熱負荷計算プログラムへの PCM モデルの

組み込みにおける各種条件を以下に示す。 

 PCM モデルの適応範囲 

・ 予熱計算を必要とするピーク計算モードでは使用不可とし、シミュレーションモー

ドでのみ使用できるものとする。 

・ 差分法により取り扱える室要素は外壁および内壁とする。これらはNewHASPで OWAL

（外壁）、IWAL（内壁）として指定することができる。 

・ 室の冷房負荷重み係数および蓄熱応答係数は差分法により取り扱われる壁を除い

た応答係数により求められる。但し、壁面積の合計には差分法による壁も含める。 

・ 年間空調スケジュール運転、間欠空調運転、多数室換気の計算を可能とする。 

・ 多数室換気についてはユーザーが部屋間の移動空気量を指定するものとする。 
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・ 差分法の壁が含まれる時は、冷房負荷単独を計算することはできない。冷房負荷を

求める場合は、基準室温を維持する空調容量として無限大を指定し得られる除去熱

量を冷房負荷とする。 

・ 潜熱蓄熱材を含む壁材が設定されていないときは、通常の NewHASP と同様の計算が

行えることとする。 

 入力データ 

・ 必要な入力データは NewHASP と同じとする 

・ 差分法の壁を含む壁材を作成するには、壁材（WCON）の材番に 100 番を指定する。 

・ 潜熱蓄熱材の物性値は別途入力ファイル”pcm.dat”を用意する。 

 出力データ 

・ NewHASP と同様に各室の顕熱および潜熱の室温、冷房負荷、除去熱量、装置除去熱

量などが時系列で出力される。 

・ 差分法により取り扱う壁の各計算格子における温度の時系列データを出力する。 

 処理フロー 

・ メインルーチン NewHASP-ACLD.f（図３－１８） 

・ 室の熱平衡式の収束計算（図３－１９） 
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図３－１８ メインルーチン NewHASP-ACLD.f の処理フロー 
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図３－１９ 熱平衡式の収束計算処理（SLVSM.f） 

 

(5) 検証計算 

(1)から(4)の検証により開発した潜熱蓄熱効果を組み込んだ空調熱負荷計算プログラム

（以降、開発プログラムと称する。）について、4枚の壁を有する簡易建物を対象とした検

証を行う。表３－４に建物の概要を示す。外壁に用いるコンクリートおよび潜熱蓄熱材の

物性値は、それぞれ表３－５、表３－６とする。気象データは標準年気象データ（東京）

を用いる。 

前ステップの温度データのストア

熱平衡式の傾きの計算

PCM壁内表面温度の初期値設定

右辺固定流入熱量の計算

係数行列の計算
COEFFS

熱平衡式を解く
DGESV

平均内表面温度の計算
CLCMRT

PCM壁の計算
TRNST

解の更新

収束判定?

収束ループ

START

END
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表３－４ 4 枚壁を有する建物の概要 

項目 値 

建物緯度経度 [°] 35.683、139.77 

軒高 [m] 1.0 

地上高 [m] 0.0 

階高 [m] 2.6 

天井高 [m] 2.6 

床面積 [m2] 29.16 

壁厚さ [m] 0.3 

壁面積 [m2/枚] 14.04 

壁枚数 [枚] 4 

基準温度 [°] 20 

 

表３－５ コンクリートの物性値 

項目 値 

密度 [kg/m3] 2,347 

熱伝導率 [W/m・K] 2.6 

比熱 [J/kg・K] 1,050 

厚さ [m] 0.3 

 

表３－６ 潜熱蓄熱材の物性値 

項目 固相 液相 

密度 [kg/m3] 1,500 1,500 

熱伝導率 [W/m・K] 1.01 0.7 

比熱 [J/kg・K] 3,832 3,405 

潜熱 [J/kg] 141,000 

融点 [K] 294 (283～298) 

厚さ [m] 0.3 

比熱テーブル モデル値を使用 
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 まず、8/1～8/7 の夏期 1週間において、空調が稼働しない自然室温を考え、以下の２つ

のケースを設定する。 

・ケース１：壁 4枚とも応答係数法で解く場合 

・ケース２：壁１枚を差分、残りの３枚を応答係数法とする場合 

ケース１、ケース２の計算結果を図３－２０に示す。応答係数法だけの結果と差分法が

共存する場合で計算結果は合致している。 

 

 

図３－２０ 応答係数法と差分法の結果比較（自然室温状態、潜熱蓄熱材潜熱なし） 

 

 次に、同時期において空調スケジュール（9～17 時、20℃）を設定し、以下の４つのケ

ースを設定する。 

・ケース１：外壁 4枚の全てがコンクリート壁で応答係数法を適用する場合 

・ケース２：外壁 4枚の 3枚がコンクリート壁で応答係数法、残る 1枚はコンクリート

壁で差分法を適用する場合 

・ケース３：外壁 4枚の 3枚がコンクリート壁で応答係数法、残る 1枚は PCM 壁で差分

法を適用する場合 

・ケース４：外壁 4枚が全て PCM 壁で差分法を適用する場合 

 室温の結果を図３－２１に示す。非空調時において、ケース１、ケース２の結果はほぼ

合致しており、これよりケース３、ケース４では 2～5℃程度低い。これは潜熱蓄熱材の蓄

熱効果が非空調時間帯において室温に現れている。 

室除去熱量の結果を図３－２２に示す。空調時において、ケース１、ケース２の結果は

ほぼ合致しており、これよりケース３、ケース４では負荷が小さくなり、20～80%程度で推

移する。潜熱蓄熱材の蓄熱効果が空調負荷に現れている。 

以上の結果は、開発プログラムにおいて潜熱蓄熱の効果が適切に反映されていることを

示している。 
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図３－２１ 室温の計算結果比較（空調スケジュールあり） 

 

図３－２２ 室除去熱量の計算結果比較（空調スケジュールあり） 
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3.4 潜熱蓄熱材の実証実験 

3.4.1 屋外試験体 

(1) 試験体概要 

屋外の環境下における潜熱蓄熱材の効果を把握するため、屋外試験体を設置して、壁体

の温度計測を実施した。 

屋外試験体は 2つ作成し、南側にコンクリート製の壁を向けて、約 2mの間隔で配置され

ている。写真３－３の左側、すなわち西側の屋外試験体をＡ棟と称し、右側（東側）をＢ

棟と称する。 

屋外試験体は、鉄筋コンクリート製の壁面（高さ 1800mm×幅 1800mm）を南側に有し、東

西及び北面、屋根・床は鉄骨構造で建築されており、各屋外試験体は内部に室空間を有す

る構造となっている。東西及び北面の壁には発泡ウレタン断熱材を充填し、約 180mm の断

熱を施している。両者の違いは、南向きの壁構成にあり、Ａ棟には潜熱蓄熱材を設置し、

Ｂ棟には潜熱蓄熱材を設置しない。 

 

 

写真３－３ 二つの屋外試験体の外観 

（左：A棟（潜熱蓄熱材有）、右：B棟（潜熱蓄熱材無）） 
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(2) 壁構成 

南向きの壁構成について、Ａ棟、Ｂ棟をそれぞれ示したのが、図３－２３である。Ａ棟

の場合、コンクリート壁 270mm に断熱 30mm を 1 面に設置し、その中に潜熱蓄熱材設置エリ

ア（825×883）を設け、合板 6mm、潜熱蓄熱材 20mm、石膏ボード 9mm を設置した。Ｂ棟の

場合、コンクリート壁 300mm に断熱 30mm を 1面に設置し、その中にＡ棟と同様の設置エリ

ア（825×883）を設け、合板 12mm を 2枚、石膏ボード 9mm を設置した。熱抵抗は同一にな

るよう配慮した。 

 

 

図３－２３ 壁構成（左：A棟潜熱蓄熱材あり、右：B棟潜熱蓄熱材なし） 

 

(3) 潜熱蓄熱材の設置 

実験に用いた潜熱蓄熱材はパラフィンを原料とする有機系潜熱蓄熱材であり、表３－７

に示す仕様で製造されている。写真３－４に各製品を示す。潜熱蓄熱材は透明ビニールの

包装材で密閉されている。 

今回の実験では鉛直の壁に潜熱蓄熱材を設置することになる。今回使用する潜熱蓄熱材

にゲル化剤は含まれていないので、液状になると水のように包装材の下部にたまる（写真

３－５）。潜熱蓄熱材の設置に当たっては以下の工夫を施した。幅 300mm×高さ 150mm の潜

熱蓄熱材パッケージを縦方向に二つ折にし（300mm×75mm）、ビニールの溶着しろをステー

プルで合板（6mm 厚）にステープルで留め付けた。留め付け作業は写真３－６に示すよう

に液化した状態で行い、33～36 個の潜熱蓄熱材を試験壁内に設置した。二つ折にした潜熱

蓄熱材は、液化状態で下部に溜まって膨らむ。この膨らみは石膏ボードを取り付ける際に

圧縮され、試験壁内部ではほぼ空間を埋め尽くして充填された状態になる。潜熱蓄熱材を

設置後、凍結した際の状況を写真３－７に示す。 

石膏ボード　9mm
空気層
PCM　20mm
合板　6mm
断熱材　30mm
コンクリート　270mm

石膏ボード　9mm
空気層
合板　12mm
合板　12mm
断熱材　30mm
コンクリート　300mm

（室内） （室内）

熱抵抗：1.21m2K/W 熱抵抗：1.22m2K/W
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表３－７ 潜熱蓄熱材の仕様（メーカー提供による） 

品種 ゲル化

剤の有

無 

寸法 

（mm） 

潜熱蓄

熱材 

充填量 

（g） 

融点 

（℃） 

凝固点 

（℃） 

融解熱量 

（kJ/kg） 

密度 

（kg/m3） 

熱伝導率 

（W/m・K） 

15℃

製品 

無し 300×150×10 300 15 10 200 820 未測定 

25℃

製品 

無し 300×150×10 300 26 21 200 820 0.17 

35℃

製品 

無し 300×150×10 300 35 30 200 820 未測定 

 

 

 

写真３－４ 実験に用いた潜熱蓄熱材（左から 15℃製品、25℃製品、35℃製品） 
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※右側、左側共に液化しているが、右側はゲル化剤が含まれた製品。 

実験に使用したのは左側のゲル化剤が含まれていない製品 

写真３－５ 液化した時の潜熱蓄熱材とパッケージの状態 

 

 

 

写真３－６ 液化した時の潜熱蓄熱材とパッケージの状態 
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写真３－７ 潜熱蓄熱材の設置状態 

 

  

写真３－８ 潜熱蓄熱材観察窓と撮影用のスポット光照射状況 
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(4) 観測窓の設置 

潜熱蓄熱材の凍結、融解状態を観察するために、試験壁の左上部に観察窓（200mm×150mm）

を設けた。0.8W の LED 電球のスポットライトを設置して光源を確保し、タイムラプスカメ

ラで状態変化を 1分間隔で記録した。写真３－８に観測窓及びスポット光源の設置状況を

示す。 

 

(5) 放射式暖房機による加熱制御 

室の加熱制御には、放射式暖房機を用いた。試験室の気積は 3.3m3（幅 1778mm×奥行 920mm

×高さ 2000mm）と小さいので、対流式だと発停が頻繁に行われて安定性に欠けるからであ

る。放射暖房機（オイルヒーター）を用いれば低温での放射暖房が可能であり、空気温度

の変化は少なく、低出力で安定した暖房が期待できる。 

なお、放射暖房機は機械式のスイッチを有する製品を採用した。これは、Ａ棟とＢ棟の

2台の暖房機をコンセントタイマーで ON/OFF するためである。電子制御式は暖房機本体の

スイッチでしか ON出来ない。コンセントタイマーにはデジタル式を採用した。 

 

3.4.2 屋外実証実験 

(1) 実験概要 

表３－８に示すスケジュールで実験を行った。1 日中暖房し、数日の自然冷却を１セッ

トとして、５ケース程度、３週間の計測を実施した。 

茨城県つくば市（館野）の平年の気温では、2 月に入ると気温が上昇し始め、潜熱蓄熱

材が固まりきらない状況が懸念された。そこで、低温域での潜熱蓄熱材である 15℃製品を

使った屋外実験を先行・実施し、次に 25℃製品の屋外実験を行うことにした。 

 

(2) 壁面温度の比較 

 Ａ棟とＢ棟の壁面温度の挙動を比較したのが、図３－２４、図３－２５である。 

 図３－２４は、15℃製品を使用した場合の結果である。2016 年 2 月 10 日 0 時の暖房中

には、Ｂ棟の壁面温度がＡ棟より高い。暖房停止後はＡ棟、Ｂ棟ともに温度が低下する中

で、Ａ棟の方がＢ棟より保温効果が見られる。Ａ棟の壁面温度の保温効果は 15℃以下で顕

著に表れている。 

 図３－２５は、25℃製品を使用した場合の結果である。2016 年 2 月 20 日 0 時の暖房中

には、Ｂ棟の壁面温度がＡ棟より高く、温度差は 5℃以上に開く。暖房停止後はＡ棟、Ｂ

棟ともに温度が低下する中で、Ａ棟の方がＢ棟より保温効果が見られる。Ａ棟の壁面温度

の保温効果は 25℃以下で顕著に表れており、温度差は最大 8℃程度である。以上から、潜

熱蓄熱材の相変化温度による室の保温効果の寄与が示唆される。 
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表３－８ 屋外実証実験のスケジュール 

作業日 作業 実験ケース 暖房開始 暖房終了 状態 

2016 年 

2 月 2 日 

火 実験機材設置 

700W、最大能力で加熱 

Case1 

（FK15） 

16 時頃   

2 月 3 日 水 冷却開始  10:10  

2 月 4 日 木     

2 月 5 日 金     

2 月 6 日 土 冷却延長、データ回収    

2 月 7 日 日     

2 月 8 日 月 確認    

2 月 9 日 火 7 時にヒーター加熱 

（中温、500W） 

7:00   

2 月 10 日 水 7 時に冷却開始 

現地確認、一部データ回収 

 7:00  

2 月 11 日 木     

2 月 12 日 金 現地確認、一部データ回収    

2 月 13 日 土     

2 月 14 日 日     

2 月 15 日 月 FK25 に換装、データ回収 Case2 

（FK25） 

   

2 月 16 日 火  18:00   

2 月 17 日 水   18:00  

2 月 18 日 木 現地確認、一部データ回収 

 

   

2 月 19 日 金  12:00   

2 月 20 日 土   12:00  

2 月 21 日 日     

2 月 22 日 月 現地確認、一部データ回収 

タイマー設定変更 

   

2 月 23 日 火  6:00   

2 月 24 日 水   6:00  

2 月 25 日 木     

2 月 26 日 金     

2 月 2７日 土 データ回収、実験終了     

暖房 

自然冷却 

暖房 

自然冷却 

自然冷却 

暖房 

自然冷却 

暖房 

自然冷却 

暖房 
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図３－２４ 壁面温度の挙動（潜熱蓄熱材（15℃製品）） 

 

(3) 室温の比較 

 Ａ棟とＢ棟の室温等の挙動を比較したのが、図３－２６、図３－２７である。 

 図３－２６は、潜熱蓄熱剤（15℃製品）を使用した場合の結果である。暖房中には放射

暖房機が設置されているので評価は困難である。暖房停止後はＡ棟、Ｂ棟ともに温度が低

下する中で、Ａ棟の方がＢ棟より保温効果が見られる。Ａ棟の室温の保温効果は 20℃以下

で顕著に表れており、温度差は 2℃程度である。なお、2016 年 2 月 14 日、15 日は温暖な

気候であったが、室温の差はあまり生じていない。このとき、潜熱蓄熱材の温度は 15℃程

度であったので、室温影響はほとんどないと考えられる。 
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図３－２５ 壁面温度の挙動（潜熱蓄熱材（25℃製品）） 

 

 図３－２７は、潜熱蓄熱材（25℃製品）を使用した場合の結果である。この場合も、暖

房停止後はＡ棟、Ｂ棟ともに温度が低下する中で、Ａ棟の方がＢ棟より保温効果が見られ

る。しかし、潜熱蓄熱材温度の挙動より 2016 年 2月 21 日の夕方には相変化が終了してい

ると考えられ、2016 年 2 月 21 日の夜間以降の室温差は顕熱の熱容量の相違によるものと

推察される。 

 

(4) 潜熱蓄熱材温度 

 Ａ棟の潜熱蓄熱材温度の挙動を比較したのが、図３－２８～図３－２９である。ここで、

潜熱蓄熱材の表面とは室内側、裏面とは断熱材側を示す。 
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3-36 

 

図３－２６ 室温等の挙動（潜熱蓄熱材（15℃製品）） 

 

 図３－２８は潜熱蓄熱材（15℃製品）の潜熱蓄熱材の温度の挙動を表したものである。

図中に点線で囲った 2月 5日、2月 11 日において、潜熱蓄熱材の表面温度、裏面温度がと

もにいったん下降し、2℃程度上昇後、15℃近辺で温度を保持する現象が見られる。これは

過冷却現象と考えられる。また、暖房中の 2月 10日 0 時において潜熱蓄熱材の裏面温度が

15℃を境に急激に上昇する様子が現れている。このとき、室内表面の石膏ボードの温度は

20℃を超えているが、潜熱蓄熱の影響を受けて温度上昇が抑制されていると解釈される。 

 図３－２９は潜熱蓄熱材（25℃製品）の潜熱蓄熱材の温度の挙動を表したものである。

図中に点線で囲った 2月 20 日において、潜熱蓄熱材の表面温度、裏面温度がともにいった

ん下降し、1℃程度上昇後、25℃近辺で温度を保持する現象が見られる。潜熱蓄熱材（15℃

製品）と同様の、潜熱蓄熱材（25℃製品）の過冷却現象と考えられる。また、暖房中の 2

月 20 日において潜熱蓄熱材の表面温度が上昇する中で、裏面温度が 25℃を保持している

様子が現れている。暖房終了間際で潜熱蓄熱材の裏面温度が上昇し始めており、融解終了

を示している。 
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図３－２７ 室温等の挙動（潜熱蓄熱材（25℃製品）） 

 

 潜熱蓄熱材が固まる際の静止画像の事例を写真３－９に示す。30 分程度の時間で潜熱蓄

熱材が白濁している様子が分かる。白濁は左から右に水平方向で生じている。観測窓から

見えている３つの潜熱蓄熱材は 2時間以内に全て白濁する。これらの画像が記録されたの

は、過冷却後に潜熱蓄熱材が凝固する時間帯に相当する。 
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図３－２８ 潜熱蓄熱材の温度の挙動（潜熱蓄熱材（15℃製品）） 

 

 

図３－２９ 潜熱蓄熱材の温度の挙動（潜熱蓄熱材（25℃製品）） 
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写真３－９ 過冷却後の凝固（潜熱蓄熱材（15℃製品）） 

（上から 2016 年 2月 10 日 19:03、19:18、19:33 のカメラ撮影画像） 
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3.5 潜熱蓄熱材のケーススタディ 

3.5.1 事務所最上階の計算モデル 

 開発プログラムを用いて、潜熱蓄熱材の導入効果を検討する。計算対象は、図３－３０

に示す事務所（最上階）である。図３－３１は壁等構成、表３－９に潜熱蓄熱材の物性値

（融点 28℃の場合）、表３－１０に空調設定を表す。 

 

 

 

図３－３０ 計算モデル（事務所最上階） 
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岩綿吸音板12

コンクリ60

モルタル15

PCM

コンクリ150
モルタル15

空気層

外気

室内 石こうボード8

押出ポリスチレンフォーム25
空気層

コンクリ150

タイル10
モルタル25

PCM

外気室内

 

（ａ）屋根            （ｂ）外壁 

 

（ｃ）内壁 

図３－３１ 屋根、外壁、内壁の構成 

 

表３－９ 潜熱蓄熱材の物性値（融点 28℃の場合） 

 

 

表３－１０ 空調設定 

対象期間 設定温湿度 備 考 

夏期 26℃,50% 6～9月    冷房モード 

冬期 22℃,50% 12～3月    暖房モード 

中間期 24℃,50% 4,5,10,11 月  冷房モード 

 

3.5.2 事務所最上階のケーススタディ 

 開発モデルを用いて事務所最上階の年間の空調熱負荷計算を実施した。気象データは岡

山を用い、潜熱蓄熱材の融点は 18、20、22、24、26、28、30℃の 7段階に、潜熱なしの標

準ケースを加えた。また、潜熱蓄熱材の厚さは 10、50、100mm の 3段階を設定した。なお、

間仕切りに潜熱蓄熱材は導入しない。 

 図３－３２に計算結果を示す。概ね初夏に省エネ、秋口に非省エネの傾向が現れており、

融点の設定により効果が異なることが分かる。また、その傾向は潜熱蓄熱材厚さが増すに

つれて大きくなる。 

 

石こうボード16

PCM50

隣室(非空調室)室内

石こうボード16

密度 融点 相変化温度幅 潜熱
[kg/m3] 固体 液体 固体 液体 [℃] [℃] [J/kg]

1.53E+03 3.86E+03 3.86E+03 1.01 0.7 28 2 1.50E+05

PCM物性値

比熱[J/kgK] 熱伝導率λ [W/mK]
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 外壁の潜熱蓄熱材の温度の挙動を図３－３３に、融解度を図３－３４に示す。潜熱蓄熱

材の温度の挙動が緩慢になる時期は初夏と秋口であり、その際に凍結融解が生じている。 

 屋根の場合についても同様に潜熱蓄熱材の温度の挙動を図３－３５に、融解度を図３－

３６に示す。傾向は外壁と同様である。 

 各季節における室温及び室除去熱量の挙動を図３―３７～図３－４０に示す。この場合、

26℃の融点を想定しており、冬期には固相、夏期には液相となって潜熱蓄熱材の有無によ

る相違は見られない。一方、初夏、秋口においては、潜熱蓄熱の効果が明瞭に現れており、

上に述べた傾向を裏付けるものである。 

 間仕切りの効果を検討するため、開発モデルを用いて事務所最上階の年間の空調熱負荷

計算を実施した。廊下、EV ホールを非空調エリアとして、事務室２との内壁に潜熱蓄熱材

を設置した。気象データは岡山を用い、潜熱蓄熱材の融点は 18、20、22、24、26、28、30℃

の 7段階に、潜熱なしの標準ケースを加えた。また、潜熱蓄熱材の厚さは 50mm を設定した。

計算結果を図３－４１～図３－４３に示す。内壁に潜熱蓄熱材を適用した場合も、外壁、

屋根と類似の傾向が得られている。 

 

3.5.3 地区・用途別ケーススタディ 

 地区として、准寒冷地（盛岡）、温暖地（岡山）、温暖地（那覇）の 3種類、用途として、

事務所、商業、住宅（共用部）の 3種類を考え、開発プログラムを用いて年間熱負荷計算

を行い、潜熱蓄熱材の導入効果を定量化した。潜熱蓄熱材の厚みは 20mm、融点は 18℃、28℃、

潜熱なしの 3段階とした。 

 建物モデルを図３－４４に、屋根・外壁の構成を図３－４５に示す。装置除去全熱負荷

（年間値）を図３－４６に示す。潜熱蓄熱材の導入効果は年間で見ると相殺されるため、

さほど大きくないことが分かる。 
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図３－３２ 月別室顕熱負荷（事務所最上階、岡山） 

（外壁、屋根に潜熱蓄熱材を導入した場合） 
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図３－３３ 外壁の潜熱蓄熱材の温度挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階事務室１、気象：岡山） 

図３－３４ 外壁の潜熱蓄熱材の融解度挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階事務室１、気象：岡山） 
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図３－３５ 屋根の潜熱蓄熱材の温度挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階事務室１、気象：岡山） 

 

図３－３６ 屋根の潜熱蓄熱材の融解度挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階事務室１、気象：岡山） 

 

 

0

5

10

15

20

25

30

35
1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

P
C

M
温
度

[℃
]

PCM50mm設定26℃±2(屋根)

18.2 [mm] 30.7 [mm] 43.2 [mm] 55.7 [mm]

下限 融解設定 上限

 

0

20

40

60

80

100

120

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

融
解
度

[%
]

PCM50mm設定26℃±2(屋根)
18.2 [mm] 30.7 [mm] 43.2 [mm] 55.7 [mm]



3-46 

 

 

（ａ）室温 

 

（ｂ）室除去熱量 

図３－３７ 冬期における室温、室除去熱量の挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階事務室１、気象：岡山） 
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（ｂ）室除去熱量 

図３－３８ 初夏における室温、室除去熱量の挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階事務室１、気象：岡山） 
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（ｂ）室除去熱量 

図３－３９ 盛夏における室温、室除去熱量の挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階事務室１、気象：岡山） 
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（ｂ）室除去熱量 

図３－４０ 秋における室温、室除去熱量の挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階事務室１、気象：岡山） 
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図３－４１ 月別室顕熱負荷（事務所最上階、岡山） 

（内壁に潜熱蓄熱材を導入した場合） 
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図３－４２ 内壁の潜熱蓄熱材の温度挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階、気象：岡山） 
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図３－４３ 内壁の潜熱蓄熱材の融解度挙動 

（潜熱蓄熱材厚さ：50mm、潜熱蓄熱材融点：26℃、 

場所：事務所最上階、気象：岡山） 
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図３－４４ 建物モデル 

(a) 事務所 

(b) 商業（物販店舗） 

(c) 住宅（共同住宅共用部） 1 階 共用部 
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図３－４５ 外壁等構成 
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（ｃ）住宅（共用部） 

図３－４６ 潜熱蓄熱材導入による省エネ効果 
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3.6 まとめ 

 本章で得られた研究成果を以下に述べる。 

 

①物性値の試験・整備 

 潜熱量及び相変化温度に関す DSC 試験では、加熱・冷却速度 0.1～1℃/min とすると、実

大サンプル計測と整合する結果が得られることを明らかにした。 

 

②評価技術の開発 

 非住宅省エネ基準の空調熱負荷計算に使用されている HASP に潜熱蓄熱材の物理的効果

を組み込み、年間の空調熱負荷計算を実施できるようにした。 

 

③系統的シミュレーションの実施 

 地域、用途、設置場所（壁、床等）、厚みに関する系統的な数値シミュレーションを実施

し、特定の季節に対する電力ピーク対策が可能であることを示した。 
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第４章 地中蓄熱による対策技術 

 

4.1  目的 

4.1.1  検討の目的と概要 

 地中熱利用システムは、政府のエネルギー基本計画（平成 26年 4月）では「再生可能エ

ネルギー熱等」の１つとして位置付けられており、民生部門の年間エネルギー消費量削減

及びヒートアイランド抑制に資する技術として期待されている。また、地盤より年間をと

おして安定した温度の熱をとることができるため、真夏・真冬時の空調効率を高めること

ができ、電力ピーク対策としても有効である。 

 地中熱利用システムの実動特性やエネルギー効率については主として大学等において研

究ベースで様々な検討が行われており、例えば東京大学・大岡らの「場所打ち杭を用いた

地中熱利用空調システムの普及・実用化に関する研究」1)、北海道大学・長野らの「現場

打ち基礎杭を利用した地中熱ヒートポンプシステムに関する研究 浅層採熱管の導入可能

性について」2)が具体的な成果の例として挙げられる。また、これらの研究成果は実務の

世界にも反映されつつあり、例えば、国土交通省大臣官房官庁営繕部は平成 25年 10 月に 

「官庁施設における地中熱利用システム導入ガイドライン（案）」（http://www.mlit.go.jp/ 

common/001016159.pdf）を公表、特定非営利活動法人地中熱利用促進協会は「地中熱ヒー

トポンプシステム施工管理マニュアル」を作成するなど、普及のための準備が整いつつあ

る。図４－１に地中熱ヒートポンプの特徴を示す。 

 

図４－１ 地中熱ヒートポンプの特徴 

 

 一方で、地中熱利用システムについては、現在の省エネルギー基準の評価ロジックでは

評価することができない。地中熱利用システムだけに限らないが、ある技術を省エネ基準

で評価するためには、評価の確からしさを客観的に担保するための根拠が必要になる。地
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中熱利用システムについては、実態としての性能（システムとしての実動効率（熱交換に

はポンプ動力が必要））や地盤温度への影響（経年変化や季節間蓄熱効果など）について未

だ不明瞭な点がある。今後、地中熱利用システムが普及するためには、これらを明らかに

するとともに、エネルギー消費性能評価手法を開発し、この手法の確からしさを検証する

ことが必要である。 

 そこで、本章では、地中熱利用システムの中でも地中熱ヒートポンプに対象を絞り、次

のステップで研究を行い、性能の実態を明らかにする。 

 

① 観測： 地中熱ヒートポンプの性能実証実験 

地中熱ヒートポンプと空冷ヒートポンプを設置して、実動特性を計測し、それぞ

れの運転特性を明らかにする。また、地盤採熱量や地中内の温度分布を分析する。 

② 計算： 地中熱の蓄採熱に関する数値解析 

地中の温度・水分の三次元分布、地中熱ヒートポンプによる蓄採熱量を計算する

プログラム（以下、「地中熱ポテンシャル計算プログラム」とする。）を開発する。

また、観測データを入力して、推定精度を検証する。 

なお、地中熱の蓄採熱量を推定するプログラムとして、「GroundClub（グランドク

ラブ、地中熱源ヒートポンプシステム性能予測プログラム）」が市販されている。

しかし、このプログラムは設計者が容易に使えるよう簡易化されたツールであり、

地盤の熱特性（熱伝導率、密度、比熱）を深さ毎に詳細に入力することができず、

解析対象エリア全体の平均値しか入力できない。また、地下水流の影響を考慮し

て熱交換量を算出することができない。これらの要素が蓄採熱量に与える影響は

小さくないため、本研究では、これらの影響を踏まえて解くことができる新たな

プログラムを開発した。 

③ 評価： システムシミュレーションによるケーススタディ 

地中熱ポテンシャル計算プログラムと建築物・設備システムのエネルギー消費量

計算プログラムを連成させたシステムシミュレーション（以下、「システムシミュ

レーション」とする。）を開発し、実建築物に地中熱ヒートポンプを採用した場合

のエネルギー消費量削減効果を推定する。設計の方法により、ピーク電力削減効

果にどの程度の差が生じるかを定量的に明らかにする。 

 

 これらの検討の結果、実証実験の結果を踏まえた信頼性の高いシステムシミュレーショ

ンを整備することができ、地盤の性状（土質、地下水位等）と蓄採熱量の関係、地中熱ヒ

ートポンプ導入効果等についての検討が容易に行えるようになる。 
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4.1.2  地中熱利用システムの全体像と本検討で対象とするシステム 

 図４－２に地中熱利用システムを分類した表を示す。本章では、間接方式のヒートポン

プシステムを対象とし、その中でも普及が進んでおり採用事例の多いクローズループの垂

直埋設型（ボアホール、シングルＵチューブもしくはダブルＵチューブ）に対象を限定す

る。 

 

 

図４－２ 地中熱利用システムの分類 

*Aと同様

※蓄熱を利用する方式もある

※水平に埋設する方式も含む

※直膨方式も含む （水または不凍液使用）
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浅部埋設熱交換方式
※横型・縦型がある

※3 ※4 ※蓄熱を利用する方式もある

※岐阜での事例が多い

※5 ※4 ※例　温泉・湧水・用水・池・湖・河川水・海水・排水・下水
※湧水は地中熱か温度差エネルギーかは不明確

※樹脂、金属
（水または不凍液使用）
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4.2  地中熱ヒートポンプの性能実証実験 

4.2.1  実証実験の目的 

 地中熱ヒートポンプのエネルギー消費性能の実態を明らかにするために実証実験を行う。

ここでは、特に他のシステムとの比較を通して性能実態を明らかにすることを目的とし、

地中熱ヒートポンプと空気熱利用ヒートポンプ（空冷ヒートポンプ）を併設して、同時に

様々な負荷をかけた場合の供給除去熱量、効率、運転特性の差を観察する。これらの結果

より、地中熱ヒートポンプの省エネルギー効果、電力ピーク対策効果を明らかにする。さ

らに、地中熱交換杭の蓄採熱量および地中内の温度分布について整理する。 

 

4.2.2  実験施設の概要 

 本研究では、国立研究開発法人建築研究所の設備実験棟 1階屋上に設置した 2棟のユニ

ットハウス（東棟、西棟）を利用して実証実験を実施した。実証実験のユニットハウスは、

幅 3.04m、奥行 3.04m、高さ 2.44m の床面積 9.24m2、南面に幅 1.68m、高さ 0.98m の窓が

ある。東棟（以下、空気熱室）は空冷ヒートポンプパッケージエアコン（直膨式、以下、

ASHP）を、西棟（以下、地中熱室）は地中熱ヒートポンプパッケージエアコン（直膨式、

以下、GSHP）を設置した。表４－１に実験施設の概要を、写真４－１～写真４－７、図４

－３～図４－４に実証実験の状況を示す。 
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表４－１ 実験施設の概要 

ユニットハウスの仕様 

（空気熱室、地中熱室 

 共通仕様） 

形 式：プレハブユニットハウス 

寸 法：幅 3.04m×奥行 3.04m×高さ 2.44m 

床面積： 9.24 m2 

その他：南面ガラス窓 

外壁の仕様 外壁：複合版外壁（U 値 0.77W/㎡・K）、硬質ウレタンフォー

ム＋ロックウール断熱材 30mm 

屋根：折板屋根天井付（U 値 0.92W/㎡・K）、硬質ウレタンフ

ォーム断熱材 20mm 

床 ：合板床（U 値 0.67W/㎡・K）、ビーズ法ポリスチレン断

熱材 45mm 

窓の仕様 南面：フロート板ガラス 3mm シングル(アルミサッシ) 1.68m

×0.98m 

（東棟・空気熱室） 空調設備：空冷ヒートポンプパッケージエアコン 

     （直膨式）（ASHP） 

（西棟・地中熱室） 空調設備：地中熱ヒートポンプパッケージエアコン 

     （直膨式）（GSHP） 

 

（地中熱ヒートポンプパッケージエアコン用地中採熱仕様） 

ボアホールの仕様 掘削口径：φ179mm  掘削深度：50.95m 

掘削方式：特殊振動工法 

掘削概況：ボアホール区間全体を通して掘削循環水の著しい

逸水が断続的に見られ地下水が豊富で地下水流速も早い 

地中埋設管の仕様 仕  様：Uチューブ（ダブル方式） 

     高密度ポリエチレン管（PE100） 

     外径 34.0mm、厚さ 3.5mm、内径 27.0mm 

挿入長さ：50.70m（ボアホール内に挿入） 

     配管埋設後ボアホールを 1号珪砂で充填 
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（全景）        （ボアホールから配管立上部分） 

写真４－１ 実験施設（全体外観） 

 

 

 

（地中熱ヒートポンプ室外機）    （空冷ヒートポンプ室外機） 

写真４－２ 実験施設（ユニットハウス-南面） 

空気式 
地中式 
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写真４－３ 実験施設（地中埋設管設置状況） 

 

写真４－４ 実験施設（窓面（外側-南面）） 

 

写真４－５ 実験施設（窓面（室内側）） 

 

給気口 

排気ファン 

撹拌用ファン 
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図４－３ 測定ポイント（全体平面） 

 

 

 

写真４－６ 測定ポイント（室内状況） 
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（断面図） 

 

 
（室内機） 

 
（室内機には熱処理量を計測するための 

センサー類を設置） 

写真４－７ 測定ポイント（断面・室内状況） 

 

 

図４－４ 測定ポイント（地中熱利用システム）  

熱負荷
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4.2.3  実験計画 

 空気熱利用のヒートポンプと地中熱利用のヒートポンプ空調を比較するため、各室の熱

負荷及びエネルギー消費効率の測定を行った。実験期間は 2014 年 6 月～2015 年 2 月であ

る。実験は、冷房と暖房について分けて行い、表４－２に示すように運転モードや負荷発

生量を切り替えて行った。実験期間中の外気温度の状況を図４－５～図４－６に示す。 

 

表４－２ 実験スケジュール 

 

 

時季
想定
負荷

設定
温度

換気扇
換気量

[m
3
/h]

日射
遮蔽

ヒーター
運転

モード

夏期 低負荷 26℃ 0 有 OFF 連続冷房 6月10日 8月4日 55日間 20℃ ～ 30℃

高負荷 26℃ 360 有 OFF 連続冷房 8月6日 9月25日 49日間 15℃ ～ 35℃

中間期 低負荷 24℃ 0 無 OFF 連続冷房 10月10日 10月27日 17日間 10℃ ～ 25℃

高負荷 24℃ 0 無 1.6 kW 連続冷房 10月29日 11月6日 8日間 5℃ ～ 20℃

中負荷 24℃ 0 無 1.0 kW 連続冷房 11月8日 11月16日 8日間 5℃ ～ 15℃

中間期 低負荷 24℃ 0 有 OFF 連続暖房 11月18日 11月30日 12日間 0℃ ～ 20℃

冬期 低負荷 20℃ 0 有 OFF 連続暖房 12月2日 12月16日 14日間 -5℃ ～ 15℃

中負荷 20℃ 360 有 OFF 連続暖房 12月18日 1月5日 18日間 -5℃ ～ 10℃

中負荷
(間欠)

20℃ 360 有 OFF 間欠暖房 1月7日 1月25日 18日間 -5℃ ～ 10℃

高負荷 26℃ 360 有 OFF 連続暖房 1月27日 2月20日 24日間 -5℃ ～ 10℃

暖
房

実
験

実施期間 外気温

冷
房

実
験
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図４－５ 冷房実験時・暖房実験時の外気温推移 
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図４－６ 冷房実験時・暖房実験時の日射量推移 
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 実験開始前に、地盤の熱特性を調査するためのサーマルレスポンス試験及び冷房時のフ

ァン回転数と吹出風量の関係式の作成を実施した。それぞれの概要を以下に示す。 

 

(1) サーマルレスポンス試験の結果の概要 

 2012 年 3 月 8～14 日にかけてサーマルレスポンス試験を行い、土壌の熱伝導率は 8.17 

W/(m・K)と推定された。地下 3〜14m において、熱伝導率が局所的に大きな値となることが

判った。図４－７にサーマルレスポンス試験の結果を示す。 

 

図４－７ サーマルレスポンス試験の結果 

 

(2) 冷房時のファン回転数と吹出風量の関係式作成の概要 

 チャンバー内と室内(風量測定器が置かれた空間)との間の圧力差が 0となる様にファン

の風量を調整し、圧力補償法により予め室内機ファン回転数と吹出風量の関係式を求めた。

測定は 2014 年 10 月 7～8日の 2日間行った。測定時間間隔は、差圧は 10 秒、回転数は 0.1

秒とした。風量は風量測定器による 10秒間平均値を使用した。 

 図４－８に測定概要を、図４－９にファン回転数と吹出風量の関係を示す。 
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図４－８ 測定概要 

 

 

図４－９ ファン回転数と吹出風量の関係  
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事前実験 

1.圧力補償法により予め室内機ファン回転数と吹出風量の関係式を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【要点】 

・現場において、試験室内での測定と同等の精度で風量を把握できる。 

・フラップ位置毎の吹出風量を把握することで、実使用状態での風量を高精度で把握できる。 
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2.吹出/吸込温湿度とファン回転数からエンタルピー差と吹出風量を得る。 
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4.2.4  夏期の実験結果 

 夏期の実験による計測結果を図４－１０～図４－１９に示す。得られた知見を以下に示

す。 

 

① 夏期（外気温度が高い条件）においては、空冷ヒートポンプよりも地中熱ヒートポン

プの方が効率（COP＝生成熱量／消費電力）は良い。特に、外気温度が高く処理熱量（負

荷率）が小さい場合に差が大きくなる。「夏期冷房低負荷時」の実験において、外気温

35 度、負荷率 30%の場合、地中熱ヒートポンプの COP は空冷ヒートポンプの 1.5 倍と

なった。最大電力が出現する条件（＝外気温が高い）において効率差が大きくなるの

で、地中熱ヒートポンプはピーク電力削減に有効な技術であることが判る。 

② 一方、中間期（外気温度が低い条件）においては、地中熱ヒートポンプよりも空冷ヒ

ートポンプの方が効率は良い。中間期においては、採熱還温度（地盤からの還り冷水

温度）よりも外気温度の方が低くなり、外気と熱交換を行う空冷ヒートポンプの方が

効率は良くなる。 

③ 空冷ヒートポンプと地中熱ヒートポンプでは、潜熱（湿気）の処理量が異なる。夏期

実験においては、空冷ヒートポンプの方が顕熱比（顕熱処理量／全熱処理量）は小さ

い。つまり、潜熱処理量が大きい。室内湿度を絶対湿度で比較すると、やや空冷ヒー

トポンプ室の方が低い傾向が見られる。ただし、これは湿度センサーの計測精度が影

響している可能性もある。 
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図４－１０ 負荷率と外気温度 

 

 

図４－１１ 顕熱比（SHF）と外気温度  
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図４－１２ 消費電力と処理熱量(地中熱) 

 

 

図４－１３ 消費電力と処理熱量(空冷) 
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図４－１４ COPと負荷率 

 

 

図４－１５ COPと負荷率(地中熱) 
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図４－１６ COPと負荷率(空冷) 

 

 

図４－１７ COPと外気・地中熱温度（冷房） 
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図４－１８ 積算消費電力量 

 

 

図４－１９ COPと内外温度差の相関(冷房全ケース) 
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 図４－２０に高負荷時の代表日(8/20)のピークカット効果（(空気熱の消費電力量-地中

熱の消費電力量)／地中熱の消費電力量）を示す。処理熱量自体は空気熱の方が大きいが、

ピーク電力は約 25%の差が見られた。図４－２１に処理熱量と消費電力量の相関図を示す。

空気熱の最も処理熱量の大きいプロットに注目するとピークカット効果は 16％であった。 

 

図４－２０ 消費電力量と処理熱量(15分移動平均値)(冷房) 

 

図４－２１ 消費電力量と処理熱量の相関(15分移動平均値)(冷房) 
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4.2.5  冬期の実験結果 

 冬期の実験による計測結果を図４－２２～図４－２９に示す。得られた知見を以下に示

す。 

 

① 外気温度、負荷率によらず、空冷ヒートポンプよりも地中熱ヒートポンプの方が効率

は良い。特に、外気温度が低く処理熱量が小さい場合に差が大きくなる。「冬期暖房低

負荷連続」時の実験において、外気温-5℃、負荷率 20%の場合、地中熱ヒートポンプ

の COP は空冷ヒートポンプの 1.7 倍となった。 

② 今回の実験条件においては、必ず外気温よりも採熱還温度の方が高いため、地中熱ヒ

ートポンプの方が効率は良い結果となった。 

 

 

 

図４－２２ 負荷率と外気温度 
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図４－２３ 採熱還温度と外気温度 

 

 

図４－２４ 消費電力と処理熱量(地中熱) 
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図４－２５ 消費電力と処理熱量(空冷) 

 

 

図４－２６ COPと負荷率 
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図４－２７ COPと負荷率(地中熱) 

 

 

図４－２８ COPと負荷率(空冷) 
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図４－２９ COPと外気・地中熱温度（暖房） 
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 図４－３０に中負荷間欠時の代表日(1/14)のピークカット効果（(空気熱の消費電力量-

地中熱の消費電力量)／地中熱の消費電力量）を示す。処理熱量自体は空気熱の方が大きい

が、ピーク電力はバラツキがあるものの 10〜60％程度の差が見られた。図４－３１に処理

熱量と消費電力量の相関図を示す。空気熱の最も処理熱量の大きいプロットに注目すると

ピークカット効果は 27％であった。 

 

図４－３０ 消費電力量と処理熱量(15分移動平均値)(暖房) 

 

 

図４－３１ 消費電力量と処理熱量の相関(15分移動平均値)(暖房) 
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4.2.6  地盤温度の変化 

 図４－３２に実験期間中の地中温度の変動を示す。地中温度は冷房にやや上昇、暖房に

やや下降傾向になるものの異常な蓄熱効果は見られない。空調停止時には速やかに温度は

回復することを確認した。 

 

 

図４－３２ 地中温度の変動(全期間) 
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4.3  地中熱の蓄採熱に関する数値解析 

4.3.1  地中熱ポテンシャル計算プログラムのアルゴリズム及び入力パラメータ 

 地中温度の挙動は、地中内の熱伝導および地下水流動に伴う熱移動に支配されるほか、

大気境界層を通した顕熱・潜熱形態による地表面熱収支および降水・降雪などによる地表

面水収支にも依存する。年間不易層の深さは 10ｍ程度といわれており、地中熱ヒートポン

プシステムに代表される地中熱利用システムは主として不易層より深い層の地中熱を利用

する。したがって本件プログラムの代表的な解析対象は地表～地下 100ｍ程度になると考

えらる。地下水の流れ場は地表面から不透水層上部までの不圧帯水層と不透水層下部から

下の被圧帯水層に分けて考えることができ、このうち不圧帯水層は、地下水面から下の飽

和地下水、地表付近の不飽和地下水および飽和／不飽和境界付近の毛管水帯に区分できる

固体・液体・気体の三相が混在する複雑な流れ場(多孔質混相流)となる。 

 

(1) 非等温不飽和地下水流れの基礎方程式 

【水分の輸送方程式】 

 水分の輸送方程式は次のように表される。 
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 (4.1) 

 ここで、 w ：水の密度[kg/m3]、 ：体積含水率[m3/m3]、T ：土壌温度[℃]、 g ：重力

加速度[m/s2]である。また、 TDD , は拡散係数[kg/(m･s)]で、 

   vDDD    、 TvTT DDD    (4.2) 

と定義される。液水フラックス q [kg/(m2･s)]および水蒸気フラックス vq [kg/(m2･s)]はそ

れぞれ次のように表される。 
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それぞれの拡散係数は次のように表される。 
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   
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     2111
mm

s SSKK    (4.9) 
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
 *  (4.10) 

ここで、K ：不飽和透水係数[kg･s/m3]、 sK ：飽和透水係数[kg･s/m3]、 S ：飽和度[－]、

：水分ポテンシャル[J/kg]、 ：表面張力[N/m]、 vsp ：飽和水蒸気圧[Pa]、 vR ：水蒸

気の気体定数[J/(kg･K)]、 h ：相対湿度[Pa/Pa]、 *D ：多孔媒体中の水蒸気拡散係数 

[kg/(m･s)]、 ：空隙流路の屈曲率[－](=0.66)、：体積含空率[m3/m3]、 aD ：大気中の

水蒸気拡散係数[kg/m/s]、P ：全圧[Pa](=1atm)、 vp ：水蒸気圧[Pa]である。 

 

【熱の輸送方程式】 
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 (4.11) 

     wwbbss CCnC   1  (4.12) 

ここで、n：空隙率[m3/m3]、 b ：固体の密度[kg/m3]、 bC ：固体の熱容量[J/(kg･K)]、 wC ：

水の熱容量[J/(kg･K)]、 L ：水の蒸発潜熱[J/kg]である。 

 

 

(2) 非等温飽和地下水流れの基礎方程式 

【水分の輸送方程式】 
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ここで、 en ：有効空隙率[m3/m3]、 Lh ：地下水位[m]である。 

【熱の輸送方程式】 
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(3) 熱交換井の基礎方程式 

 １次元の非圧縮性流れ場を仮定するので、管内流速は入口流速 inu [m/s]で一様流れとな

る。温度に関する方程式は次のようになる。 

    c
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 (4.16) 

ここで、 c ：循環液の密度[kg/m3]、 cC ：循環液の熱容量[J/(kg･K)]、 cT ：循環液の温度

[℃]、 cA ：管路断面積[m2]である。また、 ch は有効熱伝達係数[W/(m･K)]で、 

   
 

c

inout

ininc

rr

hrh 

log11
  (4.17) 

となる。ここで、 inh ：循環液と管内壁との熱伝達係数[W/(m2･K)]、 c ：管壁の熱伝導係

数[W/(m･K)]、 outin rr , ：管の内径、外径[m]である。 

 

(4) 輸送係数 

飽和透水係数 

【Campbell 公式】 

      sc

b

bs mmK 7.39.6exp3.1104
3.13     (4.18) 

ここで、 cs mm , はシルト分、粘土分の含量率[kg/kg]である。 

 

【Hazen 公式】 

    TdK es 03.07.0116 2   (4.19) 

ここで、 ed は粒径加積曲線における 10%有効径である。 

【Kozeny 公式】 
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ここで、n：空隙率、Ms：土粒子の比表面積(＝表面積／体積)である。 

 

【Terzaghi 公式】 
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(5) 熱伝導係数 

 混合固相の熱伝導係数は、加重平均、加重調和平均、加重幾何平均にいずれかにより計

算することができる。 

【加重平均】 
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【加重調和平均】 
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【加重幾何平均】 
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以上で、 im は固体第 i 成分の体積である。 

 固液混相の熱伝導係数は、相加平均、調和平均、相乗平均にいずれかにより計算するこ

とができる。 

 

【相加平均】 

       wsn   1  (4.25) 

【調和平均】 
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【相乗平均】 
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4-33 

(6) 地表面熱収支式 

 表面熱収支式は次にように表される。 

   0 GEHRRLS SLan  (4.28) 

各項の意味と内容は次のようになる。 

nS ：正味全天日射量 

 正味全天日射量 nS [W/m2]は地表面に吸収される正味の全天日射量で、地表面アルベト

(反射率) を用いて次のように表される。 

     gn SS  1  (4.29) 

ここで、 gS は全天日射量[W/m2]で、直達日射量 dS [W/m2]と天空(散乱)日射量 sS [W/m2]と

の和である。 

   ssddssddg SSSSS   cos  (4.30) 

ただし、 dS ：法線面直達日射量[W/m2]、 ：直達光と表面との成す角[rad.]である。ま

た、 d ：日向率、 s ：天空率である。観測値がない場合などでは、法線面直達日射量 dS

および天空日射量 sS はそれぞれ Bouguer 式および Berlage 式で評価されることが多い。 

Bouguer 式： 

   
h

d PIS sin1

0  (4.31) 

Berlage 式： 

   
P

P
hIS

h

s
log4.11

1
sin5.0

sin1

0



  (4.32) 

ここで、 0I ：太陽定数[W/m2]、P ：大気透過率、h ：太陽高度[rad.]である。 

 太陽方位ベクトル  zyx S,S,S は次のように表される。 
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S

 (4.33) 

ここで、：緯度[rad.]、 ：赤緯[rad.]、 ：時角[rad.]である。したがって、水平な

地表面の場合、 

    coscoscossinsincos  zS  (4.34) 

となる。 
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(7) 数値計算法 

(a) 非等温不飽和地下水流れの計算法 

 簡単のため１次元の場合で説明する。２次元以上の場合も要領は同じである。直角座標

系を用いて有限差分法により離散化する。時間積分は Euler 陽解法、拡散項は 2次精度衷

心差分で離散化する。 
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 式(4.35)および式(4.36)に Euler 陰解法を適用すると、係数は対称行列となるため ICCG

法により計算することができる。ただし、 T, の２成分が連成するため２×２ブロック小

行列を成分にもつ ICCG 法を適用する必要がある。係数行列を成分表示すると次のようにな

る。 
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(b) 非等温飽和地下水流れの計算法 

 有効空隙率は次のように計算される。 

    




k

kke

e
dh

dhn
n

,
 (4.39) 

ここで、 kdh は層厚で次のように定義される。 

     2/1,min  kLkk zhzdh  (4.40) 

式(4.13)のｘ方向の体積フラックスは次のように離散化される。 
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 (4.41) 

温度の計算は通常の移流・拡散方程式となるため、Euler 陰解法を適用する場合は前処理

付き BiCGstab 法で計算できる。 

 

(c) 熱交換井の計算法 

 式(4.16)の移流項を１次精度風上差分により有限差分法で離散化すると次のようになる。

時間刻みに対する制約を緩和するため Euler 陰解法で取り扱う。 
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係数行列を成分表示すると次のようになる。 
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 (4.43) 

 

(d) 表面熱収支式の計算法 

 表面熱収支式は、n時刻レベルの固体表面温度
n

GT を未知数とした次のような非線形方程

式になる。 
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式(4.44)は Newton 法により解く。 
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 図４－３３に地中熱ポテンシャル計算プログラムの計算フローを示す。プログラムでは

地盤モデルに基づいて実気象条件、熱源機器との採熱水条件から地中熱交換器の水温、熱

量が計算できる。 

 

 

図４－３３ 地中熱ポテンシャル計算プログラムの計算フロー 

 

  

地盤の熱物性気象条件 地中熱交換器

地中熱交換器

（出口水温、熱量）

（温湿度、日射） （等価熱伝導率） （入口水温、流量）

出力

地盤モデル

3次元非定常（直交、円筒座標系）

熱水分同時移動、不飽和・飽和地下水流れを考慮

不飽和：ICCG法、飽和：BiCGstab法

熱交換器：Euler陰解法

TRTによる
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4.3.2  実証実験結果の再現性の確認 

(1) 計算条件 

 地中熱交換井の計算モデルは円筒座標系の計算格子として、図４－３４の通りとし、地

中埋設配管は図４－３５、図４－３６に示す仕様とした。 

 比較は、次の 2ケースについて、地中循環水の出口温度、地中温、冷・暖房電力の挙動

を比較した。 

 

ケース１：往温度を与える計算 

ケース２：空調負荷を与える計算 

 

 

 

円筒座標系の計算格子 

Ｘ方向 45分割（r=0～30.3m） 

Ｚ方向 56分割（z=-150～0m） 

時間刻み：900 秒 

地盤：円筒軸対象 2次元熱伝導（45×56） 

熱交換井：1次元移流・熱伝達（250 分割） 

 

図４－３４ 円筒座標系の計算格子 

 

 

 

r=30.3m

z=150m

地中熱交換井
（深さ50m）



 

4-38 

 

図４－３５ 地中埋設配管の計算モデル 
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管の断面積 Ac の管路が 1m 長さ当たり交換

する熱量を 2πで除した量 

 

管内の熱伝達の関係式（記号略） 

 

 

 

□検討条件 

 管密度 rho_s = 955 

 管比熱 cp_s = 1.89d3 

 管熱伝導率 lmd_s = 0.495 

 ブライン密度 rho_l = 1050.0 

 ブライン比熱 cp_l = 3709.0 

 ブライン熱伝導率 lmd_l = 0.42 

 ブライン粘性係数 vis_l = 5.680d-3 

 熱交換井の設置位置 xy = 0,0 

 熱交換井の深さ depth = 50 

 管の内径 diam = 27d-3 

 管の厚み thick = 3.5d-3 

 分割数 ndiv = 250 

 

 

図４－３６ 地中埋設配管の仕様 
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(2) 往温度を与える計算（ケース 1）の比較 

 地中循環水の出口温度（日平均）の比較を図４－３７に示す。比較期間の RMS 値（二乗

平均平方根）は 1.37℃となり、シミュレーション結果の方が温度が低めとなっている。同

期間の地中温度（深さ 1m）の比較を図４－３８に示す。8月～9月（冷房高負荷）、12月～

1 月（暖房高負荷）の期間は概ねシミュレーション結果と実験値は合致しているが、中間

期の軽負荷時期は差違が見られる。地中温度の深さ別 RMS 値を表４－３に示す。全データ

の RMS 値は 1.5℃であった。 

 

 

図４－３７ 地中循環水出口温度（日平均）の比較（2014年 7月 25日～2014年 8月 3日） 
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図４－３８ 深さ１mの地中温度挙動（2014年 6月 10日～2015年 1月 27日） 

 

表４－３ シミュレーション結果と実験値の RMS比較 

 

 

(3) 空調負荷を与える計算の比較（ケース 2）の比較 

 地中循環水の出口温度の比較を図４－３９に示す。地中循環水の出口温度は空調機の運

転時は低温となり停止後は上昇している。空調（冷暖房）電力の比較を図４－４０～図４

－４１に示す。空調（冷暖房）電力は、シミュレーション結果の方が実験値よりやや小さ

な値となるが、変化傾向は同じであり電力の差も小さい。  

0

5
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4/21 6/10 7/30 9/18 11/7 12/27 2/15

温
度

［
℃

］

日付

1m（測定） 1m（計算）

項目 RMS[℃]
地温1m 1.474
地温2m 1.450
地温3m 1.272
地温4m 0.936
地温5m 0.994
地温6m 1.143
地温7m 1.277
地温8m 1.297
地温9m 1.395
地温10m 1.402
地温14m 1.553
地温20m 2.127
地温30m 2.010
地温40m 1.765
地温50m 2.142
全データ 1.527
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図４－３９ 地中循環水出口温度の比較（2014年 9月 20日～2014年 10月 2日） 

 

 

図４－４０ 夏期冷房電力の比較（2014年 6月 30日～2014年 7月 30日） 
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図４－４１ 冬期暖房電力の比較（2014年 12月 7日～2014年 12月 14日） 

 

0

100

200

300

400

500

600

700

12/7 12/8 12/9 12/10 12/11 12/12 12/13 12/14

電
力

［
W

］

日付

暖房（計算） 暖房（観測）



 

4-43 

4.3.3  既往プログラムとの比較 

 地中熱ポテンシャル計算プログラムと市販の「GroundClub（グランドクラブ、地中熱源

ヒートポンプシステム性能予測プログラム）、ゼネラルヒートポンプ工業(株)」3)を用いて、

同一の計算条件にて得られる計算結果を比較した。図４－４２に地中熱交換井のモデルの

計算条件を示す。なお、地中熱ポテンシャル計算プログラムと異なり、「GroundClub（グラ

ンドクラブ）」では、地盤の熱特性（熱伝導率、密度、比熱）を位置毎に詳細に入力するこ

とができず、解析対象エリア全体の平均値しか入力できない。また、地下水流の影響を考

慮して熱交換量を算出することができない。ここでは、地中熱ポテンシャル計算プログラ

ムにおいても地盤の熱特性は解析対象エリア全体の平均値を入力し、地下水流もないもの

として、計算結果の比較を行った。 

 

年   数    ：７年計算 

地中熱交換井本数 ：９本（75m） 

負   荷    ：熱負荷計算による（地域：岡山） 

検討モデルの設定 

・３次元直交座標系 

・計算領域：80m×80m×200m 

・メッシュ分割：50×50×18 

・時間刻み：900 秒 

 

 

 

（平面格子） 

 

（平面・断面格子） 

図４－４２ 地中熱交換井のモデル 
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 地中熱ポテンシャル計算プログラムと「GroundClub（グランドクラブ）」による 7年目の

出口温度（冷房・暖房期間）挙動を比較した。7 年目の出口温度の比較を図４－４３、図

４－４４に示し、地中熱ポテンシャル計算プログラムによる地盤への蓄採熱量検討結果を

表４－４に示す。出口温度は、冷房・暖房期間ともに地中熱ポテンシャル計算プログラム

がやや低い温度傾向となっているが変化の傾向は一致している。冷房と暖房のバランスか

らは地盤に蓄熱傾向が見られる。冷房、暖房の期間における冷房負荷より算出した地盤へ

の蓄・採熱量は一致しない。しかし、各年の蓄・採熱量の総量値（表中、蓄熱と記載）と

しては整合が取れている。このような整合性は、グランドクラブによる計算では見られな

かった。 

 

図４－４３ 出口温度の挙動（冷房期間）（4000-4700時間、ジュリアンアワー） 

 

図４－４４ 出口温度の挙動（暖房期間）（800-1200時間、ジュリアンアワー）  
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表４－４ 地中熱ポテンシャル計算プログラムによる地盤への蓄採熱量 

（出口・入口温度差を熱量換算） 

 

（空調負荷より熱量換算（付与条件）） 

 

 

  

冷房時 暖房時 蓄熱

１年目 26424.84 7496.60 18928.24
２年目 26420.22 7501.64 18918.58
３年目 26420.75 7501.62 18919.13
４年目 26422.19 7500.73 18921.46
５年目 26423.60 7499.74 18923.86
６年目 26425.13 7498.91 18926.23
７年目 26426.55 7498.07 18928.48

出入口温度差
地盤熱量[kWh]

国総研

冷房時 暖房時 蓄熱

２年目 28454.58 9795.55 18659.03

３年目 28500.78 9823.85 18676.93

４年目 28532.48 9842.05 18690.43

５年目 28560.68 9855.45 18705.23

６年目 28581.08 9871.85 18709.23

７年目 28598.88 9881.45 18717.43

付与条件

空調負荷±電力
地盤熱量[kWh]



 

4-46 

4.4  システムシミュレーションによるケーススタディ 

4.4.1  建築物・設備システム・地盤を連成したシミュレーションシステムの開発 

 「地中熱ポテンシャル計算プログラム」と建築物・設備システムのエネルギー消費量計

算プログラムを連成させたシステムシミュレーション（時刻別エネルギー計算プログラム）

を開発する。図４－４５にシステムシミュレーションの計算フローを示す。 

 

 
◆地中熱利用システムの計算手順 

1) 外皮・設備仕様を入力（省エネ基準プログラムの入力ファイルを利用） 

・上記ファイルを csv データにした後、xlm ファイル化 

2) 空調設備計算（手順①）［1回目］ 

・時刻別エネルギー計算プログラムを実行 

・CSV データ、データベースより newHASP 入力ファイルを自動作成、熱負荷計算を実行 

・熱負荷計算結果より空調設備エネルギー計算が行われ、熱源負荷（冷暖房負荷）、放熱/

採熱負荷を算出し、熱源水熱量データをファイル出力 

3) 地盤の蓄採熱量計算（手順②） 

・地盤、熱交換井の仕様（初期温度、井本数、熱源水流量、格子データ等）と熱源水熱量

出力ファイル名を入力し、地中熱ポテンシャル計算プログラムを実行 

・気象条件、熱源水熱量データから地盤温度、熱源水温度を算出しファイルを出力 

4) 空調設備計算（手順③）［2回目］ 

・時刻別エネルギー計算プログラムを再度実行 

・熱源水温度（熱源機入口）より空調設備エネルギーの再計算が行われ、時刻別エネルギ

ー消費量をファイル出力 

 

図４－４５ システムシミュレーションの計算フロー 

空調設備のエネルギー計算
(1) 熱源負荷・放熱/採熱負荷を算出

(2) 空調エネルギー量を算出

熱負荷計算
改良版newHASP

換気・照明・給湯・
昇降機・効率化設備

エネルギー計算

時刻別のエネルギー消費量

共通データベース
・ 気象データ
・ 標準室仕様条件
・ 熱源機器特性
・ etc

地盤の蓄採熱量計算
熱源水・地盤温度算出

地盤・熱交換井
モデリング
・円筒/直交座標

気象条件
・ 温湿度
・ 日射

地盤温度

地盤への
熱量

熱源水
温度

地中熱
ポテンシャル

計算プログラム

外皮及び設備の仕様
・建物外皮仕様、 ・空調システム仕様
・換気システム仕様、・照明システム仕様
・給湯システム仕様、・昇降機仕様

地盤及び熱交換井の仕様
・ 熱伝導率、初期温度
・ 本数、熱源水流量

入力 入力

省エネ基準のプログラム
の入力データと共通

出力 出力

時刻別エネルギー
計算プログラム

時刻別の熱負荷

時刻別のエネルギーが計算出来るように、
省エネ基準のプログラムを拡張 3年分計算
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4.4.2  計算ケース 

 システムシミュレーションを用いて地中熱ヒートポンプ空調方式と空冷ヒートポンプ空

調方式の電力消費量及び一次エネルギー消費量を比較検証する。比較検証は、気候条件が

大きくことなる代表として４地区と、建物使用形態の異なる４建物用途とする。 

 

(1) 試算地域 

 試算地域は、「平成 25年省エネルギー基準（以下、省エネルギー基準）」で判断基準とし

ている表４－５に示す４地区とする。熱負荷計算及び一次エネルギー計算に用いる気象デ

ータは、拡張アメダス気象データ（（一社）日本建築学会）4)における標準年データ（1981

～1995 年）とする。 

表４－５ 試算地域 

地  域 試算地域 年間平均気温 

① 寒冷地 （2地域） 代表地域：北海道岩見沢 7.5℃ 

② 準寒冷地 （3地域） 代表地域：岩手県盛岡 10.2℃ 

③ 温暖地 （6地域） 代表地域：岡山県岡山 15.7℃ 

④ 蒸暑地 （8地域） 代表地域：沖縄県那覇 22.7℃ 

 

(2) 試算建物の概要 

 試算建物は「省エネルギー基準」の基準値算定用モデル建物とした。なお、共同住宅（共

用部）は独自のモデルを想定する。建物の外皮仕様（外壁・窓仕様）は、「省エネルギー基

準」の地域区分の基準設定仕様とした。 

表４－６ 試算建物の用途と規模 

建物用途 建物規模 

事務所 テナントオフィスビル 

延床面積：約 10,000 m2、RC 造、地上 7階、地下 0階 

※平日の昼間のみ使用される熱負荷傾向 

商業施設（物販店舗） 大規模物販店舗用途 

延床面積：10,000 m2、S造、地上 3階、地下 1階 

※土日の休日使用があり売場は内部発熱が大きい熱負荷傾向 

共同住宅（共用部） タワー型共同住宅（共用部） 

延床面積：10,000 m2、SRC 造、地上 14階、地下 1階 

※管理事務室、集会場等は昼間のみ使用、ホールは終日使用

となる熱負荷傾向 

※検討は B1～1階部分の共用部のみ地中熱利用の対象とし、2

～14階部分は空冷ヒートポンプの対象とする。 

福祉施設（病院） 総合病院 

延床面積：5,000 m2、RC造、地上 3階、地下 1階 

※病室等は終日使用となり昼間と夜間負荷が発生する熱負荷

傾向 

 試算建物の平面図・断面形状は付録に示す。  
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(3) 空調方式 

 試算建物の空調設備の仕様は「省エネルギー基準」の基準設定仕様に準拠するものとし、

空調熱源方式は事務所、物販店舗、福祉施設（病院）は中央空調方式、共同住宅（共用部）

はパッケージ形エアコン方式とした。 

 

表４－７ 試算建物の主要空調方式 

事務所 熱源方式：中央空調方式 

（事務室、更衣室、休憩室、ロビー、EV ホール） 

 ・空調機方式（定風量方式） 

 ・外気カット制御、全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

商業施設（物販店

舗） 

熱源方式：中央空調方式 

（売場、荷さばき場、事務室） 

 ・ファンコイルユニット＋外調機方式 

（更衣室等） 

 ・空調機方式（定風量方式 

 ・外気カット制御、全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

共同住宅（共用部） 熱源方式：パッケージ形エアコン方式 

（管理人室、集会室、ロビー等） 

 ・EHP 屋内機＋空調換気扇方式 

 ・全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

※試算では B1～1 階部分の共用部のみ地中熱利用の対象とし 

 2～14 階部分は空冷ヒートポンプの対象とする。 

福祉施設（病院） 熱源方式：中央空調方式 

（病室、診察室等） 

 ・ファンコイルユニット＋外調機方式 

（事務室、更衣室等） 

 ・空調機方式（定風量方式） 

 ・外気カット制御、全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

（共通仕様） 

・二次側冷温水ポンプは、“2台設置”とし“台数制御＋VWV制御（変流量時最小流量比60％）”、

“冷温水往還温度差 7K”とする。 

・空調二次側は、空冷ヒートポンプ空調方式と地中熱ヒートポンプ空調方式の差違はない

ものとする。 

 

(4) 空調熱源の方式 

 比較は地中熱ヒートポンプ空調方式（地中熱利用システム）と空冷ヒートポンプ空調方

式（標準システム）とし、建物の空調熱源方式は表４－８の通りとする。なお、標準シス

テムは、「省エネルギー基準」の基準設定として計算する。 
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表４－８ 空調熱源の方式 

空調方式 
空冷ヒートポンプチラー方式 

（標準システム） 

地中熱ヒートポンプ空調方式 

（地中熱利用システム） 

中央空調方式 

(事務所,商業

施設,福祉施

設) 

・空気熱を利用し二次側に冷温水を

供給 

・地中採熱・放熱運転により二次側

に冷温水を供給 

パッケージ形 

エアコン方式 

(共同住宅) 

・空気熱を利用し屋内機側に冷却・

加熱冷媒（液・ガス）を供給 

・地中採熱・放熱運転により屋内機

側に冷却・加熱冷媒（液・ガス）

を供給 

地中採熱方式 －－－ 

・地中熱交換井戸方式（垂直形ボア

ホール方式） 

・クローズドループ方式 

・ダブル Uチューブ方式 

 （埋設深さ 100m/本） 

（共通仕様） 

・中央空調方式の熱源機器は、“2台設置”とし“台数制御”運転とする。 

・中央空調方式の地中熱利用システムは、地中採熱利用が困難になる場合や現実性を考慮

し全ての熱負荷を地中熱利用方式とせず、時間最大負荷の 50％は空冷ヒートポンプチラ

ー方式とする複合システムの構成とする。 

 

図４－４６ 試算の地中熱利用システムの概要構成 

(5) 空調条件 

 年間の冷暖房運転モードと各室用途の空調条件は「省エネルギー基準」の標準室仕様に

準拠する。 

  （室内温湿度設定条件） 

冷房： 26℃、50％  暖房： 22℃、40％  中間期：24℃、50％  

空冷ヒートポンプ

地中熱ヒートポンプ

冷暖房に利用

地中熱交換配管方式

・クローズドループ方式

地中熱交換井戸方式

・垂直形－ボアホール方式（ダブルＵチューブ）
　　　　　

冷温水 or
代替フロン地中採熱ポンプ
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(6) 各建物の時間最大負荷 

 試算建物の時間最大負荷は、「省エネルギー基準」の基準設定仕様に準拠する外壁・窓な

らびに室仕様から、国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修の「建築設備設計基

準 平成 21 年版」（以下、建築設備設計基準）の計算方法に倣い算定した。各試算建物の

時間最大負荷を表４－９に示し、建物の外皮断熱仕様を表４－１０に示す。 

表４－９ 試算建物の時間最大負荷 

 

 

表４－１０ 試算建物の断熱仕様 

  

建物用途 地域 冷房 暖房 備考
[kW] [kW]

事務所 寒冷地 (2地域) 510 437

準寒冷地 (3地域) 553 450

温暖地 (6地域) 614 366

蒸暑地 (8地域) 634 196

商業施設 寒冷地 (2地域) 1,322 1,124

(物販店舗) 準寒冷地 (3地域) 1,455 1,094

温暖地 (6地域) 1,614 848

蒸暑地 (8地域) 1,701 372

共同住宅 寒冷地 (2地域) 30.4 40.7 1F部分のみ

(共用部) 準寒冷地 (3地域) 34.2 39.8

温暖地 (6地域) 41.3 33.3

蒸暑地 (8地域) 40.3 14.5

福祉施設 寒冷地 (2地域) 313 464

(病院) 準寒冷地 (3地域) 361 457

温暖地 (6地域) 427 361

蒸暑地 (8地域) 468 171

時間最大負荷

窓仕様

建物種別 地域

外壁 屋根

事務所 寒冷地 50mm 100mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

準寒冷地 25mm 50mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

温暖地 25mm 50mm 単層 透明 8mm

蒸暑地 - 25mm 単層 透明 8mm

商業施設 寒冷地 30mm* 100mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

(物販店舗) 準寒冷地 15mm* 50mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

温暖地 15mm* 50mm 単層 透明 8mm

蒸暑地 - 25mm 単層 透明 8mm

共同住宅 寒冷地 90mm 130mm 複層(空気層6mm)Low-E(高日射遮蔽型)+透明 10mm

(共用部) 準寒冷地 70mm 100mm 複層(空気層6mm)熱反シルバー+透明 6mm

温暖地 40mm 95mm 単層 透明 3mm

蒸暑地 15mm 95mm 単層 高性能熱線反射(可視光透過率40%) 6mm

福祉施設 寒冷地 50mm 100mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

(病院) 準寒冷地 25mm 50mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

温暖地 25mm 50mm 単層 透明 8mm

蒸暑地 - 25mm 単層 透明 8mm

断熱材は押出法ポリスチレンフォーム保温板1種
*印は吹付け硬質ウレタンフォームA種1

外皮仕様

断熱材厚さ[mm]
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(7) 試算ケース 

 建物用途と地域ごとに、空冷ヒートポンプ空調方式（標準システム）と地中熱ヒートポ

ンプ空調方式（地中熱利用システム）を試算する。 

 試算ケースを表４－１２に示す。地中熱利用システムでは、地中熱ヒートポンプチラー

を優先的に運転する。なお、事務所（温暖地）では、熱源機の優先運転方法を変えたケー

スを試算する。地中熱ヒートポンプチラーによる地中採熱のパターンを表４－１１に示す。 

 加えて、地中熱交換井の単位熱交換能力を 30W/m とした時の効果を、福祉施設（病院）

（蒸暑地）で効果を試算する。 

 

①地中熱ヒートポンプチラー優先運転 

地中熱ヒートポンプチラーをベース運転とし、負荷が増加した場合に空冷ヒートポン

プチラーが運転する方式。地中採熱を最大限に利用できるが地盤の状況に影響を受け

やすい。 

②空冷ヒートポンプチラー優先運転 

空冷ヒートポンプチラーをベース運転とし、負荷が増加した場合に地中熱ヒートポン

プチラーが運転する方式で地中温度の利用効果の高い外気条件時に地中熱ヒートポン

プチラーを運転する。地中採熱は消極利用とはなるものの、建物負荷の少ない時期に

地中温度は回復し地中熱利用効果を高めることが可能。 

 

表４－１１ 地中採熱パターン 

 負荷パターン  

 昼間のみ空調（間欠空調運転） 終日空調 

地中熱ヒートポンプチラーの 

運転形態 

昼間：地中採熱運転 

夜間：地中温度回復状態 

昼間・夜間：地中採熱運転 

ただし夜間負荷は小さい 

対象建物 事務所 

商業施設（物販店舗） 

福祉施設（病院） 

共同住宅（共用部） 
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表４－１２ 試算ケース 

 
表中表記：地中熱ヒートポンプチラー（地中熱 HP チラー） 

     空冷ヒートポンプチラー（空冷 HP チラー） 

     地中熱ヒートポンプパッケージ（地中熱 HP パッケージ） 

     空冷ヒートポンプパッケージ（空冷 HP パッケージ） 

  

建物用途 地域 ケースNO. システム名 優先運転熱源機

事務所 寒冷地 O-C-1 標準システム 空冷HPチラー

O-C-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

準寒冷地 O-L-1 標準システム 空冷HPチラー

O-L-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

温暖地 O-M-1 標準システム 空冷HPチラー

O-M-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

O-M-3 地中熱利用システム 空冷HPチラー

蒸暑地 O-H-1 標準システム 空冷HPチラー

O-H-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

商業施設 寒冷地 S-C-1 標準システム 空冷HPチラー

（物販店舗） S-C-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

準寒冷地 S-L-1 標準システム 空冷HPチラー

S-L-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

温暖地 S-M-1 標準システム 空冷HPチラー

S-M-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

蒸暑地 S-H-1 標準システム 空冷HPチラー

S-H-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

住宅（共用部） 寒冷地 H-C-1 標準システム 空冷HPパッケージ

H-C-2 地中熱利用システム
地中熱HPパッケージ（1F）、空冷
HPパッケージ（2F以上）

準寒冷地 H-L-1 標準システム 空冷HPパッケージ

H-L-2 地中熱利用システム
地中熱HPパッケージ（1F）、空冷
HPパッケージ（2F以上）

温暖地 H-M-1 標準システム 空冷HPパッケージ

H-M-2 地中熱利用システム
地中熱HPパッケージ（1F）、空冷
HPパッケージ（2F以上）

蒸暑地 H-H-1 標準システム 空冷HPパッケージ

H-H-2 地中熱利用システム
地中熱HPパッケージ（1F）、空冷
HPパッケージ（2F以上）

福祉施設（病院） 寒冷地 B-C-1 標準システム 空冷HPチラー

B-C-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

準寒冷地 B-L-1 標準システム 空冷HPチラー

B-L-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

温暖地 B-M-1 標準システム 空冷HPチラー

B-M-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

蒸暑地 B-H-1 標準システム 空冷HPチラー

B-H-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

B-H-3 地中熱利用システム
地中熱HPチラー　※熱交換井本
数2倍（30W/mで設計）
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(8) 試算建物の熱源機器仕様 

 各試算ケースの熱源機器の容量は、時間最大負荷に対し建築設備設計基準の補正係数を

加えて選定した。試算ケースの熱源機器の諸元を表４－１３～表４－１４に示す。 

 

（機器選定の共通条件） 

・中央空調方式の熱源機器の能力は製品のラインナップによる能力特性の差違等が大きく

生じないように建物最大負荷に対し 90kW の整数倍能力とする仮想熱源機器とする。 

・熱源機器の性能特性は、空冷ヒートポンプチラーは「省エネルギー基準」の基準設定仕

様と同等とし、地中熱ヒートポンプチラー・パッケージは、メーカー性能値とし図４－

４７に示す。 

 

（熱源機器の仕様条件） 

 ①中央空調方式 （事務所、商業施設（物販店舗）、福祉施設（病院）） 

（空冷ヒートポンプチラー） 

冷房 ：外気 35℃DB,冷水 7-12℃、暖房：外気 7℃DB,温水 45-40℃ 

COP  ：冷房 3.24、暖房 3.41（基準設定仕様値） 

（地中熱ヒートポンプチラー） 

冷房 ：熱源水 32-37℃,冷水 7-12℃、暖房：熱源水 25-20℃,温水 45-40℃ 

COP  ：冷房 4.86、暖房 6.92（メーカー仕様値） 

 

 ②パッケージ形エアコン方式 （共同住宅（共用部）） 

（空冷ヒートポンプパッケージ） 

冷房 ：外気 35℃DB,吸込 27℃DB/19℃WB、暖房：外気 7℃DB,吸込 20℃DB 

COP  ：冷房 3.24、暖房 3.24（基準設定仕様値） 

（地中熱ヒートポンプパッケージ） 

冷房 ：熱源水 32-37℃,吸込 27℃DB/19℃WB、暖房：熱源水 25-20℃,吸込 20℃DB 

COP  ：冷房 3.84、暖房 4.32（メーカー仕様値） 
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最大能力比特性（冷房） 

 

最大能力比特性（暖房） 

 

最大入力比特性（冷房） 

 

最大入力比特性（暖房） 

 

部分負荷特性（冷房） 

 

部分負荷特性（暖房） 

 

 

図４－４７ 熱源機器の性能特性（地中熱ヒートポンプチラー・パッケージ） 
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(9) 地中熱交換井の仕様 

 建物の地中熱交換井の設置本数は、概ね建物の建築面積相当に埋設可能な本数とする（埋

設間隔 5m、埋設深さ 100m/本）。また、単位長さ当たりの熱交換量は 60 W/m（官庁施設に

おける地中熱利用システム導入ガイドライン（案）による標準値）として選定する。地中

熱交換井の地盤モデルを図４－４８に示し、地中内計算の諸条件及び熱交換井の諸条件を

表４－１５～表４－１６に示す。 

 なお、地中熱交換井の設計方法の違いが地中熱利用システムの効率に影響を及ぼすと考

えられることから、病院（蒸暑地）では、熱交換量は 30W/m として本数を 2倍とした場合

も試算する。 

 

 

 

地盤モデル：熱交換井深さ 100m に対して周囲地盤を半径 5m×深さ 150m をモデリング 

（円筒座標系 X 方向 8分割×Z方向 85 分割） 

熱のみ計算（熱水分同時移動計算は行わない） 

深さ方向の地温勾配は考慮しない 

 

図４－４８ 地盤モデルと計算条件 

  

円筒座標系の計算格子
Ｘ方向8分割（r=0～5.0m）
Ｚ方向85分割（z=-150～0m）

r=5.0m

z=150m

地中熱交換井
（深さ100m）

時間刻み：1時間（3600秒）
地盤 ：円筒軸対象2次元熱伝導（8×85）
熱交換井：1次元移流・熱伝達（85分割）
地表面 ：各地域の標準気象データを与えて計算

（24時間/日×365日）
計算時間：3年間
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表４－１５ 地中内計算の諸条件 

項 目 設 定 内 容 

初期温度 各地域の年間平均気温 

寒冷地  ：7.5℃ 

準寒冷地 ：10.2℃ 

温暖地  ：15.7℃ 

蒸暑地  ：22.7℃ 

側面境界 断熱、断水 

大気状態 拡張アメダス気象データ（日本建築学会）に 

おける標準年データ（1981～1995 年） 

地盤の熱伝導率 2W/(m･K)  

 

表４－１６ 熱交換井の諸条件 

項 目 設 定 内 容 

タイプ ダブルＵチューブ 

内径 27 mm 

厚さ 3.5 mm 

管壁の密度 955 kg/m3 

管壁の比熱 1,890 J/(kg･K) 

管壁の熱伝導係数 0.495 W/(m･K) 

挿入長 100m 

循環液仕様 ナイブライン：33wt％ 

（エチレングリコール 25wt％相当） 

循環液の密度 1,037 kg/m3 

循環液の比熱 3,798 J/(kg･K) 

循環液の熱伝導係数 0.495 W/(m･K) 

循環液の粘性係数 2.3e-3 Pa･s 

循環時流量 熱交換量 60W/m の場合：19 L/min 

熱交換量 30W/m の場合：9.5 L/min 

循環時熱源水熱量 熱負荷計算結果より熱量で与える 

計算間隔 1 時間（3600 秒） 

計算時間 3 年間 

分割数 85 分割 
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(10) その他設備の仕様 

 その他建物設備仕様は同一とし、省エネルギー基準の基準設定仕様に準じたものとして

試算した。表４－１７にその他建築設備仕様を示す。 

 なお、建物の電力量は、省エネルギー基準の判定に用いている「空調」、「換気」、「照明」、

「昇降機」の合計とし、一次エネルギー消費量は、「空調」、「換気」、「照明」、「昇降機」、

「給湯」の合計として比較する。なお、給湯は燃焼（都市ガス）方式によるものとし電力

量の集計には含まない。 

 

表４－１７ その他建築設備仕様 

設備 設備仕様 

照明設備 「省エネルギー基準」での基準設定仕様 

 主として、Hf照明器具 

換気設備 「省エネルギー基準」での基準設定仕様 

 各室換気量、ダクト全静圧は設定仕様に準拠 

昇降機設備 「省エネルギー基準」での基準設定仕様 

 VVVF 制御方式、回生電力なし 

給湯設備 「省エネルギー基準」での基準設定仕様 

 給湯器はガス給湯器 
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4.4.3  考察 

 計算結果を表４－１８～表４－１９及び図４－４９～図４－５２に示す。また、電力ピ

ーク削減効果及び省エネルギー効果を建物用途別に整理したものを図４－５３～図４－５

４に示す。さらに、代表的なシステムの計算結果の詳細を図４－５５～図４－６９に示す。

得られた知見を次に示す。 

① 事務所、商業施設（物販店舗）、福祉施設（病院）では、地中熱ヒートポンプチラー

を採用することにより空冷ヒートポンプチラーに比べて熱源効率が向上し、電力ピ

ーク削減効果及び省エネルギー効果の両方が得られた。地中熱ヒートポンプチラー

による電力ピーク削減効果及び省エネルギー効果は蒸暑地では 5%程度、温暖地～寒

冷地では 10～20%程度であった。なお、熱源設備のエネルギー消費量が建物全体に

占める割合は、商業施設（物販店舗）、福祉施設（病院）、事務所の順に大きいため、

電力ピーク削減効果及び省エネルギー効果も商業施設（物販店舗）、病院、事務所の

順に高くなった。 

② 一方、共同住宅（共用部）では、他の建物用途とは異なり、電力ピーク削減効果及

び省エネルギー効果は殆ど得られなかった。共同住宅（共用部）には地中熱ヒート

ポンプパッケージが導入されると想定したが、他の建物用途で想定した地中熱ヒー

トポンプチラーと比べると現在市販されている地中熱ヒートポンプパッケージの効

率が低いことが原因である。地中熱ヒートポンプパッケージの単体効率は空冷ヒー

トポンプパッケージよりは高いものの、地盤との熱交換のために必要なポンプを含

めたシステム効率で比較すると空冷ヒートポンプパッケージとほぼ同じとなる。今

後、より高効率な地中熱ヒートポンプパッケージが開発されれば、電力ピーク削減

効果及び省エネルギー効果が得られるであろう。 

③ 地域別の電力ピーク削減効果は、寒冷地・準寒冷地、温暖地、蒸暑地の順に高くな

った。これは、寒冷地・準寒冷地においては、夏期だけではなく冬期の電力ピーク

削減効果も高く、これが年間の削減効果に大きく寄与しているからである。逆に、

蒸暑地では冬期の暖房負荷が極めて小さいため、他の地域と比較すると電力ピーク

削減効果は小さい。 

④ 空冷ヒートポンプチラーと地中熱ヒートポンプチラーが併設される場合において、

地中熱ヒートポンプチラーを優先して運転するケース（ケース NO.：O-M-2）と空冷

ヒートポンプチラーを優先して運転するケース（ケース NO.：O-M-3）とを比較する

と、地中熱ヒートポンプチラーを優先して運転する方が電力ピーク削減効果及び省

エネルギー効果は 2～3倍高くなった。（図４－５７、図４－６３～図４－６５） 

⑤ 冷房負荷と暖房負荷が同程度であるケース（寒冷地・準寒冷地の事務所・物販店舗）

では、3 年間運転を続けたとしても地盤温度の上昇は見られなかった。一方、暖房
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負荷がない蒸暑地においては、地盤温度は年々上昇し、特に 24 時間空調運転される

病院では大きく上昇する結果となった。（図４－５９～図４－６２、図４－６８） 

⑥ 蒸暑地での病院において、熱交換井の本数を 74本（60W/m 相当）とした場合は電力

ピーク削減効果及び省エネルギー効果は得られないが 144 本（30W/m 相当）とする

と効果が期待できることが判った。電力ピーク削減効果及び省エネルギー効果は熱

交換井をどのように設計するかによっても大きく変化する。（図４－６９） 
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図４－５０ 年間昼間電力量と年間一次エネルギー消費量（商業施設（物販店舗）） 
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図４－５１ 年間昼間電力量と年間一次エネルギー消費量（共同住宅（共用部）） 

 
（年間昼間電力量） 

 
（年間一次エネルギー消費量） 

図４－５２ 年間昼間電力量と年間一次エネルギー消費量（福祉施設（病院）） 
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（商業施設（物販店舗）） 

図４－５３ 電力ピーク削減及び省エネルギー効果（１） 
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（福祉施設（病院）） 

図４－５４ 電力ピーク削減及び省エネルギー効果（２） 
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図４－５５ 事務所（寒冷地）の運転状態 
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図４－５６ 事務所（準寒冷地）の運転状態 
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図４－５７ 事務所（温暖地）の運転状態 
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図４－５８ 事務所（蒸暑地）の運転状態 
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図４－５９ 事務所（寒冷地）地中温度の状態（3年間） 

 

 

図４－６０ 事務所（準寒冷地）地中温度の状態（3年間） 
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図４－６１ 事務所（温暖地）地中温度の状態（3年間） 

 

 

図４－６２ 事務所（蒸暑地）地中温度の状態（3年間） 
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図４－６３ 事務所（温暖地）の運転状態（空冷ヒートポンプチラー優先運転） 
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図４－６４ 事務所（温暖地）地中温度の状態（3年間）（空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾁﾗｰ優先運転） 

 

 
（地中熱ヒートポンプチラー優先運転） 

 
（空冷ヒートポンプチラー優先運転） 

図４－６５ 事務所（温暖地）の運転状態（熱源運転時間） 
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（月別冷暖房負荷（熱源負荷）） 

 

 
（月別電力量（空調）） 

 

 
（地中熱利用システム月別・COP） 

 

 
（標準システム月別・COP） 

 

 
（時刻別電力量（夏期代表日）） 

 

 
（時刻別電力量（冬期代表日）） 

 

図４－６６ 福祉施設（病院）（蒸暑地）の運転状態 

（地中熱交換井の単位熱交換量 60W/m の場合） 
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（月別冷暖房負荷（熱源負荷）） 

 

 
（月別電力量（空調）） 

 

 
（地中熱利用システム月別・COP） 

 

 
（標準システム月別・COP） 

 

 
（時刻別電力量（夏期代表日）） 

 

 
（時刻別電力量（冬期代表日）） 

 

図４－６７ 福祉施設（病院）（蒸暑地）の運転状態 

（地中熱交換井の単位熱交換量 30W/m の場合） 
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図４－６８ 福祉施設（病院）（蒸暑地）の地中温度の状態（3年間） 

（地中熱交換井の単位熱交換量 60W/m の場合） 

 

図４－６９ 福祉施設（病院）（蒸暑地）の地中温度の状態（3年間） 

（地中熱交換井の単位熱交換量 30W/m の場合） 
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4.5  省エネルギー基準等への反映のための検討 

4.5.1  地盤モデルの簡易化 

地中熱ポテンシャル計算プログラムにおける試算結果より、地盤からの熱源水戻り温度

の推定を行う。外気温の変動と熱源水戻り温度の変動は似ている。そこで、暖房運転時の

地中熱交換器からの日平均還水温 θw,H,d [℃]、および冷房時の地中熱交換器からの日平均

還水温 θw,C,d [℃]を式(4.46)、(4.47)で求める。 

    )( ,,,,,,, Hwa v eoaaveHoadoaHdHw k       (4.46) 

    )( ,,,,,,, Cwa v eoaaveCoadoaCdCw k       (4.47) 

 ここで、θoa,d は日平均外気温[℃]である。また、θoa,H,ave、θoa,C,ave、θoa,ave は暖房期、冷

房期、年間の平均外気温[℃]であり、地域毎に定まる値とする(表４－２０)。 

 

図４－７０ 地盤からの熱源水戻り温度の推定方法 

表４－２０ 年間、暖房期、冷房期平均外気温 

 

また、θ’w,H、θ’w,C は暖房期および冷房期の期間平均還水温と年間平均外気温の差であり、

係数kH,、kCとともに、地中熱交換器のタイプ(タイプ1～5)、暖房期と冷房期の日積算空調

負荷の期間最大値からなる比RQから求まる係数である(式(4.48)～(4.51))。 

  HQHHw bRa 
,        (4.48) 

  CQCCw bRa 
,        (4.49) 

  HQHH dRck         (4.50) 

  CQCC dRck         (4.51) 

 ここで、式(4.48)～(4.51)のaH、bH、cH、dH、aC、bC、cC、dC は地中熱交換器のタイプ(タ
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イプ1～5)に応じて定まる定数であり、表４－２１の値を用いる。 

RQは暖房期の日積算空調負荷の期間最大値 MAX

dihahuACQ ,,,, と、冷房期の日積算空調負荷の期

間最大値 MAX

dicahuACQ ,,,, からなる比であり、式(4.52)で求める。 

 

  
M A X

diha h uAC

MAX

dicahuAC

MAX

dihahuAC

MAX

dicahuAC

MAX

dihahuAC

MAX

dicahuAC

MAX

dihahuAC

MAX

dicahuAC

Q
QQ

QQ

QQ

QQ
R

,,,,,,,,

,,,,,,,,

,,,,,,,,

,,,,,,,,









    (4.52) 

表４－２１ 係数aH、bH、cH、dH、aC、bC、cC、dC 

  

 

4.5.2  簡易地盤モデルを利用したケーススタディ 

 図４－７１に示す事務所ビル（鉄筋コンクリート造、地上 3 階、延べ面積 300m2）を対

象に、試算を行った。外皮仕様は平成 25 年基準の基準設定仕様とし、階高は 3.5m、天井

高は 2.5m、窓面積は 30%とした。 

   

図４－７１ 試算対象事務所ビル（左：平面図、右：立面図） 
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 表４－２２に示すケース 1〜6までを想定して試算を行った。地域は省エネルギー基準に

おける寒冷地（2 地域）、温暖地（6地域）、蒸暑地（8地域）について試算をした。実際に

は地域によって室外機、室内機の容量は変えるべきであるが、今回は簡単のため全ての地

域で同じ容量の室外機、室内機が設置されるとして計算を行った。 

表４－２２ 試算ケース一覧 

 

 

結果を図４－７２に示す。図の縦軸は BEI/AC（算出された一次エネルギー消費量を省エ

ネ基準の基準一次エネルギー消費量で除した値）である。図より、寒冷地、温暖地におい

ては、地中熱ヒートポンプの BEI/AC は空冷ヒートポンプよりも 1割ほど小さくなる（省エ

ネであると評価される）ことが分かる。蒸暑地においては、熱交換チューブを長くすれば、

空冷ヒートポンプと同等の性能が得られることが分かる。なお、この評価結果は単なる一

例であり、建物の負荷の想定や地盤の熱伝導率、他の省エネ技術との組み合わせによって

結果は変わるため、それぞれの建物の条件に応じて評価をすることが重要である。 

 

図４－７２ 簡易地盤モデルによる試算結果（BEI/AC） 
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4.6  まとめ 

 本章では、地中熱利用システムの 1つとして地中熱ヒートポンプに着目し、そのエネル

ギー消費特性の実態を「観測」、「解析」、「評価」の 3つのアプローチから明らかにした。 

 まず、「観測」として、一対の試験室に地中熱ヒートポンプと空冷ヒートポンプをそれぞ

れ設置し、エネルギー消費特性の比較を行った。得られた知見を次に示す。 

① 夏期（外気温度が高い条件）においては、空冷ヒートポンプよりも地中熱ヒートポ

ンプの方が効率（COP＝生成熱量／消費電力）は良い結果となった。特に、外気温度

が高く処理熱量（負荷率）が小さい場合に差が大きくなった。一方、中間期（外気

温度が低い条件）においては、地中熱ヒートポンプよりも空冷ヒートポンプの方が

効率は良い場合も見られた。 

② 冬期においては、外気温度、負荷率によらず、空冷ヒートポンプよりも地中熱ヒー

トポンプの方が効率は良い結果となった。特に、外気温度が低く処理熱量が小さい

場合に差が大きくなった。 

③ 今回の実験条件においては、夏期ピーク電力の削減効果は約 16％、冬期ピーク電力

の削減効果は約 27％と推定された。 

 

 次に、「解析」として、地中の温度・水分の三次元分布、地中熱ヒートポンプによる蓄採

熱量を計算する「地中熱ポテンシャル計算プログラム」を開発し、地中熱の蓄採熱量に関

する数値解析を行った。観測データを入力して推定精度を検証した結果、開発したプログ

ラムは RMS（二乗平均平方根）値 1.5℃の精度で地盤からの還水温度を推定できることが判

った。 

 

 最後に「評価」として、上述の地中熱ポテンシャル計算プログラムと省エネルギー基準

で採用されている建築設備システムのエネルギー消費量算出プログラムを結合したシミュ

レーションシステムを新たに開発し、地中熱ヒートポンプの導入効果を定量的に示した。

得られた知見を以下に示す。 

① 中央熱源方式で地中熱ヒートポンプチラーを採用することにより、空冷ヒートポン

プチラーに比べてピーク時の電力消費量及び年間のエネルギー消費量は蒸暑地で

は 5%程度、温暖地～寒冷地では 10～20%程度削減されることが判った。 

② 地域別の電力ピーク削減効果は、寒冷地・準寒冷地、温暖地、蒸暑地の順に高くな

ることが判った。これは、寒冷地・準寒冷地においては夏期だけではなく冬期の電

力ピーク削減効果も高く、これが年間の削減効果に大きく寄与しているからである。 

③ 導入効果は地域や建物用途によって異なるだけではなく、どのようなシステムを設

計するか（地中熱利用システムで賄う空調負荷の割合、冷房負荷と暖房負荷のバラ
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ンス、他熱源と組み合わせる場合に運転の優先順位、熱交換井の利用可能深さや想

定熱交換量等）によっても異なることが判った。より大きな電力ピーク削減効果及

び省エネルギー効果を得るためには、年間の空調負荷の傾向をしっかり抑え、熱交

換井の仕様を充分に検討することが重要である。 

 

 また、本研究で得られた詳細な解析モデルを省エネルギー基準の評価法に適用するため

の方法の提案を行った。省エネルギー基準の評価方法においては、エネルギー消費量算出

ロジックの確からしさだけではなく、設計時に入手できる情報のみで評価をすること、プ

ログラムに入力するパラメータについて設計者が確たる根拠を示せること、教育ツールと

しての役割も持つため、判りやすく簡潔なロジックであることが求められる。これらの要

求に応えるべく、簡易な地盤熱応答モデルを開発し、いくつかのケーススタディを行った。 
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第５章 蓄電設備による対策技術 

 

5.1 目的 

第５章では、蓄電設備による対策技術を開発することを研究目的とする。本章で実施し

た検討内容について以下に概要を示す。 

 

5.1.1 生活を模擬した蓄電実験 

 住宅には様々な家電が存在し、生活のライフスタイルによりその使い方は様々である。

また、エアコンや太陽光発電など気象条件により効率が変化するものもある。そのため、

住宅に蓄電設備を導入することが、電力消費量や１次エネルギー消費量にどの程度寄与す

るかを定量的に把握することは難しく、分からないことも多い。そこで、代表的な家電機

器を実験棟内に設置し、仮想的な生活パターンをコンピュータ制御することで、蓄電設備

も含めて詳細な電力消費量のデータ取得する実証実験を行う。 

 

5.1.2 蓄電設備の各種分析 

 地域、建物・設備規模などが異なると、模擬実験だけでは対応できないため、様々な条

件に対して対応可能な簡易ソフトウエアの開発を行う。生活を模擬した蓄電実験との整合

性を確認した上で、系統的なケーススタディを実施し、住宅における蓄電設備の運用方法

や設計方法の検討を行う。あわせて、蓄電設備の技術情報の調査も実施し、その結果も踏

まえて対策技術として整理する。 

 

5.2 蓄電設備の技術情報の調査 

5.2.1 調査の概要 

 蓄電設備の技術情報の調査として、まずカタログ情報の収集を行い、蓄電設備の技術情

報を収集、整理することで技術開発の動向を調べる。また、技術者へのアンケート調査も

行うことにより、蓄電設備の課題、要望などを整理する。 

 

5.2.2 技術情報の収集 

(1)蓄電池、蓄電システムのカタログ等収集 

蓄電池及び蓄電システムについてカタログ等の収集を行った。対象とした蓄電池は、一

般社団法人環境共創イニシアチブのホームページで公表されている「平成 25 年度補正予算 

定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業費補助金 補助対象機器一覧」の 70 機種である。

この中には、住宅用の定置型蓄電池に加えて、業務用、公共用の定置型蓄電池もリストア

ップされており、一部可搬型の蓄電池も含まれている。 
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蓄電池の諸元表に記載のある基準価格（A値）、目標価格（B値）は、環境共創イニシア

チブが設定したものであり、以下にその定義を示す。 

 

■基準価格（A 値）：平成 26 年 7 月現在の市場価格などを考慮して設定された価格 

【基準価格（A 値）の詳細】   

下記の①～③の合計値  

①蓄電池部         ： 20（万円/kWh） 

②基礎（システム・筐体等） ：25（万円/台）  

③4 つの付加機能による加算 

・ECHONET Lite 対応   ： 5（万円/台） 

・高サイクル耐久性   ：10（万円/台） 

・太陽光発電連携     ：10（万円/台） 

・系統連系等      ：10（万円/台)  

■目標価格（B 値）：価格低減を目的に設定された価格 

【目標価格（B 値）の詳細】   

下記の①、②の合計値  

①蓄電池部         ：8（万円/kWh）  

②基礎（システム・筐体等） ：10（万円/台） 

 

70 機種の概略を以下に示す。 

・メーカー：31 社（いずれも国内メーカー） 

・蓄電容量：1.0～19.48kWh 

・定格出力（通常時）：200W～10,000W 

 

(2)電力単価の試算 

前項で諸元を整理した補助金対象の蓄電池の中から、主要メーカーの住宅用定置型蓄電

池 5 機種を選択し、環境共創イニシアチブが設定した基準価格に基づき、蓄電設備の電力

単価を試算した。 

 

（5.1） 

 

試算結果を表５－１に一覧する。電力単価は、24.6～86.2 円/kWh（平均 51.5 円/kWh）、

補助金を差し引いた電力単価は 13.6～47.1 円 kWh（平均 28.2 円/kWh）と試算される。た

だし、算出の根拠とした充放電回数は、製品仕様として正式に公表されていない場合が多

電力単価＝
基準価格 A値 又は差引負担額

蓄電容量×繰り返し回数
 



5-3 

く、またメーカーにより充放電の条件が異なることから、メーカーにより電力単価に大き

な幅がある。今後製品仕様としてメーカー間で統一した条件に基づく充放電回数が公表さ

れることが望まれる。 

表５－１ 蓄電設備の電力単価 

メーカー エリーパワ

ー 

シャープ NEC 東芝ライラ

ック 

ニチコン 

形式名 POWER IE6 JH-WE1201 ESS-H-00200

6B2 

ENG-B4425A2

-N（エネグー

ン） 

ESS-U1SK( ホ

ームパワー

ステーショ

ン) 

電池種類 リン酸型鉄

リチウム 

リン酸型鉄

リチウムイ

オン

（LifePO4） 

リチウムイ

オン蓄電池 

リチウムイ

オン二次電

池 SCiB 

リチウムイ

オン蓄電池 

蓄電容量 6.2kWh 4.4kWh 5.53kWh 4.4kWh 7.2kWh 

蓄放電回数 12,000 回 8,000 回 3,650 回 10,000 回 4,000 回 

基準価格（Ａ

値） 

1,840,000 円 1,540,000 円 1,740,000 円 1,480,000 円 1,990,000 円 

基準価格（Ｂ

値） 

596,000 円 476,000 円 556,000 円 452,000 円 676,000 円 

補助金額 829,333 円 709,333 円 789,333 円 685,333 円 876,000 円 

差引負担額 1,010,667 円 830,667 円 950,667 円 794,667 円 1,114,000 円 

kWh 単価（A

値） 

24.7 43.8 86.2 33.6 69.1 

kWh 単価（差

引負担額） 

13.6 23.6 47.1 18.1 38.7 

 

(3)運転モード 

 主要メーカーの蓄電設備の運転モードを表５－２に一覧する。太陽光発電、蓄電池及び

系統電力（深夜電力）の優先度を選択するものであり、経済性と環境性能を秤にかけたよ

うな形になっている。2016年4月からの電力自由化においても蓄電機能は注目されており、

今後様々なメニューが消費者向けて提示されると予想される。 
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表５－２ 蓄電設備の運転モード 

 

 

運転モードの詳細

【基本】
PV優先使用/余剰売電　：PVの電力を使用し、余剰分を売電。売電中に蓄電池は放電せず、使用電力がPV発電電力よりも多いときに放電。
蓄電優先使用/PV売電　：蓄電池の電力を使用し、PV発電分を売電に回す。
PV優先使用/余剰充電　：PVの電力を使用し、余剰分を蓄電池に充電。
深夜充電/ピーク使用　：深夜電力で充電し、使用電力のピークに合わせて放電する。
充電優先　：蓄電池の充電残量が少ない場合に急速充電を行い、設定充電残量を維持する。

【メーカーごとの運転モード名称と内容の詳細】

メーカー エリーパワー シャープ ＮＥＣ 東芝ライラック ニチコン

POWER IE 6 ＪＨ－ＷＥ１２０１ ESS-H-002006B2
ENG-B4425A2-N
（エネグーン）

ESS-U1SK
（ホームパワーステーション）

名称 おサイフモード 経済性モード 経済モード
経済おまかせモード
（押し上げ効果なし）

経済モード

内容の詳細

太陽光発電の電力を家庭で
活用し、余った電力は売電
を優先。売電時は蓄電池か
らの放電を停止し、ダブル発
電を防止。

安価な深夜電力で充電し、
日中の発電量が消費電力を
下回った場合にのみ電力を
供給する。

太陽光発電による電力を自
家消費した上で、余剰分は
蓄電池に貯めず、積極的に
売電するよう自動制御。

太陽光発電の電力は家庭内
で使用し、余剰分を電力会
社に売電。売電中は蓄電池
は放電せず、使用電力が太
陽光発電よりも多いときに放
電。

割安な深夜電力を充電し、
朝・夕の電力使用量ピーク
時間帯に放電。太陽光によ
り発電した電力の余剰分は
すべて売電。

その他

燃料電池との連携も可能。
燃料電池で発電した電力を
優先して家庭で活用し、不足
分を蓄電池から供給。太陽
光発電を併設している場合
は、燃料電池の出力電力分
だけ売電量が増加。さらに、
蓄電池から放電する電力分
も売電量が増加。

指定した時刻に家庭内へ電
力の供給を開始可能モード
の2通りが選択できる。

－ － －

名称 － － －
経済おまかせモード
（押し上げ効果あり）

－

内容の詳細 － － －

太陽光発電の電力を売電し
ているときも蓄電池は放電。
蓄電池の電力を家庭内で使
用し、その分を売電に回して
売電量を増やす。

－

その他 － － － － －

名称 ecoモード クリーンモード グリーンモード 環境おまかせモード グリーンモード

内容の詳細
太陽光発電の電力を家庭で
活用し、余った電力は蓄電
池への充電を優先。

系統電力からの充電を行わ
ないモード。日中に太陽光発
電の余剰電力で充電し、発
電量が消費電力を下回った
場合に家庭内へ電力を供給
する。

太陽光発電による電力を自
家消費した上で、余剰分を
蓄電池に貯めることを優先と
し、満充電になれば売電す
る。

太陽光発電の電力は家庭内
で使用し、余剰分を蓄電池
に充電。その昼間貯めた電
力を、夕・夜に使用。

割安な深夜電力を充電し、
朝・夕の電力使用量ピーク
時間帯に放電する。昼間、
太陽光により発電した電力
の時余剰分はすべて蓄電シ
ステムに充電し、夜の使用
ピーク時に活用。

その他

燃料電池との連携も可能。
燃料電池で発電した電力を
優先して充電。燃料電池の
他に太陽光発電を併設して
いる場合は、太陽光発電の
電力も蓄電池に充電し、余っ
た電力は売電。

－ － － －

名称
－

(通常運転)
※

通常運転モード
/ピークカット運転モード

ピーク抑制モード ※

内容の詳細

深夜電力を蓄電池に充電、
電力消費量の多い昼間に蓄
電池から電力供給を行い、
電力のピークシフトに貢献。

－
料金が割安な夜間に蓄電
し、昼間の時間帯に電気が
なくなるまで放電する。

深夜に貯めた電力を、設定
したピーク電力になるように
蓄電池の放電をコントロール
する。

－

その他 －

太陽光発電連携以外のモー
ドの記載なし。ただし、経済
性モードで太陽光発電がな
い場合は「深夜充電/ピーク
使用」と判断。

ピークカット運転モードは、
ユーザーがあらかじめ設定
した使用電力を超えると、そ
の時点で蓄電池からの放電
がスタートする。

ピーク抑制時間は、ライフス
タイルに合わせて「朝と夕」、
「朝のみ」、「夕のみ」から選
択可能。

太陽光発電連携以外のモー
ドの記載なし。ただし、経済
性モードで太陽光発電がな
い場合は「深夜充電/ピーク
使用」と判断。

名称 － 充電モード － 停電準備モード －

内容の詳細 －

計画停電などに備え、優先し
て充電を行うモード。充電完
了後は待機状態となり、24
時間は満充電の状態を維持
し、その後、自動的に「経済
性モード」に移行。

－

モード開始時、残量が少ない
場合は急速充電を行い、素
早く設定残量にする。また、
モード中に放電ボタンを押
し、残量が残った場合も急速
充電を行う。設定残量より多
い場合は、「経済おまかせ
モード」と同じ運転を行う。

－

その他 － － －
急速充電は、通常の充電の
約2倍の速さで充電。

－

充
電
優
先

形式名
（ブランド名）
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5.2.3 アンケート調査 

(1)調査概要 

蓄電池メーカー及び蓄電システムの製造メーカーに対するアンケート調査を行い、住宅

用蓄電池の市場見通しや商品化の意向、蓄電池の技術規格に関する意見等を整理する。対

象はリチウムイオン電池に関するものとする。 

一般社団法人環境共創イニシアチブのホームページで公表されている「平成 25 年度補

正予算 定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業費補助金 補助対象機器一覧」の蓄電

池メーカー及び蓄電システムの製造メーカー31 社に調査票を送付し、受領した回答をもと

に整理を行った。実際に配付した調査票を図５－１に示す。主な調査項目を以下に示す。 

 

【主な調査項目】 

 ・住宅用定置型蓄電池の市場見通しについて 

 ・住宅用定置型蓄電池の開発、商品化について 

 ・今後住宅に蓄電池を普及させるために必要となる建築側の対応や指針等について 

 

アンケート調査票について、次ページ以降に示す。アンケート調査の回答期限は平成 27

年 2 月 18 日とし、平成 27 年 2 月 9 日に送付した。 

 



5-6 

 

図５－１ アンケート調査票 
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(2)調査結果 

アンケートを送付した31社のうち、12社から回答が得られ、回答率は40％であった。な

お、回答があった事業者のうち、2社は住宅用の蓄電池の取り扱いがないという回答であっ

た。アンケートの回答結果について以下にまとめる。 

 

1)住宅用定置型蓄電池の市場見通し 

回答結果は、「大きく拡大する」が 30％、「少しずつ拡大する」が 60％となり、住宅用

定置型蓄電池の市場は拡大傾向にあるとの回答が多かった（図５－２）。 

    

図５－２ 住宅用定置型蓄電池の市場見通し（アンケート調査） 

 

2)住宅用定置型蓄電池で増加する使用方法 

回答結果は、「深夜電力の活用」は 0％、「太陽光発電と連携」が 50％、「停電時の電力

確保」が 30％、「契約電力削減」が 10％となった（図５－３）。 

 

図５－３ 住宅用定置型蓄電池で増加する使用方法（アンケート調査） 

30%

60%

10%

0%

0%

50%

30%

10%

10%

■：大きく拡大する 

■：少しずつ拡大する 

■：あまり変わらない 

■：縮小する 

■：深夜電力の活用 

■：太陽光発電と連携 

■：停電時の電力確保 

■：契約電力削減 

■：未回答 



5-8 

3)該蓄電池が準拠している規格 

準拠している規格は複数見られたが、「蓄電システムの一般及び安全要求事項」、「SBA 

S1101：2011」が最も多くなっている（図５－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５―４ 該蓄電池が準拠している規格（アンケート調査） 

 

4)現状の規格について 

「現状の規格で問題ない」との回答がほとんどで、全体の 90％となっている（図５－５）。 

 

図５―５ 現状の企画について（アンケート調査） 

 

5)開発、商品化にあたって重視している技術課題 

回答結果は、「機器形状小型化」が 20％、「太陽光発電、電気自動車等との連携」が 20％、

「商品価格の低減」が 60％であった（図５－６）。 
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※1 事業者複数回答 
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図５―６ 開発、商品化にあたって重視している技術課題（アンケート調査） 

 

6)住宅用蓄電池普及のための建築側の対応や指針について 

回答結果は、「さらなる対応や指針が必要」が 40％、「現状の基準等で問題ない」が 50％

であった。「さらなる対応や指針が必要」と回答があったうち、対応が必要な項目としては、

「安全性の確保」が 25％、「効率的な運用」が 50％であった（図５－７）。 

 

 

＜対応が必要な項目＞ 

 

図５―７ 住宅用蓄電池普及のための建築側の対応や指針について（アンケート調査） 
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0%

0%

20%60%
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40%

50%

0%
10%

25%

50%

0%

25%

■：充放電ロス低減 

■：充放電回数増加 

■：機器形状小型化 

■：充電容量増加 

■：放電出力の増加 

■：充電時間の短縮 

■：太陽光発電、電気自動車等との連携 

■：商品価格の低減 

■：その他 

■：さらなる対応や指針が必要 

■：現状の基準等で問題ない 

■：対応や指針は不要である 

■：未回答 

■：安全性の確保 

■：効率的な運用 

■：ピークシフト 

■：その他 
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以上のアンケート調査より、技術者、メーカーの考えとして以下のようなことが言える。 

①住宅用蓄電池の市場は今後拡大傾向にある。 

②蓄電池の用途としては、夜間電力の活用より、太陽光発電や停電時の利用の方に需要

が期待されている。 

③蓄電システムの現行規定に関して、精緻化・簡易化等の変更要望は特段ない。 

④今後の普及に向けての新たな指針作成については、必要・不必要が半々であり、必要

と回答した理由として、効率的な運用方法の指針の必要性が指摘されている。 

 

5.2.4 規格等の文献調査 

 蓄電池及び蓄電システムの規格、試験方法及び計測方法、性能指標等、及び優良住宅部

品の基準などユーザーサイドに立った技術情報等の文献を収集した。収集した文献のリス

トを以下に示す。 

 

・一般社団法人環境共創イニシアチブ：平成２５年度補正定置用リチウムイオン蓄電池導

入支援事業費補助金補助対象基準 補助対象基準、2014年3月 

・一般財団法人ベターリビング：優良住宅部品認定基準 家庭用据置型リチウムイオン蓄

電システム、2012年12月 

・SANYO Batteries： SANYO Batteries Engineering Data Book リチウムイオン電池技術

資料 

・(社)日本電気技術者協会：電気技術解説講座 据置蓄電池 

・東京消防庁予防部：リチウムイオン電池を用いた蓄電池設備の普及に対応した火災予防

対策等検討委員会報告書、2011 年3月 

・総務省消防庁危険物保安室：リチウムイオン電池に係る危険物施設の安全対策のあり方

に関する検討報告書、2011年12 月 

・経済産業省製品安全課：リチウムイオン蓄電池に関する電気用品安全法施行規則及び電

気用品の技術基準を定める省令の改正概要、2008年5月14日 

・経済産業省製品安全課：電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈について「リチウ

ムイオン蓄電池」、2008年7月3日 

・株式会社日立製作所：定置型蓄電システムの最新市場動向と普及への課題、2014年3月 

・NTT Building Technology：据置用リチウムイオン二次電池の特性評価、 

・(株)コベルコ科研：リチウムイオン電池の安全性評価、2014年4月 

・原子力安全･保安部会 電力安全小委員会 電力貯蔵設備規制検討ワーキンググループ：電

力貯蔵設備の規制の在り方について、2008年2月 
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5.3 蓄放電実験 

5.3.1 実験装置の概要 

(1)装置概要 

住宅において、蓄電設備を導入した際の電力消費特性を把握することを目的として、生

活を模擬するよう、家電機器をスケジュール運転させ、発電・蓄電・消費をモニタリング

する装置を、国立研究開発法人建築研究所の設備実験棟内に構築した。実験装置の概要を

図５－８に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－８ 生活を模擬した蓄放電実験装置の概要 

 

(2)電気製品 

 ４人家族が居住する住宅の電力負荷を再現するために、空調設備（1種類）、照明設備（4

種類）、換気設備（1 種類）、家電製品（7 種類）の合計 13 種類の電気製品を設置する（表

５－３）。各製品の電力負荷は以下のように計測した。回路設計図を図５―９に示す。 

・各電気製品への給電量を把握するために、実験用分電盤内で電気製品ごとに電流・電圧

センサーを設置し、8系統の電力負荷を計測・記録。 

※照明器具 4つの共用センサー、ＴＶとパソコンの共用センサー、レンジフードと掃除

機の共用センサーと、その他のエアコン、冷蔵庫、洗濯機、ドライヤー、温水洗浄便

座の各専用センサーの合計 8 系統のセンサーで 13 種類の電気製品の電力負荷を把握。 

・空調設備（エアコン）が住宅室内と同様の条件で稼働できるようにするために、実験棟

内の空間を区分する壁、天井を有する小屋を構築し、小屋内にエアコンを設置。給・排

水設備が必要となる温水便座、全自動洗濯機を除く電気製品を小屋内に配置し、視覚面

でも住宅内の電力負荷を再現。 

2

太陽電池（既設） 系統電力（既設分電盤）

液晶ＴＶ 掃除機 冷凍冷蔵庫

全自動洗濯機 温水洗浄便座

ドライヤー

パワコン（既設）

定置型蓄電池（新設）

新設分電盤

パソコン

住宅電力負荷①

住宅電力負荷②

ＡＣ給電系統
※エアコンの作動環境を確保するために実験
棟内を区切る小屋を構築して小屋内に設置

※給排水設備のある
場所に設置

エアコン レンジフード

充電･放電系統

・給電量計測
・充･放電量計測
・各電気製品の
負荷計測

リビング照明 台所照明 寝室照明 浴室・洗面所照明
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図５－９ 回路設計図 
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表５－３ 実験装置で使用した電気製品及び制御方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)蓄電池、太陽光発電 

 蓄放電実験に使用する定置型蓄電池として、蓄電容量、放電出力、安全性（メーカーに

よるモニタリングの有無）を検討し、蓄電池は容量 6.2kWh のものを選定した。表５－４に

蓄電池の仕様を示す。太陽光発電装置は 2kW（既設）のものを使用する。 

 

(4)環境データの計測 

 装置周辺環境の情報取得のため、以下のような計測をあわせて実施した。 

・外界気象データを複合気象センサー（（風向・風速、気温、湿度、気圧、雨量）、強制通

風型）で計測し、気象概要の把握を行うとともに、エアコン室外機の環境データとして

活用する。 

・太陽電池パネルの発電効率を検討するために、全天日射計と太陽電池パネル温度センサ

ーを設置し太陽電池まわりの環境データを計測する。 

・蓄電池の作動環境と蓄放電効率の相関性について検討するために、蓄電池表面温度セン

サーを設置し蓄電池まわりの環境データを計測する。 

・電気製品を設置している小屋内に温度センサーを設置し、実験装置まわりの室内環境デ

ータを計測する。 

区分 Ｎｏ 電気製品名 容量・消費電力 制御方法

空調設備 １ 壁掛け式エアコン 冷房能力2.8kW 1070W
プログラムタイマー
付きリモコン

照明設備 ２ リビング照明 蛍光灯38W＋30W ＰＣ制御リレー

３ 台所照明 蛍光灯37W×2 ＰＣ制御リレー

４ 寝室照明 蛍光灯38W＋30W ＰＣ制御リレー

５ 浴室・洗面所照明 電球型蛍光灯13W×2 ＰＣ制御リレー

換気設備 ６ レンジフード 風量445㎥/h 30W ＰＣ制御リレー

家電製品 ７ 掃除機 1000W ＰＣ制御リレー

８ 冷凍冷蔵庫
容量350L：電動機102Ｗ
電熱機193Ｗ

24時間連続稼働

９ 温水洗浄便座
温水500W、温風350W、
便座50W

24時間連続稼働

１０ 液晶テレビ 40型 95W 内蔵タイマー

１１ パソコン デスクトップ型 90W ＰＣ制御指令（LAN）

１２ 全自動洗濯機 洗濯容量7kg 400W 内蔵タイマー

１３ ドライヤー 1200W ＰＣ制御リレー
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表５－４ 実験装置で使用した定置型蓄電池の仕様 

項目 内容 

特
性
・
機
能 

製 品 型 番  POWER IE 6 

電 池 種 類  リン酸鉄リチウム 

蓄 電 容 量  6.2kWh 

入 力 電 圧  単相 3 線 100/200V 

出 力 電 圧  通常時：単相 3 線 100/200V 
停電時：単相 2 線 100V 

定 格 出 力  通常時：3,000W / 停電時：2,000W 

出 力 時 間  通常時：100 分 / 停電時：150 分 

外 形 寸 法  W 980 × D 310 × H 1,060 mm 

重 量  約 186kg（架台含む） 

系 統 連 系  電圧型電流制御方式 

自 立 運 転  自動出力（単相 100V 出力） 

モニタリング インターネット回線を利用してシステムの稼働状
況を遠隔でモニター監視（無料） 

外部制御機能 ECHONET Lite 

設
置
環
境 

動作温度範囲 -10℃～-40℃（外気温度） 

動作質土範囲 5％～95％（結露なきこと） 

保存温度範囲 -25℃～65℃ 

標高 1,000ｍ以下 

騒音レベル 40ｄＢ以下 

設置環境 屋外設置 

側面離隔距離 両側面に600mm（メンテナンスのため） 

背面離隔距離 100mm以上 

電線引込み口 筐体下部 

冷却版排気口 無し 

 

(5)計測・制御システム 

 LabVIEW システム開発ソフトウェア（販売者：National Instruments、以下「LabVIEW」

とする。）によるプログラム制御、及び蓄電池や電機製品に備えられたタイマー設定、モー

ド選択等を組み合わせて使用し、蓄放電実験装置における給電コントロール、電力負荷コ

ントロール、データ計測・記録の作業を高精度かつ自動的に行うものとする。 

①電力給電コントロール 

・定置型蓄電池が備えている作動プログラム（タイマーによって充電時間、放電時間を設

定）を使用して、各ケースの運用サイクルに基づいた蓄電池の満充電、全放電を行う。 

・定置型蓄電池が備えている作動プログラム（太陽電池と連携して充電するモードを選択）
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を使用して、太陽電池と連携するケースの運用サイクルに基づいた蓄電池の満充電、全

放電を行う。 

・蓄電池の放電、太陽光発電の給電を上回る電力負荷に対しては系統電力から給電する。 

②電力データ等の計測・記録 

・データ計測の間隔は最小１秒間とし変更可能なものとする。充放電実験を各ケース３日

間行う場合は、ケースごとに最大 259,200 データを記録する。 

・蓄電池の充電-放電を行いながら、3 系統の回路上の電流／電圧、8 系統の電気製品の電

流／電圧を連続的に計測する。 

・環境データとして、全天日射量、太陽電池パネル温度、蓄電池まわりの気象データ、蓄

電池表面温度、小屋内温度を計測する。 

③自動計測システム 

・電力データ、環境データの自動計測システムとして、市販の遠隔計測監視システムを採

用する。 

・同遠隔監視システムは計装信号(DC 電圧・電流、パルス、接点)や温度、電力を混在で計

測・遠隔監視可能なデータロガーシステムであり、各種データ通信に対応しネットワー

クでも運用できる。 

・同遠隔計測監視システムを採用することにより、複数台のクランプ電力計が必要だった

多点の電力計測も多点で一括入力が可能になる。また 1 枚の CF カードに全データを記

録することができる。 

④電力負荷コントロール 

・既存文献 1)より４人世帯の生活パターン（この生活パターンは、ＮＨＫによる国民生活

時間調査の結果を利用して，住宅内での各家族要員（会社員、専業主婦、高校生、中学

生）の生活行動をモデル化したもので、省エネルギー基準における住宅事業建築主基準

に使用されている。）を参考として 13 種類の電気製品ごとに平日、休日の 24 時間の使

用時間を設定し、住宅における電力負荷パターンを作成する。ただし、元の４人世帯と

は電化製数が異なる（20 機器）ので、電力消費量としては小世帯のものと見なせる。実

験で用いた生活パターンを平日、休日についてそれぞれ図５－１０、図５－１１に示す。 

・生活パターンに従って LabVIEW によるプログラム制御により電気製品のコンセントスイ

ッチのＯＮ－ＯＦＦを行い、電気製品の使用時間をコントロールする。 

・液晶ＴＶ、壁掛け式エアコン、全自動洗濯機については、各機器が備えているタイマー

によって使用時間を調整し、パソコンについては制御用パソコンからの起動・終了命令

により使用時間を調整する。 

・冷凍冷蔵庫、温水洗浄便座は 24 時間使用するものと想定し、電力負荷パターンにおいて

ON-OFF は行わないものとする。 
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図５－１０ 実験で使用する生活パターン（平日） 
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図５－１１ 実験で使用する生活パターン（休日） 
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(6)各種機器の設置 

 各種機器の設置状況を写真５－１～写真５－８に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５－１ 生活空間を模擬する小屋の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５－２ 小屋内の電化製品の設置状況 
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写真５－３ 水関係の生活機器の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５－４ 蓄電装置の設置状況 
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写真５－５ 太陽光発電装置の設置状況（既設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５－６ 複合気象センサーの設置状況 
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写真５－７ 分電盤の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５－８ 計測制御パソコンの設置状況 
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5.3.2 一定放電実験による蓄電池の部分負荷特性 

(1)実験概要 

 蓄電池の部分負荷状態の放電特性を把握するために、系統電力を遮断した状態で出力の

比率を変えたケースごとに定量放電実験を行う。蓄電池に満充電した状態で定格出力の

100、75、50、25％の定量放電を行う。このとき、系統電力は遮断した状態として、今回開

発した蓄放電実験装置上で蓄電池の放電量のモニター値を確認し、放電がなくなったとこ

ろで、設備機器を停止する。放電開始から放電終了までの放電の推移を計測し、時間放電

量を集計して累積放電量を把握した。蓄電池に与える部分負荷は、電気製品（照明類、レ

ンジフード、掃除機、ドライヤー等）を組み合わせて各水準を作成する。 

 

(2)実験結果 

 深夜に満充電した状態で定格出力の 100、85、70、50、25％の定量放電を行った場合の

設備機器の電力使用量及び蓄電池の放電の推移を図５－１２～図５－１６に示す。各ケー

スの蓄電池の放電と家電機器の消費は、両者がバランスし、一定値で推移している。全て

のケースで放電終了時まで無事定量放電が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１２ 定格出力の 100%（約 2,000W）の放電を行った場合 
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図５－１３ 定格出力の 85%（約 1,700W）の放電を行った場合 

 

図５－１４ 定格出力の 70%（約 1,400W）の放電を行った場合 
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図５－１５ 定格出力の 50%（約 1,000W）の放電を行った場合 

 

 

 

 

図５－１６ 定格出力の 25%（約 500W）の放電を行った場合 
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実験結果を表５－５に示す。蓄電池は充電時に自家消費を行っているため、総充電量か

ら自家消費量を引いた値を充電量とし、充電量と放電量の差から放電ロスを算出した。充

電量は各ケースとも約 6,900Wh 程度であるが、放電量はケース A で約 4,864Wh、ケース B

で約 5,043Wh、ケース C で約 5,157Wh と定格出力の大きいケース A から順に多くなり、ケ

ース D で最も多く約 5,295Wh となったのち、ケース E で約 5,188Wh とやや減少する。放電

ロスも同様で、ケース A で約 30%、ケース B で約 27%、ケース C で約 25%、ケース Dで約 24%、

ケース E で約 25%となる。 

表５－５ 一定放電実験の結果 

 

 

 

図５－１７ 蓄電池の部分負荷特性 
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A 定格出力の100% 1,925 4,864 2.51 6,986 97 6,889 3.11 29.4

B 定格出力の85% 1,658 5,043 3.03 7,025 102 6,923 3.09 27.2

C 定格出力の70% 1,395 5,157 3.67 6,978 109 6,869 3.12 24.9
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部分負荷と累積放電量及び放電ロスの関係を図５－１７に示す。定格出力の 50%におい

て放電ロスが最も小さくなる理由として、放電が多いと放電時間が少なく蓄電池の自己消

費電力が抑制されるが、電流増に伴う抵抗の増大がロスにつながるため、両者の効果が作

用して、結果的にこのような放電ロスとして現れていると考えられる。 

 

5.3.3 生活を模擬した蓄放電実験 

(1)実験概要 

今回作成した蓄放電実験装置を用いて生活スケジュールを設定し、生活を模擬した蓄放

電実験を実施した。蓄放電実験は、以下の６ケースを実施した。実施期間は平成 27 年 1

月 23 日から 2 月 26 日である。 

 

・ケース１：平日の生活パターン、深夜蓄電（0～6時）・昼間放電（6～24 時） 

・ケース２：平日の生活パターン、深夜から夕方蓄電(0～16 時)・夕方以降放電（16 時～

24 時）＋太陽光発電 

・ケース３：平日の生活パターン、昼間蓄電(9～16 時)・夜間放電（16 時～翌 6 時）＋太

陽光発電 

・ケース４：休日の生活パターン、深夜蓄電（0～6時）・昼間放電（6～24 時） 

・ケース５：休日の生活パターン、深夜から夕方蓄電(0～16 時)・夕方以降放電（16 時～

24 時）＋太陽光発電 

・ケース６：休日の生活パターン、昼間蓄電(9～16 時)・夜間放電（16 時～翌 6 時）＋太

陽光発電 

 

(2)実験結果 

 天候や装置の切り替え作業などの関係から、１日を通したデータ取得が行えたのは、ケ

ース１（1/24、1/25）、ケース２（1/27、1/28）、ケース３（1/31、2/1）、ケース４（2/7、

2/8、2/9）、ケース５（2/11、2/12）、ケース６（2/14、2/15）の計 13 日であった。ケース

１からケース３から各ケース 1日を選択し、以下に各種電力の挙動、電気機器の消費電力

の挙動、環境温度等の挙動を示しながら特徴を説明する。 

図５－１８は、ケース１(1/24)の結果である。深夜の 0 時～3 時で満充電となり、朝の

消費電力ピーク時（6時半～10 時半）と夜の消費電力ピーク時（17 時～19 時半）に放電を

行い、19 時半以降は電池残量がなくなったため、放電が停止している（図５－１８（ａ））。

なお、蓄電池は安全な電力供給のため、放電設定時間中でも系統電力から常に 150W 程度の

供給を受けており、機器の電力使用量が 150W を超えない場合は蓄電池の放電を行わず、系

統電力から供給を受ける設定になっているため、電力消費が 150W を超えない昼の 10 時半
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～17 時の間は放電が行われていない。電気製品の電力消費は朝夕のエアコンの稼働、午前

の掃除機、夜間のドライヤーが大きく、温水便座の加熱に要するサイクリックな電力消費

が１日を通して見られる（図５－１８（ｂ））。また、蓄電池の待機電力の関係から温度は

外気温度より終始高く、特に蓄電時、放電時に温度が高まる様子がわかる（図５－１８（ｃ））。  

図５－１９は、ケース２(1/24)の結果である。蓄電池は深夜の 0 時～3 時で満充電とな

るが、瞬間ではあるが 9 時半頃に再び充電を行っている。日中には機器消費電力を上回る

太陽発電が行われため、発電の１部は逆潮となっている。夕方から夜にかけて機器消費電

力は蓄電池が負担する（図５－１９（ａ））。電化製品の挙動はケース１と同様である（図

５－１９（ｂ））。また、夕方以降は蓄電池の稼働に伴い表面温度が高くなり、暖房室温に

近い温度で推移している（図５－１９（ｃ））。 

 図５－２０は、ケース３(1/31)の結果である。太陽光発電は家電機器の消費電力に使用

され、余剰分が蓄電池に充電される。ただし、蓄電池の充電に際し、太陽光発電の余剰分

が足りない場合には系統電力から補われている。蓄電池は 9 時～11 時半で満充電となり、

それ以降の太陽光発電はケース２と同様ほとんどが逆潮流（余剰電力が電力会社線側に戻

ること）にまわされる。夕方以降は放電を行い、22 時半以降は電池残量がなくなったため、

放電が停止している（図５－２０（ａ））。電化製品の挙動はケース１、２と同様である（図

５－２０（ｂ））。また、午前中の充電に伴い、蓄電池の表面温度が高くなっている（図５

－２０（ｃ））。 

 ケース４～６は休日の生活パターンとなっており、ケース１～３とは電化製品の使用パ

ターンが若干異なる。個々の図は示さないが、上記で述べた主要な特徴は同様であった。 
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（ａ）各種電力の挙動 

 

（ｂ）電化製品の電力消費の挙動 

 

（ｃ）環境温度等の挙動 

図５－１８ ケース１の計測結果（2015 年 1 月 24 日） 
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（ａ）各種電力の挙動 

 

（ｂ）電化製品の電力消費の挙動 

 

（ｃ）環境温度等の挙動 

図５－１９ ケース２の計測結果（2015 年 1 月 27 日） 
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（ａ）各種電力の挙動 

 

（ｂ）電化製品の電力消費の挙動 

 

（ｃ）環境温度等の挙動 

図５－２０ ケース３の計測結果（2015 年 1 月 31 日） 
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(3)集計 

 各ケースの計測結果を各日で集計し、今回用いた電気製品の電力消費量（計測値）を基

準とし、系統電力の日削減率、系統電力のピーク対策時間帯（8～22 時）の削減率を整理

した。集計結果を表５－６に一覧する。 

 ケース１、ケース４において、蓄電池の利用は電力ピーク削減率 40～48%をもたらすが、

日削減とはならず、20～30%程度の電力増となる。 

ケース２、ケース５では太陽光発電が入り、日削減率がプラスに転じ、平日は 5%以下、

休日は 15～20%となった。休日の削減率が向上した理由は、エアコンの稼働が、平日に比

べて朝方は遅れ夕方は早まるため、太陽光発電の利用が進んだためである。ピーク削減率

で見ると、全体的に 70～80%の高い数値が得られており、休日の数値が平日より高い。 

ケース３、ケース６では太陽光発電を日中に充電することで、日削減率は平日 20％、休

日 40%となり、それぞれ向上する。一方、ピーク削減効果は平日 30％、休日 40%に低下す

る。これは、日中の蓄電が太陽光発電を上まわり、系統電力を消費したためである。 

 

表５－６ 蓄放電実験の結果 

電力日 

削減率［％］ 

ケース１ ケース２ ケース３ 

1/24 1/25  1/27 1/28 1/31 2/1 

-23.0 -20.2  0.8 4.9 22.9 22.7 

ケース４ ケース５ ケース６ 

2/7 2/8 2/9 2/11 2/12 2/14 2/15 

-22.3 -24.3 -30.8 15.5 20.1 40.3 37.5 

電力ピーク

削減率［％］ 

ケース１ ケース２ ケース３ 

1/24 1/25  1/27 1/28 1/31 2/1 

42.0 45.5  68.0 74.4 32.1 33.4 

ケース４ ケース５ ケース６ 

2/7 2/8 2/9 2/11 2/12 2/14 2/15 

46.9 47.7 40.0 80.4 82.3 41.5 36.8 
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5.4 簡易ソフトウエアの開発及び蓄電設備の分析 

5.4.1 簡易ソフトウエアの開発 

実験で得られた計測データを用いて、住宅への蓄電池の導入効果を簡易に試算できるソ

フトウエアを作成した。簡易ソフトウエアの概要を以下に示す。 

 

(1)家電機器の消費電力および稼働条件 

各家電機器の消費電力は実験ケース 1～3 の実測値から平均して算出した。消費電力の

設定値を表５－７に示す。参考に、各電気製品の電力消費の挙動を図５－２１～図５－２

８に示す。 

 

表５－７ 電気製品の消費電力の設定値 

・台所照明    76.7 W 

・居間照明   150.2 W 

・洗面照明   114.2 W 

・寝室照明    57.3 W 

・レンジフード   123.1 W 

・掃除機   924.5 W 

・ドライヤー 1,105.6 W 

・パソコン   80.4 W 

・液晶テレビ   53.2 W 

・洗濯機  118.8 W 

・エアコン 1,179.0 W（立ち上がり時） 

693.6 W（調整時） 

322.7 W（安定時） 

※エアコンは立ち上がり、調整、安定と消費電力が変化するた

め、それぞれの時間を入力する。 

・温水洗浄便座   32.5 W（電力消費 少） 

 393.2 W（電力消費 多） 

※温水洗浄便座は消費電力の少ない時間と多い時間が一定の

サイクルで繰り返されるため、それぞれの時間を入力する。 

・冷凍冷蔵庫    3.6 W（電力消費 少） 

  65.7 W（電力消費 多） 

※冷凍冷蔵庫は消費電力の少ない時間と多い時間が一定のサ

イクルで繰り返されるため、それぞれの時間を入力する。 
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図５－２１ エアコンの電力消費量の挙動 

 

 

図５－２２ ドライヤーの電力消費量の挙動 

 

 

図５－２３ 洗濯機の電力消費量の挙動 

 

 

図５－２４ 掃除機の電力消費量の挙動 
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エアコン電力[W]
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図５－２５ 40 型液晶テレビの電力消費量の挙動 

 

 

図５－２６ デスクトップパソコンの電力消費量の挙動 

 

 

図５－２７ 温水便座の電力消費量の挙動 

 

 

図５－２８ 冷凍冷蔵庫の電力消費量の挙動 
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(2)太陽光発電の発電量および稼働条件 

太陽光発電は、NEDOの年間時別日射量データベース（METPV-11）より、地点を「つくば」

とし、太陽光発電パネルの傾斜角30°、方位が真南で多照年における最も日積算日射量が

多い日の斜面日射量から、下記の計算式を用いて、各月の発電量を算定した。 

 

■太陽光発電量の算定式 

   Esys ＝ Kh × Kpcs × Elight × 発電容量（kW）       （5.2） 

     Esys  ：単位容量あたりの推定発電量[kWh] 

     Kh   ：補正係数※1 

     Kpcs  ：パワーコンディショナ変換効率※2 

     Elight：時刻別の日射量[kWh/㎡] 

     ※1 太陽光発電協会 表示ガイドライン（平成 26 年度）より、結晶系シリコン

太陽電池の下記の値を使用（表５－８）。 

 

表５－８ 各月の太陽光発電の補正係数

 

※2 各メーカーの変換効率が 0.93～0.97 程度のため、0.95 と設定。 

 

(3)電池の充放電および稼働条件 

実験で使用した蓄電池の仕様を下記に示す。なお、充電量、自家消費量については、実

測値を平均して算出した。 

   ・定格電池容量：6,208 Wh 

   ・定格出力   ：3,000 W（常用）、2,000 W（非常用） 

   ・充電量   ：2,257.1 W 

      ・自家消費量 ：   32.1 W 

   ・電池残量※  ：0%,10%,20%,30%から選択可能。（実験時は10%とした） 

    ※放電の際に、電池残量で設定した割合分の蓄電池の定格電池容量を残して放電する設定。 

また、放電時には、電力の安定確保のため、系統電力から常に 150W が供給されること

になっている。そのため、電力消費が 150W を超えない場合は、放電設定時間中であって

も蓄電池の放電は行われず、系統電力からの供給となる。 

これらの実験結果から、シミュレーターの蓄電池の充電、放電条件を下記のように設

定した。 

月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
補正係数 0.9 0.9 0.9 0.85 0.85 0.8 0.8 0.8 0.8 0.85 0.85 0.9
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■充電 

 1)総充電量＜定格電池容量 の場合、充電量分を充電 

2)総充電量が定格電池容量に達した場合、充電設定時間中であっても充電停止 

■放電 

  1)総充電量≦定格電池容量×電池残量 または 総充電量が放電量に満たない場合、放 

電設定時間中であっても、放電停止。 

2)機器の電力消費－太陽光発電量＜系統電力確保分（150W） の場合、放電設定時間中で 

あっても、放電はなし。 

 3)0≦機器の電力消費－太陽光発電量－系統電力確保分（150W）＜定格出力（3,000W）の 

場合、負荷追従放電。 

 4)定格出力（3,000W）≦機器の電力消費－太陽光発電量－系統電力確保分（150W） の場 

合、定格出力（3,000W）分を放電。 

 

5.4.2  観測値による検証 

ケース１～３の実測結果と簡易ソフトウエアの計算結果を比較したのが表５－９であ

る。ケース毎に複数美の平均処理を行っている。相対誤差は、充電量 1.2～9.3%、放電量

5.1～14.5%、機器電力消費量 4.7～13.6%、太陽光発電量（ケース１除く）4.9～54.0%であ

った。ケース３の放電量は計算より観測が大きく、蓄電池の部分負荷特性の影響が考えら

れる。また、太陽光発電の計算では快晴時を前提とするため日射量の少なかったケース２

では実測値との乖離が大きくなっている。各ケースの日挙動を図５－２９～図５－３１に

示す。 

 

表５－９ 簡易ソフトウエアの算出結果と観測値の比較 

実測
シミュレー

ション
誤差 実測

シミュレー
ション

誤差 実測
シミュレー

ション
誤差

(Wh/日) (Wh/日) (％) (Wh/日) (Wh/日) (％) (Wh/日) (Wh/日) (％)

① 総充電量 6,435 6,786 5.5 6,137 6,808 10.9 6,750 6,808 0.9

② 蓄電池消費電力量 413 579 40.2 456 601 31.9 523 505 3.4

③
充電量
(①－②)

6,021 6,207 3.1 5,681 6,207 9.3 6,227 6,303 1.2

④ 放電量 3,994 3,791 5.1 4,036 3,764 6.7 4,402 3,764 14.5

⑤ 機器電力消費量 9,669 10,470 8.3 9,217 10,470 13.6 10,984 10,470 4.7

⑥ 太陽光発電量 0 0 - 7,173 11,049 54.0 10,536 11,049 4.9

⑦
自家消費量
(①＋⑤－(④＋⑥))

12,109 13,466 11.2 4,146 2,466 40.5 2,795 2,466 11.8

ケース１ ケース２ ケース３
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（ａ）実測結果 

 

 

（ｂ）計算結果 

 

図５－２９ 簡易ソフトウエアの計算値と実測値の比較（ケース１、2015 年 1 月 24 日） 
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（ａ）実測結果 

 

 

（ｂ）計算結果 

 

図５－３０ 簡易ソフトウエアの計算値と実測値の比較（ケース２、2015 年 1 月 28 日） 
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（ａ）実測結果 

 

 

（ｂ）計算結果 

 

図５－３１ 簡易ソフトウエアの計算値と実測値の比較（ケース３、2015 年 1 月 31 日） 
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5.4.3 簡易ソフトウエアによる蓄電設備の分析 

(1)シミュレーションの設定条件 

1)世帯モデル 

簡易ソフトウエアによる蓄電設備の分析を行うに当たり、世帯モデルを設定した。表５

－１０に世帯モデルを示す。標準世帯（４人家族）と小世帯（２人家族）の２つの世帯規

模を考え、居住者の特性ごとに５つの世帯モデルを設定した。 

 

表５－１０ 世帯モデル 

世帯モデル 居住者特性 生活パターン 

標準世帯Ａ 

・夫婦２人＋子供２人（世帯人数４人(子供は高校生、中学

生) 

・妻は専業主婦（平日昼間に在宅） 

平日（冬期） 

標準世帯Ｂ 

・夫婦２人＋子供２人（世帯人数４人(子供は高校生、中学

生) 

・夫婦共稼ぎ（平日昼間は不在） 

平日（冬期） 

小世帯Ａ 
・若年夫婦（世帯人数２～３人(子供は乳幼児)） 

・妻は専業主婦（平日昼間に在宅） 
平日（冬期） 

小世帯Ｂ 
・若年夫婦（世帯人数２～３人(子供は乳幼児)） 

・夫婦共稼ぎ（平日昼間は不在） 
平日（冬期） 

小世帯Ｃ 
・高齢者夫婦（世帯人数２人） 

・平日昼間に夫婦が在宅 
平日（冬期） 

 

 世帯規模と電化製品の構成を図５－３２に示す。省エネ基準の４人世帯は、（ａ）標準世

帯（４人家族）に相当する。標準世帯から点線部分を除くと、小世帯（２人家族）となり、

この規模の住宅が蓄放電実験の検討対象に相当する。 

 

  

（ａ）標準世帯（４人家族）         （ｂ）小世帯（２人家族） 

図５－３２ 世帯規模と電化製品の構成 

 

 

ベッドルーム１ 

リビングルーム キッチン 

バスルーム ベッドルーム２ 

ベッドルーム３ 

 

ベッドルーム 

リビングルーム キッチン 

バスルーム 
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2)シミュレーションの設定条件 

5 つの世帯モデルにおける平日（冬期）の生活パターンについて、太陽光発電や蓄電池

の有無、蓄電池の充放電設定時間等により 4 つの検討ケースを設定し、計算を行う。また、

各検討ケースにおいて、年間日射量地域区分や太陽光発電及び蓄電池の容量を変更した場

合についても検討する。検討ケースを表５－１１、表５－１２に示す。ケースⅠで太陽光

発電、ケースⅡで蓄電池（充電：0～6時）、ケースⅢは太陽光と蓄電池（充電：0～6 時）、

ケースⅣは太陽光と蓄電池（充電：9～16 時）である。 

 

表５－１１ シミュレーション検討ケース(1/2) 

検討ケース 
ケース 0 ケースⅠ ケースⅡ 

(基準) Ⅰ-0 Ⅰ-1 Ⅰ-2 Ⅰ-3 Ⅱ-0 Ⅱ-1 

太

陽

光

発

電 

有無 × ○ ○ ○ ○ × × 

年間日射量 

地域区分※ 
A3 A3 A2 A5 A3 A3 A3 

容量(kW) － 2.0kW 2.0kW 2.0kW 4.0kW － － 

蓄

電

池 

有無 × × × × × ○ ○ 

容量(kWh) － － － － － 6.2kWh 12.0kWh 

充電時間 － － － － － 0～6 時 0～6 時 

放電時間 － － － － － 6～24 時 6～24 時 

※A3：茨城県つくば市、A2：宮城県仙台市、A5：静岡県浜松市 として検討 

 

表５－１２ シミュレーション検討ケース(2/2) 

検討ケース 
ケースⅢ ケースⅣ 

Ⅲ-0 Ⅲ-1 Ⅲ-2 Ⅲ-3 Ⅳ-0 Ⅳ-1 Ⅳ-2 Ⅳ-3 

太

陽

光

発

電 

有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

年間日射量 

地域区分※ 
A3 A2 A5 A3 A3 A2 A5 A3 

容量(kW) 2.0kW 2.0kW 2.0kW 4.0kW 2.0kW 2.0kW 2.0kW 4.0kW 

蓄

電

池 

有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

容量(kWh) 6.2kWh 6.2kWh 6.2kWh 12.0kWh 6.2kWh 6.2kWh 6.2kWh 12.0kWh 

充電時間 0～6 時 0～6 時 0～6 時 0～6 時 9～16時 9～16時 9～16時 9～16時 

放電時間 16～24時 16～24時 16～24時 16～24時 16～翌6時 16～翌6時 16～翌6時 16～翌6時 

※A3：茨城県つくば市、A2：宮城県仙台市、A5：静岡県浜松市 として検討 

 

 

  



5-42 

(2)シミュレーション結果 

 電力消費量の算出結果を基に、ケース 0の結果を基準として、電力日削減率、電力ピー

ク削減率を求め、表５－１３、表５－１４にそれぞれ示す。 

電力日削減率については、日中の太陽光発電を充電するケースⅣ-3 が最も良い結果が得ら

れており、40～71%の削減効果が見られる。また、太陽光発電を行うケースⅠ-0～3 は、9

～39%の削減効果が得られる。蓄電池を使用するケースⅡ-0 は削減効果が見られず、10%か

ら 106%程度のマイナスになる。また、夜間に充電するケースⅢ-3 では 3～218%程度のマイ

ナス効果が現れている。これは、夜間の充電で系統電力を多く消費するためで、特に日中

に出かける小世帯Ｂでは蓄電分を使い切れていない。 

 電力ピーク削減率については、日中の太陽光発電を充電するケースⅣ-3 が概ね良い結果

が得られており、55～86%の削減効果が見られる。また、夜間に充電するケースⅢ-3 でも

効果は高く、削減率は、70～91%程度である。太陽光発電を行うケースⅠ-0～3 において削

減効果が得られるのは日削減の場合と同様である。ケースⅡ-0 では蓄電池の利用による削

減効果が現れている。 

 削減効果が軒並み高く現れた日中の太陽光発電を充電するケースⅣ-3 について、図５－

３３に各削減率を示す（電力日削減率 40～71%、電力ピーク削減率 55～86%）。 

 

表５－１３ 電力日削減率の計算結果 [%] 

 

 

  

ケース 標準Ａ 標準Ｂ 小世帯Ａ 小世帯Ｂ 小世帯Ｃ
Ⅰ-0 18.4 10.3 24.2 28.4 33.4
Ⅰ-1 16 8.7 20.7 25.7 29.2
Ⅰ-2 15.6 8.5 20.5 25.2 30.1
Ⅰ-3 21.3 12.4 28.8 32.3 39.3
Ⅱ-0 -9.7 -10.8 -15.4 -105.6 -11.6
Ⅱ-1
Ⅲ-0 10.4 1.8 -3.9 -93.7 14.7
Ⅲ-1 7.7 -0.2 -6.6 -97 12.5
Ⅲ-2 7.3 -0.3 -7.5 -97.6 11.9
Ⅲ-3 -3.2 -16.3 -62.3 -218.3 -29.4
Ⅳ-0 26 26.5 25.7 -20.3 30.8
Ⅳ-1 19.4 19.8 16.1 -37.7 23.4
Ⅳ-2 18.6 18.9 14 -40.7 21.9
Ⅳ-3 69.9 71.2 57.8 40.7 56.4
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表５－１４ 電力ピーク削減率の計算結果 [%] 

 

 

 

図５－３３ 削減率（ケースⅣ-3） [%] 

 

 

 

 

 

 

ケース 標準Ａ 標準Ｂ 小世帯Ａ 小世帯Ｂ 小世帯Ｃ
Ⅰ-0 21.8 12.1 30.5 40.9 42.1
Ⅰ-1 19.3 10.6 26.8 39 37.3
Ⅰ-2 19 10.6 26.9 39.2 38.7
Ⅰ-3 24 13 34.2 40.9 47.9
Ⅱ-0 33.8 35.7 59.4 32.8 33.9
Ⅱ-1
Ⅲ-0 68.1 66.7 81.1 69.3 86
Ⅲ-1 65.2 64.8 78.5 66.4 83.9
Ⅲ-2 65 64.9 77.5 66.3 83.3
Ⅲ-3 90.6 90 84 70 88
Ⅳ-0 33.9 36.8 29.4 -41.1 40.3
Ⅳ-1 26.2 28.5 17.4 -67.7 31.4
Ⅳ-2 25.3 27.5 14.9 -71.9 29.7
Ⅳ-3 79.4 85.9 70.9 54.5 72.2

0

20

40

60

80

100

標準Ａ 標準Ｂ 小世帯Ａ 小世帯Ｂ 小世帯Ｃ
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5.5 まとめ 

住宅の蓄電設備に関する調査を実施し、以下の知見を得た。 

 

①市場の蓄電システムのカタログ情報より、補助金を差し引いた蓄電システムの電力単

価は平成 26 年７月時点において平均 28.2 円/kWh であること、蓄電池メーカーへのア

ンケート調査により、蓄電池は太陽光発電との連携で今後市場性を見込めるが、運用

方法に技術指針策定の要望があることなどがわかった。 

②家電機器を用いて生活パターンをコンピュータ制御で模擬的に再現し、蓄電池の蓄放

電量を詳細に計測可能な蓄放電実験装置を開発し、蓄電池の導入により電力ピーク削

減率が 37～82%期待できるが、夜間充電を行うと放電ロスにより電力の日総量は 22～

31%増加すること、太陽光発電と組み合わせると電力の日総量は 16～40%のプラスに転

じることが示された。 

③実験で取得した電力消費の機器特性データを組み合わせて、世帯規模や地域、装置容

量が異なる 50 ケース程度の対策効果の試算を行い、装置容量を適切に設定すること

で、電力日削減率 40～71%、電力ピーク削減率 55～86%が得られた。 

④なお、この試算は冬期の１日を対象としており、通年の評価や建物側の条件で最適解

は変わるであろう事を申し添える。 

 

参考文献 

 

１）一般社団法人日本サステナブル建築協会：住宅事業建築主の判断基準ガイドブック、

2009.7 
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第６章 電力ピーク対策評価システムの開発 

 

6.1  目的 

 電力ピーク対策技術の適切な設計及び普及を促進させるためには、各々の技術が実際の

建築物に導入された場合の年間のエネルギー消費量及びピーク時電力消費量の変化を評価

するためのシステムを提供し、各々の効果を定量的に示すことが重要である。本研究では、

非住宅建築物の省エネルギー基準におけるエネルギー消費量算定方法をベースに、時々

刻々の一次エネルギー消費量及び電力消費量の変化を評価できる電力ピーク対策評価シス

テムを開発し、このシステムを利用して、幾つかの代表的な技術についての評価を試行す

る。 

 

6.2  電力ピーク対策評価システムの開発 

 電力ピーク対策評価システムは、国総研及び国立研究開発法人建築研究所が中心となり

開発し省エネルギー基準への適否判断のために使用されている「一次エネルギー消費量算

定用 Web プログラム」の計算方法をベースに、省エネルギー基準で算出が求められている

年間の一次エネルギー消費量だけではなく、時々刻々の電力消費量の変化を評価できるよ

うに拡張することにより開発を行う。主な拡張のポイントを次に示す。 

 

・ 省エネルギー基準の算定ロジックは、年間のエネルギー消費量を算出することに特化

しており、空調負荷は日単位にしか計算をしていない。日単位の負荷を時刻別負荷に

分解をすることは困難であるため、空調負荷については、詳細な時刻別の負荷計算（動

的負荷計算ソフト newHASP に潜熱蓄熱材の計算モジュールを追加したもの）を新たに

組み込んで時々刻々の詳細な空調負荷が算出できるようにする。 

・ 各設備のエネルギー消費量は日単位でしか計算されていないが、これを時々刻々の値

が算出できるように変更する。ただし、計算のロジックについては大きな変更はなく、

単に日単位で出力していたものを時刻別に出力するように変更しただけである。従っ

て、年積算値でみると、省エネルギー基準の評価方法と今回開発した評価方法の差は

殆どない。 

・ プログラムの入力ファイルは、省エネルギー基準の Web プログラムと全く同じフォー

マットのものとする。従って、省エネルギー基準の Web プログラムの入力ファイルを

作れば、今回開発したシステムにおける評価も実施可能である（但し、潜熱蓄熱材や

地中熱ヒートポンプ等、一部のシステムについては追加の入力が必要）。 

・ 地中熱ヒートポンプの計算が可能となるように、地盤のモデルを組み込む。 

・ 蓄電池の計算が可能となるように、蓄電池の計算モジュールを組み込む。 
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6.2.1  評価システムの概要 

 電力ピーク対策評価システムの概要を図６―１に示す。評価を行うためには、建築物の

外皮や設備の仕様を入力する必要があるが、これは省エネルギー基準の Web プログラムと

共通のものとし、設計計画時レベルの建築設備の情報から計算を行うことができるように

した。ただし、潜熱蓄熱材や地中熱ヒートポンプの評価を行う際には、追加の入力が必要

となる。 

 計算のアルゴリズムは平成 25 年省エネルギー基準（非住宅建築物）のエネルギー消費量

計算方法をベースとし、これを時々刻々の計算ができるように拡張した。平成 25 年省エネ

ルギー基準の計算方法については、国総研・国立研究開発法人建築研究所監修の「平成 25 

年省エネルギー基準に準拠した算定・判断の方法及び解説, I. 非住宅建築物」に記載され

ている。ただし、空調負荷計算については、動的熱負荷計算プログラム（NewHASP）を利用

し、潜熱蓄熱材の効果を算定できるように拡張したものを新たに組み込んだ。また、地盤

モデルを組み込んで地中熱ヒートポンプによる蓄採熱量を計算できるようにした。さらに、

蓄電池設備の計算を追加し、時刻別の蓄放電量を算出できるようにした。 

 システムの操作方法を図６―２に示す。省エネルギー基準の Web プログラムはグラフィ

カルユーザインターフェイス（GUI）が実装されているが、本評価システムは現状では GUI

は実装されておらず、コマンドウィンド上で exe ファイルを実行することにより計算を行

う。計算結果は csv ファイルで出力される。 

 

図６―１ 電力ピーク対策評価システムの概要 

熱負荷計算
改良版newHASP

newHASP入力ファイル
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図６―２ 電力ピーク対策評価システムの操作方法 

  

・・・・

②電力ピーク対策設計支援ツールの
プログラム実行（バッチファイルを実行）

③１年間の各時刻の電力量、
一次エネルギー消費量、熱負荷を出力

①建築・設備データの作成（省エネルギー基準プログラムの入力ファイルを利用）
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6.2.2  評価システムの検証 

 開発した電力ピーク対策評価システムと省エネルギー基準の Web プログラムの計算結果

を比較する。開発したシステムは時刻別の計算、省エネルギー基準の Web プログラムは日

別の計算という違いはあるが、計算ロジック自体はほぼ同一であるため、年間値でみると

同じ結果が得られるはずである。 

 ３つの地域（準寒冷地、温暖地、蒸暑地）、３つの建物用途（事務所、商業施設（物販店

舗）、共同住宅（共用部））について、同一の建築・設備仕様条件で年間一次エネルギー消

費量を算出した結果を図６―３に示す。両システムの算定結果に大きな差異がないことが

判る。空調の計算結果に多少の差が生じているのは、空調負荷計算方法の際によるもので

あるが、その差は僅かである。 

事務所 

 

商業施設 

（物販店舗） 

 

共同住宅 

（共用部） 

 

図６―３ 電力ピーク対策設計支援ツールの検証  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

省エネ基

準値

省エネ設

計値

電力ピー

ク対策技

術評価シ

ステム

省エネ基

準値

省エネ設

計値

電力ピー

ク対策技

術評価シ

ステム

省エネ基

準値

省エネ設

計値

電力ピー

ク対策技

術評価シ

ステム

準寒冷地 温暖地 蒸暑地

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
［
G
J/
年
］

昇降機

給湯

照明電力

換気

空調

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

省エネ基

準値

省エネ設

計値

電力ピー

ク対策技

術評価シ

ステム

省エネ基

準値

省エネ設

計値

電力ピー

ク対策技

術評価シ

ステム

省エネ基

準値

省エネ設

計値

電力ピー

ク対策技

術評価シ

ステム

準寒冷地 温暖地 蒸暑地

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
［G

J/
年
］

昇降機

給湯

照明電力

換気

空調

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

省エネ基

準値

省エネ設

計値

電力ピー

ク対策技

術評価シ

ステム

省エネ基

準値

省エネ設

計値

電力ピー

ク対策技

術評価シ

ステム

省エネ基

準値

省エネ設

計値

電力ピー

ク対策技

術評価シ

ステム

準寒冷地 温暖地 蒸暑地

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
［G

J/
年
］

昇降機

給湯

照明電力

換気

空調



6-5 

6.3  試算の対象とする電力ピーク対策技術 

 電力ピーク対策評価システムを用いて試算をする電力ピーク対策技術を決定するために、

建築物における電力ピーク対策技術に関する情報の収集・整理を行う。本研究では、電力

ピーク対策技術について、以下の３つのグループに分けて整理を行うことにする。 

①建築的対策 

②設備的対策 

③運用的対策 

 

6.3.1  電力ピーク対策技術の調査・整理 

 建築設備の電力消費に関する省エネルギー対策及びピーク対策について調査・整理を行

い効果の期待できる対策を抽出した。調査にあたっては、次の資料やインターネット情報

等を参考にした。調査した対策の一覧を表６－１～表６－４に示す。 

 

・建築・設備の省エネルギー技術指針（非住宅編）、空気調和・衛生工学会 

・建築・設備の省エネルギー技術指針（住宅編）、空気調和・衛生工学会 

・業務用建築における節電対策の定性評価、井上隆 

・住宅における節電対策、前真之 

・ビル・建築設備の省エネルギー、中原信生 

・事業者向け省エネ情報、経済産業省 

・夏の省エネルギー対策について、経済産業省 

・冬の省エネルギー対策について、経済産業省 

 

凡例 

◎ ：比較的大きな対策効果を期待できると想定されるもの 

○ ：対策効果の期待できると想定されるもの 

空欄：対策効果の期待が少ないもの 
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(1) 建築的対策 

 省電力並びに電力ピーク対策の期待できる建築的対策を表６－１に示す。 

 

表６－１ 建築的対策 

分類 項目 

効果 
試算対

象対策 
備考 

省電力 
ピーク 

対策 

負荷抑制 外壁の高断熱化 ○ ○ ● 
 

 高性能窓ガラスの採用 ◎ ◎ ● 
 

 エアフローウィンドウの採用 ◎ ◎ ●  

 日射調整フィルムの取付け ○ ○ ● 
 

 躯体蓄熱  ○   

 潜熱蓄熱材の適用  ○ ●  

 屋上緑化 ○ ○ ●  

 高反射率塗装 ○ ○ ●  

 保水性建材 ○ ○   

 

(2) 設備的対策 

 省電力並びに電力ピーク対策の期待できる設備的対策を表６－２～表６－３に示す。 

 

表６－２ 設備的対策（１） 

分類 項目 

効果 
試算対

象対策 
備考 

省電力 
ピーク 

対策 

空調 機器の運転台数制御 ○ 
 

  

 高効率熱源機器の導入 ◎ ◎ ●  

 屋外機の散水装置 ○ ○   

 蓄熱式空調システム ○ ◎ ●  

 地中熱利用ヒートポンプ空調 ◎ ◎ ●  

 中間期、冬期の外気冷房 ○  ● 
 

 局所空調 ○ 
 

 
 

 大温度差送風空調方式 ◎ ◎ ● 低温送風空調 

 変水量制御 ◎ ○ ● 大温度差送水含 

 
断熱によるダクト、配管の熱損失

の最小化 
○    

 外気取り入れ制御 ◎ ○ ●  

 変風量制御 ◎ ◎ ●  

 適正なポンプの選定 ○    

 
高度な変風量制御方式 ○    

空調・換気 適正なファン容量の選定 ◎    

 ダクトの低圧損化 ○    

 空気調和機の低圧損化 ○    

 
全熱交換器の採用 ◎ ◎ ●  

 
電気室、サーバー室の外気冷房 ○    
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表６－３ 設備的対策（２） 

分類 項目 

効果 
試算対

象対策 
備考 

省電力 
ピーク 

対策 

給湯 配管等の高断熱化 ○    

照明 執務エリアの照度の緩和 ○ ○  
 

 照明区分の細分化 ○ ○  
 

 高効率照明器具 ◎ ◎ ● Hf 蛍光灯、LED 

 
照明器具材の高効率塗装、反射板

の利用 
○    

 
照明制御（人感センサー、タイマ

ー等） 
◎ ◎ ●  

エネルギー 蓄電池システムの導入 
 

◎ ●  

 
コージェネレーションシステムの

導入 
○ ◎  

 

 
太陽光発電の導入 ◎ ◎ ●  

 風力発電の導入 ◎ 
 

  

その他 BEMS の導入 ○ ○  他設備との併用 

 

 

(3) 運用的対策 

 省電力並びに電力ピーク対策の期待できる運用的対策を表６－４に示す。 
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表６－４ 運用的対策 

分類 項目 

効果 
試算対

象対策 
備考 

省電力 
ピーク

対策 

空調 室内温度の適正調整 ◎ ◎ ● 政府推奨温度を参考 

 空調機器の一斉起動回避 
 

○  

運転時間の前倒し、

フロアごと時間調

整 

 空調機器の間欠運転、輪番停止 ○ ○   

 残業時間の空調制限 ○    

 予冷、予熱運転 
 

◎ ●  

 躯体蓄熱（連続空調運転）  ○   

 CO2濃度管理の適正化 ◎   
CO2濃度（1,000ppm

以下）管理 

 冷凍機の出口冷水温度の調整     

 冷水・冷却水の流量・圧力の適正化     

 冷凍機・冷却塔のメンテナンス実施     

 ポンプ、ファンの流量・風量調整     

 
フィルタの定期清掃、交換    

 

 

電気室、EV 機械室などの設定温度

緩和 
○ ○   

 加湿・除湿量の適正調整     

 非電気系熱源の優先運転 ◎ ◎   

 熱源機器の最大容量制限 
 

○   

 
蓄熱槽利用の適正化による蓄熱容

量の増加 
 ○   

 
蓄熱槽利用の場合、蓄熱運転方法の

見直し 
 ◎   

 厨房用外調機送風温度の適正化 ○ ○   

 温度コントローラの使用制限 ○ ○   

換気 換気用送風機の風量調整    
 

給湯 冬期以外は、給湯を停止 ○   手洗い給湯の停止 

 給湯温度を低めに調整 ○    

照明 昼休み消灯 ○ ○   

 不使用室の消灯 ○ ○   

 執務エリアの照度の緩和 ◎ ◎ ● 一部消灯（間引き） 

 照明器具の清掃     

 
窓際の消灯・間引き・ブラインドの

適正管理 
◎ ◎   

その他 エレベータの運転台数制限 ○ ○   

 ブラインド管理 
 

○  朝の冷房負荷を低減 

 カーテン使用の励行    冬期の対策 

 温水洗浄便座の温度設定緩和 ○    

 ハンドドライヤーの使用停止     

 パソコンの省電力設定 ○ ○   

 
OA 機器の電源オフ、スタンバイモ

ードの励行 
○    
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6.3.2  試算の対象とする技術 

 調査・整理した省電力・電力ピーク対策技術の中から対策効果の期待でき、比較的汎用

的な対策で多くの建物に導入可能なもの、かつエネルギー転換（例えば、電気熱源をガス

熱源に置き換える等）によるものではないものを抽出し、これを試算対象とすることにし

た。試算対象技術の一覧を次に示す。 

 

①建築的対策方法 

・外壁の断熱 

・高性能窓ガラス 

・エアフローウィンドウ 

・日射調整フィルム 

・潜熱蓄熱材 

・屋上緑化 

・高反射率塗装 

②設備的対策方法 

（空調設備） 

・高効率熱源機器 

・蓄熱式空調システム 

・地中熱利用ヒートポンプシステム空調 

・大温度差送水（含む変流量制御） 

・大温度差送風（含む変風量制御） 

・外気取り入れ制御 

・全熱交換器 

・外気冷房 

（照明設備） 

・高効率照明器具（LED 照明器具） 

・照明制御 

（効率化設備） 

・蓄電池設備 

・太陽光発電設備 

③運用的対策方法 

・室内温度の適正調整 

・予冷・予熱運転 

・執務エリアの照度の緩和（照明器具の間引き、室内設定照度の緩和）  
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6.4  試算条件 

 建築物のエネルギー消費量は、気候条件、建物使用形態（建物用途）によって大きく異

なることから、これらの条件ごとに試算対象とする建築設備システムを設定する。 

6.4.1  地域 

 試算地域は、平成 25 年省エネルギー基準で規定されている準寒冷地（３地域）、温暖地

（６地域）、蒸暑地（8地域）の 3地域とする。詳細を表６－５に示す。熱負荷計算及び一

次エネルギー計算に用いる気象データには、拡張アメダス気象データ（（一社）日本建築学

会）における標準年データ（1981～1995 年）を用いる。 

 

表６－５ 試算地域 

地  域 試算地域 年間平均気温 

① 準寒冷地 （3地域） 代表地域：岩手県盛岡 10.2℃ 

② 温暖地 （6地域） 代表地域：岡山県岡山 15.7℃ 

③ 蒸暑地 （8地域） 代表地域：沖縄県那覇 22.7℃ 

 

6.4.2  建物用途 

 試算の対象とする建物用途と規模を表６－６に示す。建築物の形状は国総研・国立研究

開発法人建築研究所監修の「平成 25 年省エネルギー基準に準拠した算定・判断の方法及

び解説, I. 非住宅建築物」に記載されているモデル建物を用いる。なお、共同住宅（共用

部）については同図書に記載がないため、新たにモデルを作成した。建物の外皮仕様（外

壁・窓仕様）は、省エネルギー基準で規定されている基準設定仕様を適用した。基準設定

仕様は地域によって異なる。 

 

表６－６ 試算建物の用途と規模 

建物用途 建物規模 

事務所 テナントオフィスビル 

延床面積：約 10,000 m2、RC 造、地上 7 階、地下 0階 

※平日の昼間のみ使用される熱負荷傾向 

 RC 造の他に「S 造(ALC)」、「S造カーテンウォール（窓開口大）」

を試算。「S 造カーテンウォール（窓開口大）」の窓ガラス面積

は外皮の約 61％ 

商業施設（物販店舗） 大規模物販店舗用途 

延床面積：10,000 m2、S造、地上 3 階、地下 1階 

※土日の休日使用があり売場は内部発熱が大きい熱負荷傾向 

共同住宅（共用部） タワー型共同住宅（共用部） 

延床面積：10,000 m2、SRC 造、地上 14 階、地下 1階 

※管理事務室、集会場等は昼間のみ使用、ホールは終日使用と

なる熱負荷傾向 

 ※試算建物の平面図プランは、付録に示す。  
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6.4.3  外皮・設備の仕様 

 外皮や設備に求められる性能は地域や建物用途によって異なる。そこで、本研究では、

実際の設計プロセスにおける手順に従って、地域毎、建物用途毎に外皮及び設備システム

を設計した。なお、「標準（省エネ基準仕様）」とは、平成 25 年省エネルギー基準における

基準設定仕様（基準値を設定する際に想定した外皮・設備仕様）と同等のものであること

を示す。 

 

(1) 外皮仕様 

 試算を行う外皮（外壁、屋根、窓等）仕様を表６－７～表６－９に示す。表中のグレー

欄は標準（省エネ基準仕様）を示す。高断熱仕様については、基準設定仕様の地域仕様を

1 ランクアップもしくは寒冷地仕様相当として定めた。窓ガラス仕様は、熱貫流率・日射

熱取得率の異なるガラスを複数選択した。 

 

表６－７ 外皮仕様（事務所） 

建築 仕様 準寒冷地（3地域） 温暖地（6地域） 蒸暑地（8地域） 

外壁 標準 

(屋根) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （50mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （50mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （25mm） 

 
(外壁) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （25mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （25mm） 
なし 

 高断熱 

(屋根) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （100mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （100mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （50mm） 

 
(外壁) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （50mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （50mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （25mm） 

 潜熱蓄

熱材 
外壁面の内装側 20mm (凝固-融解 28℃) 

窓 

ガラス 
標準 

複層 

(透明 8+空気層 6+透明 8) 
単層(透明 8) 単層(透明 8) 

 単板 FL 単層(透明 8) － － 

 複層 

透明 
－ 

複層 

(透明 8+空気層 6+透明 8) 

複層 

(透明 8+空気層 6+透明 8) 

 複層 

Low-e 
Low-e(高日射遮蔽型) Low-e(高日射遮蔽型) Low-e(高日射遮蔽型) 

 ｴｱﾌﾛｰ 

ｳｨﾝﾄﾞｳ 
エアフローウィンドウ エアフローウィンドウ エアフローウィンドウ 

 FL+日調

ﾌｨﾙﾑ 

単層(透明 8)＋ 

日射調整フィルム 

単層(透明 8)＋ 

日射調整フィルム 

単層(透明 8)＋ 

日射調整フィルム 

その他 屋上 

緑化 
空調対象室の屋根面積の 50％布設 

 反射 

塗料 
空調対象室の屋根面積の 100％布設 
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表６－８ 外皮仕様（商業施設（物販店舗）） 

建築 仕様 準寒冷地（3地域） 温暖地（6地域） 蒸暑地（8地域） 

外壁 標準 

(屋根) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （50mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （50mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （25mm） 

 
(外壁) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （15mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （15mm） 
なし 

 高断熱 

(屋根) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （100mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （100mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （50mm） 

 
(外壁) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （30mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （30mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （15mm） 

 潜熱 

蓄熱材 
外壁面の内装側 20mm(凝固-融解 28℃) 

窓 

ガラス 
標準 

複層 

(透明 8+空気層 6+透明 8) 
単層(透明 8) 単層(透明 8) 

 単板 FL 単層(透明 8) － － 

 複層 

透明 
－ 

複層 

(透明 8+空気層 6+透明 8) 

複層 

(透明 8+空気層 6+透明 8) 

 複層 

Low-e 
Low-e(高日射遮蔽型) Low-e(高日射遮蔽型) Low-e(高日射遮蔽型) 

 ｴｱﾌﾛｰ 

ｳｨﾝﾄﾞｳ 
エアフローウィンドウ エアフローウィンドウ エアフローウィンドウ 

 FL+日調

ﾌｨﾙﾑ 

単層(透明 8)＋ 

日射調整フィルム 

単層(透明 8)＋ 

日射調整フィルム 

単層(透明 8)＋ 

日射調整フィルム 

その他 屋上 

緑化 
空調対象室の屋根面積の 50％布設 

 反射 

塗料 
空調対象室の屋根面積の 100％布設 

 

表６－９ 外皮仕様（共同住宅（共用部）） 

建築 仕様 準寒冷地（3地域） 温暖地（6地域） 蒸暑地（8地域） 

外壁 標準 

(屋根) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （100mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （95mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （95mm） 

 
(外壁) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （70mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （40mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （15mm） 

 高断熱 

(屋根) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （130mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （100mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （95mm） 

 
(外壁) 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （90mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （90mm） 

押出法ポリスチレンホーム 

保温板 1種 （70mm） 

 潜熱 

蓄熱材 
外壁面の内装側 20mm(凝固-融解 28℃) 

窓 

ガラス 
標準 

複層(反射シルバー+ 

空気層 6+透明 6) 
単層(透明 3) 

単層(高性能熱線反射 

(可視光透過率 40%)6) 

 単板 FL 単層(透明 3) － 単層(透明 3)※ 

 複層 

透明 

複層 

(透明 6+空気層 6+透明 6) 

複層 

(透明 6+空気層 6+透明 6) 

複層 

(透明 6+空気層 6+透明 6) 

 複層 

Low-e 

複層(Low-e(高日射遮蔽型)+ 

空気層 6+透明 10) 

複層(Low-e(高日射遮蔽型)+ 

空気層 6+透明 10) 

複層(Low-e(高日射遮蔽型)+ 

空気層 6+透明 10) 

 
熱反 

単層(高性能熱線反射 6 

(可視光透過率 40%)) 

単層(高性能熱線反射 6 

(可視光透過率 40%)) 
－ 

 FL+日調

ﾌｨﾙﾑ 

単層(透明 3)＋ 

日射調整フィルム 

単層(透明 3)＋ 

日射調整フィルム 

単層(透明 3)＋ 

日射調整フィルム 

その他 反射 

塗料 
空調対象室の屋根面積の 100％布設 
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(2) 空調設備 

 試算を行う空調設備の仕様を表６－１０～表６－１２に示す。 

 

表６－１０ 空調設備［標準（省エネ基準仕様）］ 

事務所 熱源方式：中央空調方式 

（事務室、更衣室、休憩室、ロビー、EV ホール） 

 ・空気熱源ヒートポンプチラー方式 

 ・空調機方式（定風量方式） 

 ・外気カット制御、全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

商業施設（物販店舗） 熱源方式：中央空調方式 

（売場、荷さばき場、事務室） 

 ・空気熱源ヒートポンプチラー方式 

 ・ファンコイルユニット＋外調機方式 

（更衣室等） 

 ・空調機方式（定風量方式） 

 ・外気カット制御、全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

共同住宅（共用部） 熱源方式：電気式パッケージ形エアコン方式（EHP） 

（管理人室、集会室、ロビー等） 

 ・EHP 室内機＋空調換気扇方式 

 ・全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

 

表６－１１ 空調設備［設備的対策技術］仕様 

高効率熱源機器の採

用 

（高効率 HP） 

・空気熱源ヒートポンプチラー方式（圧縮機台数制御方式） 

 冷房 COP3.97、暖房 COP3.94 ※現行機種のメーカー値 

 

地中熱利用ヒートポ

ンプシステムの導入 

（地中熱） 

・時間最大負荷の 50％を地中熱利用ヒートポンプチラー 

 地中熱利用ヒートポンプチラー優先運転方式 

（地中採熱方式） 

・地中熱交換井戸方式（垂直形ボアホール方式） 

・クローズドループ、ダブル Uチューブ方式（埋設深さ 100m/本） 

・熱交換量 60W/m 

※地盤モデルは第 4 章地中蓄熱による対策技術に示す地中熱交換井の仕

様と同等 

蓄熱式空調システム

の採用 

（蓄熱） 

・熱源機器、蓄熱槽は日積算負荷を熱源機器の 23 時間運転で賄うことが

可能な容量 

・水蓄熱方式（蓄熱利用温度差 7K） 

・熱源機器の出口温度 冷水 5℃、温水 47℃ 

・全負荷運転制御方式 

・二次側送水は直接送水方式（熱交換器なし） 

水搬送システムの効

率化 

（大温度差送水） 

・大温度差送水（温度差 10K） 

・変流量制御（変流量時最小流量比 30％） 

空気搬送システムの

効率化 

（大温度差送風） 

・大温度差送風（送風温度差 13K） 

・変風量制御（変風量時最小風量比 40％） 
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表６－１２ 空調設備［設備的対策技術］仕様 

全熱交換器の採用 

（全熱交換器） 

・空調機の外気量制御として採用 

※標準で採用している場合は採用なしとして試算し比較 

外気カット制御の採

用 

（外気カット制御） 

・空調機の外気量制御として採用 

※標準で採用している場合は採用なしとして試算し比較 

外気冷房制御の採用 

（外気冷房） 

・空調機の外気量制御として採用 

 

 

全熱交換器バイパス

制御の採用 

（全熱交換器 

バイパス 

・空調換気扇の外気量制御として採用 

 共同住宅（共用部）に対して試算 

 

（共通仕様） 

・中央空調方式の熱源機器は、“2台設置”とし“台数制御”運転とする。 

・二次側冷温水ポンプの標準（省エネ基準仕様）は、“2 台設置”とし“台数制御＋VWV 制御（変

流量時最小流量比 60％）”、“冷温水往還温度差 7K”とする。 

・空調機の標準（省エネ基準仕様）は、“送風温度差 11K”、“定風量方式”とする。 

・空調設備の容量は、試算建物の外皮仕様ならびに基準設定仕様の室仕様に準拠する条件から

算定する。 

 

(3) 換気設備 

 試算を行う換気設備の仕様を表６－１３に示す。 

 

表６－１３ 換気設備［標準（省エネ基準仕様）］ 

換気設備 ・個別換気方式 

・各室換気量、換気種別、ダクト全静圧は基準設定仕様に準拠 
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(4) 照明設備 

 試算を行う照明設備の仕様を表６－１４～表６－１５に示す。 

 

表６－１４ 照明設備［標準（省エネ基準仕様）］ 

照明設備 ・Hf 照明器具相当 

・各室照度は基準設定仕様に準拠 

・照明制御なし 

 

表６－１５ 照明設備［設備的対策技術］仕様 

LED 照明器具 

の採用 

（LED 照明） 

・全ての照明器具を LED 照明器具 

・照明制御なし 

照明制御の導入 

（照明制御） 

（事務所） 

・事務室等   ：タイムスケジュール制御（消灯） 

         初期照度補正制御＋昼光連動調光制御 

           （片側採光かつブラインド自動制御なし） 

・ロビー、廊下等：タイムスケジュール制御（消灯） 

・便所、更衣室等：在室検知制御（一括点滅） 

（物販店舗） 

・売場、事務室等：タイムスケジュール制御（減光） 

         初期照度補正制御 

・廊下等    ：タイムスケジュール制御（消灯） 

・便所、更衣室等：在室検知制御（一括点滅） 

（共同住宅（共用部）） 

・集会場    ：初期照度補正制御＋昼光連動調光制御 

           （片側採光かつブラインド自動制御なし） 

・ロビー、廊下等：タイムスケジュール制御（消灯） 

・自転車置き場 ：在室検知制御（一括点滅） 

 

(5) 給湯設備 

 試算を行う給湯設備の仕様を表６－１６に示す。給湯設備は、標準（省エネ基準仕様）

の仕様が燃焼式相当であるため、今回の検討においては試算の対象としない（一次エネル

ギー消費量としてはガス消費量をカウントするが、仕様を変更する等のケーススタディは

行わない。電力消費量は 0であるとして、ピーク削減効果には影響を与えない。）こととす

る。 

 

表６－１６ 給湯設備［標準（省エネ基準仕様）］ 

給湯設備 ・ガス給湯器 

 基準設定仕様に準拠 
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(6) 昇降機設備 

 試算を行う昇降機設備の仕様を表６－１７に示す。昇降機設備のエネルギー消費量につ

いては、建物全体に占める割合が小さいため、全てのケースで同じ仕様とする（ケースス

タディは行わない）。 

表６－１７ 昇降機設備［標準（省エネ基準仕様）］ 

昇降機設備 ・VVVF 制御方式、回生電力なし 

 基準設定仕様に準拠 

 

 

(7) 太陽光発電設備 

 標準（省エネ基準仕様）では太陽光発電設備は設置しないものとする。設備的対策技術

として太陽光発電設備を設置した場合の仕様を表６－１８に示す。 

 

表６－１８ 太陽光発電設備［設備的対策技術］仕様 

太陽光発電設備の導

入 

（太陽光発電） 

・太陽光アレイは建物屋上面積の 50％に設置 

・太陽光アレイの設置 

  3、6 地区：南面向き、傾斜角 30° 

  8 地区  ：南面向き、傾斜角 10° 

・太陽光アレイの発電能力：185W/m2 ※現行メーカー値相当 

・発電能力： 

  事務所 40kW、物販店舗 90kW、共同住宅（共用部）20kW 

・発電した電気は全て自己消費 

 

(8) 蓄電池設備 

 標準（省エネ基準仕様）では蓄電池設備は設置しないものとする。設備的対策技術とし

て蓄電池設備を設置した場合の仕様を表６－１９に示す。 

 

表６－１９ 蓄電池設備［設備的対策技術］仕様 

蓄電池設備の導入 

（蓄電池） 

・リチウムイオン電池方式 

・夜間（22～6h）充電・昼間（8～20h）放電方式 

 昼間は原則均等放電、余剰が発生した場合は次の時間に延長 

・蓄電池設備のシステム効率 85％（充放電効率 95％） 

 ※日本電気協会電力貯蔵用電池規定 JEAC5006-2014 より 

・蓄電池容量： 

 事務所 2,000kWh、物販店舗 2,000kWh、共同住宅（共用部）40kWh 

 蓄電池容量は建物内に蓄電池設備を設置可能な面積約 200 m2相当（事

務所、物販店舗）。共同住宅は既製の充電装置容量 20kWh/台を 2 組設

置 

・充放電できる容量は蓄電池容量の 70％（完全放電はしない） 

・事務所では平日のみ蓄電池設備を運転 
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6.4.4  空調の運用条件 

 年間の冷暖房運転モードならび各室の空調運転条件は、省エネルギー基準の標準室使用

条件に従うものとする。各地域の冷暖房運転モードを表６－２０に示す。中間期は冷房さ

れるものとする。 

 

 （室内温湿度設定条件） 

冷房： 26℃、50％  暖房： 22℃、40％  中間期：24℃、50％ 

 

表６－２０ 冷暖房運転 

 

 

6.4.5  試算建物の時間最大負荷の算出 

 空調機器の容量（定格能力）を決定するためには、時間最大負荷の算出が必要である。

試算建物の時間最大負荷は、省エネルギー基準の基準設定仕様で規定されている外壁・窓

ならびに室仕様から、建築設備設計基準の計算方法に従い算定した。各試算建物の時間最

大負荷を表６－２１に示す。時間最大負荷は空調設備の全熱交換器の採用の有無により空

調熱負荷は大きく変化するため 2通りを定める。 

 

  

地域区分 1地域 2地域 3地域 4地域 5地域 6地域 7地域 8地域

1月 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房

2月 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房

3月 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房

4月 暖房 暖房 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

5月 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 冷房

6月 中間期 中間期 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房

7月 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房

8月 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房

9月 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房 冷房

10月 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 冷房

11月 暖房 暖房 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期 中間期

12月 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 暖房 中間期
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表６－２１ 試算建物の時間最大負荷 

 

※ ：標準（省エネ基準設定仕様）を示す。 

 

6.5  試算ケース 

 建築的対策の試算ケースを表６－２２～表６－２４に、設備的対策の試算ケースを表６

－２５～表６－２７に示す。合計で 237 ケースの試算を実施する。 

 建物用途と地域ごとに、標準（省エネ基準仕様）を各種対策技術を導入した仕様に置き

換えて試算する。また、対策技術を組み合わせたケースとして各地域、建物種別ごとに、

各種建築的対策、各種設備的対策の組合せたケースを試算する。組合せは対策要素単体と

して効果の高い仕様同士の組合せと、比較対象として効果の低い仕様同士の組合せを行い

比較する（組合せの仕様は表中に「仕様-○-A」等と表記）。さらに、設備的対策では、組

合せ効果の高い建築的対策と設備的対策を組み合わせたケース（表中に「建築的対策（仕

様－O－A）＋設備的対策（仕様－O－B）」と表記）を試算する。 

 

 

  

時間最大負荷

建物用途 地域 冷房 暖房 冷房 暖房 備考
[kW] [kW] [kW] [kW]

事務所 準寒冷地 (3地域) 553 450 733 752 標準は全熱交換器あり

温暖地 (6地域) 614 366 842 600

蒸暑地 (8地域) 634 196 888 292

商業施設 準寒冷地 (3地域) 1,156 591 1,455 1,094 標準は全熱交換器なし

(物販店舗) 温暖地 (6地域) 1,232 457 1,614 848

蒸暑地 (8地域) 1,276 211 1,701 372

共同住宅 準寒冷地 (3地域) 34.2 39.8 52.0 98.0 標準は全熱交換器あり

(共用部) 温暖地 (6地域) 41.3 33.3 64.0 57.0

蒸暑地 (8地域) 40.3 14.5 65.0 24.0

全熱交換器あり 全熱交換器なし
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C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
M
5

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
M
6

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
M
7

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

○

O
-
M
8

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

○
O
-
M
9

R
C
造

仕
様
-
O
-
A

○
○

○

O
-
M
1
0

R
C
造

仕
様
-
O
-
B

○
○

O
-
M
1
1

S
造
(
A
L
C
1
0
0
)

仕
様
-
O
-
A

○
○

○

O
-
M
1
2

S
造
(
A
L
C
1
0
0
)

仕
様
-
O
-
B

○
○

O
-
M
1
3

S
造
(
カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
:

窓
開
口
大
)

仕
様
-
O
-
A

○
○

○

O
-
M
1
4

S
造
(
カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
:

窓
開
口
大
)

仕
様
-
O
-
B

○
○

準
寒
冷
地

O
-
L
0

R
C
造

標
準
(
省
エ
ネ
基

準
設
定
仕
様
)

○
○

(
3
地
区
)

O
-
L
1

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
L
2

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
L
3

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
L
4

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
L
5

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
L
6

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
L
7

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

○

O
-
L
8

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

○
O
-
L
9

R
C
造

仕
様
-
O
-
A

○
○

○

O
-
L
1
0

R
C
造

仕
様
-
O
-
B

○
○

O
-
L
1
1

S
造
(
A
L
C
1
0
0
)

仕
様
-
O
-
A

○
○

○

O
-
L
1
2

S
造
(
A
L
C
1
0
0
)

仕
様
-
O
-
B

○
○

O
-
L
1
3

S
造
(
カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
:

窓
開
口
大
)

仕
様
-
O
-
A

○
○

○

O
-
L
1
4

S
造
(
カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
:

窓
開
口
大
)

仕
様
-
O
-
B

○
○

蒸
暑
地

O
-
H
0

R
C
造

標
準
(
省
エ
ネ
基

準
設
定
仕
様
)

○
○

(
8
地
区
)

O
-
H
1

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
H
2

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
H
3

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
H
4

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
H
5

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
H
6

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

O
-
H
7

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

○

O
-
H
8

R
C
造

標
準
改
仕
様

○
○

○
O
-
H
9

R
C
造

仕
様
-
O
-
A

○
○

○

O
-
H
1
0

R
C
造

仕
様
-
O
-
B

○
○

O
-
H
1
1

S
造
(
A
L
C
1
0
0
)

仕
様
-
O
-
A

○
○

○

O
-
H
1
2

S
造
(
A
L
C
1
0
0
)

仕
様
-
O
-
B

○
○

O
-
H
1
3

S
造
(
カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
:

窓
開
口
大
)

仕
様
-
O
-
A

○
○

○

O
-
H
1
4

S
造
(
カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
:

窓
開
口
大
)

仕
様
-
O
-
B

○
○

表
６
－
２
２
 
建
築
的
対
策
の
試
算
ケ
ー
ス
（
事
務
所
）
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    気
候
区
分

外
壁
仕
様

窓
ガ
ラ
ス
仕
様

そ
の
他

NO
建
物
構
造

建
築
仕
様

標
準

高
断
熱

Ｐ
Ｃ
Ｍ

単
板
フ
ロ
ー
ト

複
層
透
明

複
層
L
o
w-
e

ｴｱ
ﾌﾛ
ｰｳ
ｲﾝ
ﾄﾞ
ｳ

F
L
+日

調
フ
ィ
ル
ム

屋
上
緑
化

反
射
塗
料

FL
8

FL
6+
8

温
暖
地

S-
M0

S
造
(
A
LC
)

標
準
(
省
エ
ネ
基

準
設
定
仕
様
)

○
○

(
6
地
区
)

S-
M1

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
M2

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
M3

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
M4

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
M5

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
M6

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
M7

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

○
S-
M8

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

○
S-
M9

S
造
(
A
LC
)

仕
様
-
S
-A

○
○

○
S-
M1
0

S
造
(
A
LC
)

仕
様
-
S
-B

○
○

準
寒
冷
地

S-
L0

S
造
(
A
LC
)

標
準
(
省
エ
ネ
基

準
設
定
仕
様
)

○
○

(
3
地
区
)

S-
L1

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
L2

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
L3

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
L4

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
L5

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
L6

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
L7

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

○
S-
L8

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

○
S-
L9

S
造
(
A
LC
)

仕
様
-
S
-A

○
○

○
S-
L1
0

S
造
(
A
LC
)

仕
様
-
S
-B

○

蒸
暑
地

S-
H0

S
造
(
A
LC
)

標
準
(
省
エ
ネ
基

準
設
定
仕
様
)

○
○

(
8
地
区
)

S-
H1

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
H2

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
H3

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
H4

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
H5

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
H6

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

S-
H7

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

○
S-
H8

S
造
(
A
LC
)

標
準
改
仕
様

○
○

○
S-
H9

S
造
(
A
LC
)

仕
様
-
S
-A

○
○

○
S-
H1
0

S
造
(
A
LC
)

仕
様
-
S
-B

○
○

表
６
－
２
３
 
建
築
的
対
策
の
試
算
ケ
ー
ス
（
商
業
施
設
（
物
販
店
舗
））
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気
候
区
分

外
壁
仕
様

窓
ガ
ラ
ス
仕
様

そ
の
他

NO
建
物
構
造

建
築
仕
様

標
準

高
断
熱

Ｐ
Ｃ
Ｍ

単
板
フ
ロ
ー
ト

複
層
透
明

複
層
L
o
w-
e

熱
反

F
L
+日

調
フ
ィ
ル
ム

反
射
塗
料

FL
3

熱
反
+
6

高
日
射
遮
蔽
+1
0

高
性
能
6

断
熱
型

温
暖
地

H-
M0

RC
造

標
準
(
省
エ
ネ
基

準
設
定
仕
様
)

○
○

(
6
地
区
)

H-
M1

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
M2

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
M3

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
M4

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
M5

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
M6

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
M7

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

○
H-
M8

RC
造

仕
様
-
H
-A

○
○

H-
M9

RC
造

仕
様
-
H
-B

○
○

準
寒
冷
地

H-
L0

RC
造

標
準
(
省
エ
ネ
基

準
設
定
仕
様
)

○
○

(
3
地
区
)

H-
L1

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
L2

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
L3

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
L4

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
L5

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
L6

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
L7

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

○
H-
L8

RC
造

仕
様
-
H
-A

○
○

H-
L9

RC
造

仕
様
-
H
-B

○
○

蒸
暑
地

H-
H0

RC
造

標
準
(
省
エ
ネ
基

準
設
定
仕
様
)

○
○

(
8
地
区
)

H-
H1

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
H2

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
H3

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
H4

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
H5

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
H6

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

H-
H7

RC
造

標
準
改
仕
様

○
○

○
H-
H8

RC
造

仕
様
-
H
-A

○
○

H-
H9

RC
造

仕
様
-
H
-B

○
○

表
６
－
２
４
 
建
築
的
対
策
の
試
算
ケ
ー
ス
（
共
同
住
宅
（
共
用
部
））
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気
候
区
分

空
調
設
備

照
明
設
備

効
率
化
設
備

N
O

建
築
仕
様

設
備
仕
様

非
蓄
熱
式

蓄
熱
式

水
搬
送

空
気
搬
送

外
気
カ
ッ

ト
制
御

全
熱
交
換

器
外
気
冷
房

一
般
照
明

L
E
D
照
明

照
明
制
御

太
陽
光
発

電
蓄
電
池

空
冷
H
P
チ
ラ
ー

地
中
熱
H
P

チ
ラ
ー

空
冷
H
P
チ

ラ
ー

標
準

大
温
度
差

標
準

大
温
度
差

な
し

あ
り

標
準

高
効
率

7
℃
差

1
0
℃
差

A
T
F
6
.
5

効
率
6
0
%

昼
光
利
用

4
0
k
W

1
0
0
0
k
W
h

C
O
P
c
3
.
2
4

V
W
V
6
0
%

V
W
V
3
0
%

C
A
V

V
A
V

初
期
照
度
補
正

充
放
電
効
率

C
O
P
h
3
.
4
2

ﾀ
ｲ
ﾑ
ｽ
ｹ
ｼ
ﾞ
ｭ
ｰ
ﾙ

8
5
%

在
室
検
知

温
暖
地

S
Y
O
-
M
0
0

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

○
○

○
○

○
○

○

(
6
地
域
)

S
Y
O
-
M
0
1

高
効
率
H
P

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
M
0
2

地
中
熱

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
M
0
3

蓄
熱

○
標
準

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
M
0
4

大
温
度
差
送
水

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
M
0
5

大
温
度
差
送
風

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
M
0
6

全
熱
交
換
器
無

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
M
0
7

外
気
カ
ッ
ト
制
御
無

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
M
0
8

外
気
冷
房

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
M
0
9

L
E
D
照
明

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
M
1
0

照
明
制
御

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
M
1
1

太
陽
光
発
電

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
M
1
2

蓄
電
池

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
M
1
3

仕
様
-
O
-
A

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
M
1
4

仕
様
-
O
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
M
1
5

仕
様
-
O
-
A

仕
様
-
O
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

準
寒
冷
地

S
Y
O
-
L
0
0

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

○
○

○
○

○
○

○

(
3
地
域
)

S
Y
O
-
L
0
1

高
効
率
H
P

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
L
0
2

地
中
熱

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
L
0
3

蓄
熱

○
標
準

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
L
0
4

大
温
度
差
送
水

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
L
0
5

大
温
度
差
送
風

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
L
0
6

全
熱
交
換
器
無

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
L
0
7

外
気
カ
ッ
ト
制
御
無

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
L
0
8

外
気
冷
房

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
L
0
9

L
E
D
照
明

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
L
1
0

照
明
制
御

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
L
1
1

太
陽
光
発
電

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
L
1
2

蓄
電
池

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
L
1
3

仕
様
-
O
-
A

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
L
1
4

仕
様
-
O
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
L
1
5

仕
様
-
O
-
A

仕
様
-
O
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

蒸
暑
地

S
Y
O
-
H
0
0

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

○
○

○
○

○
○

○

(
8
地
域
)

S
Y
O
-
H
0
1

高
効
率
H
P

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
H
0
2

地
中
熱

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
H
0
3

蓄
熱

○
標
準

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
H
0
4

大
温
度
差
送
水

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
H
0
5

大
温
度
差
送
風

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
H
0
6

全
熱
交
換
器
無

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
H
0
7

外
気
カ
ッ
ト
制
御
無

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
H
0
8

外
気
冷
房

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
H
0
9

L
E
D
照
明

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
H
1
0

照
明
制
御

○
○

○
○

○
○

○

S
Y
O
-
H
1
1

太
陽
光
発
電

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
H
1
2

蓄
電
池

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
H
1
3

仕
様
-
O
-
A

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
H
1
4

仕
様
-
O
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
O
-
H
1
5

仕
様
-
O
-
A

仕
様
-
O
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

表
６
－
２
５
 
設
備
的
対
策
の
試
算
ケ
ー
ス
（
事
務
所
）
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気
候
区
分

空
調
設
備

照
明
設
備

効
率
化
設
備

N
O

建
築
仕
様

設
備
仕
様

非
蓄
熱
式

蓄
熱
式

水
搬
送

空
気
搬
送

外
気
カ
ッ

ト
制
御

全
熱
交
換

器
外
気
冷
房

一
般
照
明

L
E
D
照
明

照
明
制
御

太
陽
光
発

電
蓄
電
池

空
冷
H
P
チ
ラ
ー

地
中
熱
H
P

チ
ラ
ー

空
冷
H
P
チ

ラ
ー

標
準

大
温
度
差

標
準

な
し

あ
り

標
準

高
効
率

7
℃
差

1
0
℃
差

A
T
F
1
7

効
率
6
0
%

初
期
照
度
補
正

9
0
k
W

1
0
0
0
k
W
h

C
O
P
c
3
.
2
4

V
W
V
6
0
%

V
W
V
3
0
%

C
A
V

ﾀ
ｲ
ﾑ
ｽ
ｹ
ｼ
ﾞ
ｭ
ｰ
ﾙ

充
放
電
効
率

C
O
P
h
3
.
4
2

F
C
U
+
外
調

在
室
検
知

0
.
8
5

温
暖
地

S
Y
S
-
M
0
0

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

○
○

○
○

○

(
6
地
域
)

S
Y
S
-
M
0
1

高
効
率
H
P

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
M
0
2

地
中
熱

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
M
0
3

蓄
熱

○
標
準

○
○

○
○

S
Y
S
-
M
0
4

大
温
度
差
送
水

○
○

○
○

S
Y
S
-
M
0
5

外
気
カ
ッ
ト
制
御

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
M
0
6

全
熱
交
換
器

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
M
0
7

外
気
冷
房

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
M
0
8

L
E
D
照
明

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
M
0
9

照
明
制
御

○
○

○
○

S
Y
S
-
M
1
0

太
陽
光
発
電

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
M
1
1

蓄
電
池

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
M
1
2

仕
様
-
S
-
A

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
M
1
3

仕
様
-
S
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
M
1
4

仕
様
-
S
-
A

仕
様
-
S
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

準
寒
冷
地

S
Y
S
-
L
0
0

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

○
○

○
○

○

(
3
地
域
)

S
Y
S
-
L
0
1

高
効
率
H
P

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
L
0
2

地
中
熱

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
L
0
3

蓄
熱

○
標
準

○
○

○
○

S
Y
S
-
L
0
4

大
温
度
差
送
水

○
○

○
○

S
Y
S
-
L
0
5

外
気
カ
ッ
ト
制
御

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
L
0
6

全
熱
交
換
器

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
L
0
7

外
気
冷
房

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
L
0
8

L
E
D
照
明

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
L
0
9

照
明
制
御

○
○

○
○

S
Y
S
-
L
1
0

太
陽
光
発
電

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
L
1
1

蓄
電
池

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
L
1
2

仕
様
-
S
-
A

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
L
1
3

仕
様
-
S
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
L
1
4

仕
様
-
S
-
A

仕
様
-
S
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

蒸
暑
地

S
Y
S
-
H
0
0

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

○
○

○
○

○

(
8
地
域
)

S
Y
S
-
H
0
1

高
効
率
H
P

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
H
0
2

地
中
熱

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
H
0
3

蓄
熱

○
標
準

○
○

○
○

S
Y
S
-
H
0
4

大
温
度
差
送
水

○
○

○
○

S
Y
S
-
H
0
5

外
気
カ
ッ
ト
制
御

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
H
0
6

全
熱
交
換
器

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
H
0
7

外
気
冷
房

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
H
0
8

L
E
D
照
明

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
H
0
9

照
明
制
御

○
○

○
○

S
Y
S
-
H
1
0

太
陽
光
発
電

○
○

○
○

○

S
Y
S
-
H
1
1

蓄
電
池

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
H
1
2

仕
様
-
S
-
A

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
H
1
3

仕
様
-
S
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

S
Y
S
-
H
1
4

仕
様
-
S
-
A

仕
様
-
S
-
B

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

表
６
－
２
６
 
設
備
的
対
策
の
試
算
ケ
ー
ス
（
商
業
施
設
（
物
販
店
舗
））
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気
候
区
分

空
調
設
備

照
明
設
備

効
率
化
設
備

NO
建
築
仕
様

設
備
仕
様

非
蓄
熱
式

全
熱
交
換
器

一
般
照
明

L
E
D照

明
照
明
制
御

太
陽
光
発

電
蓄
電
池

PA
C

地
中
熱
HP

エ
ア
コ
ン

な
し

あ
り

標
準

高
効
率

効
率
6
0
%

ﾊﾞ
ｲﾊ
ﾟｽ

昼
光
利
用

20
kW

40
kW
h

CO
Pc
3.
24

制
御
有
り

初
期
照
度
補
正

充
放
電
効
率

CO
Ph
3.
24

ﾀ
ｲ
ﾑ
ｽ
ｹ
ｼ
ﾞ
ｭ
ｰ
ﾙ

0.
85

在
室
検
知

温
暖
地

SY
H-
M0
0

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

○
○

○
○

(
6
地
域
)

SY
H-
M0
1

高
効
率
HP

○
○

○
○

SY
H-
M0
2

地
中
熱

○
○

○
○

SY
H-
M0
3

全
熱
交
換
器
無

○
○

○
SY
H-
M0
4

全
熱
交
換
器
バ
イ
パ
ス

○
○

○
○

○
SY
H-
M0
5

LE
D

○
○

○
○

SY
H-
M0
6

照
明
制
御

○
○

○
○

SY
H-
M0
7

太
陽
光
発
電

○
○

○
○

○
SY
H-
M0
8

蓄
電
池

○
○

○
○

○
SY
H-
M0
9

仕
様
-
H
-A

○
○

○
○

○
SY
H-
M1
0

仕
様
-
H
-B

○
○

○
○

○
○

○
SY
H-
M1
1

仕
様
-
H
-A

仕
様
-
H
-B

○
○

○
○

○
○

○

準
寒
冷
地

SY
H-
L0
0

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

○
○

○
○

(
3
地
域
)

SY
H-
L0
1

高
効
率
HP

○
○

○
○

SY
H-
L0
2

地
中
熱

○
○

○
○

SY
H-
L0
3

全
熱
交
換
器
無

○
○

○
SY
H-
L0
4

全
熱
交
換
器
バ
イ
パ
ス

○
○

○
○

○
SY
H-
L0
5

LE
D

○
○

○
○

SY
H-
L0
6

照
明
制
御

○
○

○
○

SY
H-
L0
7

太
陽
光
発
電

○
○

○
○

○
SY
H-
L0
8

蓄
電
池

○
○

○
○

○
SY
H-
L0
9

仕
様
-
H
-A

○
○

○
○

○
SY
H-
L1
0

仕
様
-
H
-B

○
○

○
○

○
○

○
SY
H-
L1
1

仕
様
-
H
-A

仕
様
-
H
-B

○
○

○
○

○
○

○

蒸
暑
地

SY
H-
H0
0

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
設
定
仕
様
)

○
○

○
○

(
8
地
域
)

SY
H-
H0
1

高
効
率
HP

○
○

○
○

SY
H-
H0
2

地
中
熱

○
○

○
○

SY
H-
H0
3

全
熱
交
換
器
無

○
○

○
SY
H-
H0
4

全
熱
交
換
器
バ
イ
パ
ス

○
○

○
○

○
SY
H-
H0
5

LE
D

○
○

○
○

SY
H-
H0
6

照
明
制
御

○
○

○
○

SY
H-
H0
7

太
陽
光
発
電

○
○

○
○

○
SY
H-
H0
8

蓄
電
池

○
○

○
○

○
SY
H-
H0
9

仕
様
-
H
-A

○
○

○
○

○
SY
H-
H1
0

仕
様
-
H
-B

○
○

○
○

○
○

○
SY
H-
H1
1

仕
様
-
H
-A

仕
様
-
H
-B

○
○

○
○

○
○

○

表
６
－
２
７
 
設
備
的
対
策
の
試
算
ケ
ー
ス
（
共
同
住
宅
（
共
用
部
））
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6.6  試算結果 

6.6.1  建築的対策 

 建築的対策技術を導入した場合の試算結果一覧を表６－２８～表６－３１に示す。また、

建築的対策技術を導入した事務所（温暖地）の１年間の昼間負荷(8～22 時)状況の例を図

６－４～図６－９に、代表日の負荷状況の例を図６－１０～図６－１１に示す。 
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    気
候
区
分

負
荷
ピ
ー
ク
削
減

年
間
負
荷
削
減

N
O

建
物
構
造

仕
様
グ
レ
ー
ド

外
壁
仕
様

窓
ガ
ラ
ス
仕
様

そ
の
他

最
大
日

年
間
［
7
～
9
、
1
2
～
3
月
］

負
荷

昼
間
（
8

～
2
2
h
）

最
大
日

負
荷
ピ
ー
ク
削

減
率

昼
間
（
8
～

2
2
h
）

負
荷
ピ
ー
ク
削

減
率

室
負
荷
(
冷

房
・
顕
)

室
負
荷
(
冷

房
・
潜
)

室
負
荷
(
暖

房
・
顕
)

合
計

年
間
負
荷

(
率
)

M
J
/
日

－
％

G
J
/
年

％
G
J
/
年

G
J
/
年

G
J
/
年

G
J
/
年

％

温
暖
地

O
-
M
0
0

R
C
造

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
仕
様
)

標
準
(
G
W
2
5
)

単
板
透
明

－
1
8
,
5
2
6

7
月
2
1
日
(
火
)

0
.
0
%

1
,
0
7
9

0
.
0
%

1
,
6
0
0

2
5
7

3
0
0

2
,
1
5
8

1
0
0
.
0
%

(
6
地
区
)

O
-
M
0
1

標
準
改
仕
様

高
断
熱
(
G
W
5
0
)

1
8
,
4
1
8

7
月
2
1
日
(
火
)

0
.
6
%

1
,
0
5
4

2
.
3
%

1
,
6
4
9

2
5
7

2
6
3

2
,
1
7
0

1
0
0
.
6
%

O
-
M
0
2

P
C
M

1
8
,
3
5
2

8
月
3
日
(
月
)

0
.
9
%

1
,
0
8
9

-
1
.
0
%

1
,
5
4
4

2
5
7

3
3
4

2
,
1
3
5

9
9
.
0
%

O
-
M
0
3

標
準
(
G
W
2
5
)

複
層
透
明

1
8
,
7
9
6

8
月
3
日
(
月
)

-
1
.
5
%

1
,
0
5
9

1
.
8
%

1
,
7
1
4

2
5
7

2
4
5

2
,
2
1
7

1
0
2
.
7
%

O
-
M
0
4

複
層
L
o
w
-
e

1
7
,
7
8
2

7
月
2
1
日
(
火
)

4
.
0
%

1
,
0
2
7

4
.
8
%

1
,
6
4
2

2
5
7

2
4
5

2
,
1
4
4

9
9
.
4
%

O
-
M
0
5

A
F
W

1
6
,
1
7
4

7
月
2
1
日
(
火
)

1
2
.
7
%

9
6
8

1
0
.
2
%

1
,
5
0
4

2
5
7

2
4
6

2
,
0
0
7

9
3
.
0
%

O
-
M
0
6

F
L
+
日
調
ﾌ
ｨ
ﾙ
ﾑ

1
8
,
0
9
8

7
月
2
1
日
(
火
)

2
.
3
%

1
,
0
7
0

0
.
8
%

1
,
5
5
5

2
5
7

3
1
0

2
,
1
2
2

9
8
.
3
%

O
-
M
0
7

単
板
透
明

屋
上
緑
化

1
8
,
3
8
2

7
月
2
1
日
(
火
)

0
.
8
%

1
,
0
7
3

0
.
5
%

1
,
5
8
9

2
5
7

3
0
0

2
,
1
4
6

9
9
.
5
%

O
-
M
0
8

反
射
塗
料

1
8
,
3
1
9

7
月
2
1
日
(
火
)

1
.
1
%

1
,
0
7
4

0
.
4
%

1
,
5
7
5

2
5
7

3
0
6

2
,
1
3
8

9
9
.
1
%

O
-
M
0
9

仕
様
-
O
-
A

A
F
W

1
5
,
9
5
9

7
月
2
1
日
(
火
)

1
3
.
9
%

9
6
3

1
0
.
8
%

1
,
4
7
7

2
5
7

2
5
1

1
,
9
8
5

9
2
.
0
%

O
-
M
1
0

仕
様
-
O
-
B

高
断
熱
(
G
W
5
0
)

複
層
透
明

－
1
8
,
7
0
3

7
月
2
1
日
(
火
)

-
1
.
0
%

1
,
0
4
3

3
.
3
%

1
,
7
7
1

2
5
7

2
2
0

2
,
2
4
8

1
0
4
.
2
%

O
-
M
1
1

S
造
(
A
L
C
)

仕
様
-
O
-
A

標
準
(
G
W
1
5
)

A
F
W

反
射
塗
料

1
5
,
9
6
7

7
月
2
1
日
(
火
)

1
3
.
8
%

9
5
4

1
1
.
6
%

1
,
5
1
0

2
5
7

2
3
6

2
,
0
0
4

9
2
.
9
%

O
-
M
1
2

仕
様
-
O
-
B

高
断
熱
(
G
W
3
0
)

複
層
透
明

－
1
8
,
7
5
5

7
月
2
1
日
(
火
)

-
1
.
2
%

1
,
0
4
3

3
.
3
%

1
,
7
8
0

2
5
7

2
1
7

2
,
2
5
5

1
0
4
.
5
%

O
-
M
1
3

S
造
(
C
W
・
窓
開
口
大
)

仕
様
-
O
-
A

標
準
(
G
W
2
5
)

A
F
W

反
射
塗
料

1
7
,
4
7
1

7
月
2
1
日
(
火
)

5
.
7
%

1
,
0
3
8

3
.
8
%

1
,
4
9
8

2
5
7

3
0
3

2
,
0
5
8

9
5
.
4
%

O
-
M
1
4

仕
様
-
O
-
B

高
断
熱
(
G
W
5
0
)

複
層
透
明

－
2
4
,
1
5
7

8
月
3
日
(
月
)

-
3
0
.
4
%

1
,
2
4
9

-
1
5
.
8
%

2
,
0
8
5

2
5
7

2
8
2

2
,
6
2
4

1
2
1
.
6
%

準
寒
冷
地

O
-
L
0
0

R
C
造

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
仕
様
)

標
準
(
G
W
2
5
)

複
層
透
明

－
1
6
,
1
8
1

8
月
3
日
(
月
)

0
.
0
%

1
,
0
6
1

0
.
0
%

1
,
2
0
3

2
5
7

4
6
5

1
,
9
2
5

1
0
0
.
0
%

(
3
地
区
)

O
-
L
0
1

標
準
改
仕
様

高
断
熱
(
G
W
5
0
)

1
6
,
2
6
0

8
月
3
日
(
月
)

-
0
.
5
%

1
,
0
3
7

2
.
2
%

1
,
3
1
1

2
5
7

4
0
5

1
,
9
7
3

1
0
2
.
5
%

O
-
L
0
2

P
C
M

1
4
,
3
3
8

8
月
3
日
(
月
)

1
1
.
4
%

1
,
0
7
5

-
1
.
3
%

1
,
1
5
8

2
5
7

5
0
6

1
,
9
2
1

9
9
.
8
%

O
-
L
0
3

標
準
(
G
W
2
5
)

単
板
透
明

1
8
,
4
3
3

1
月
5
日
(
月
)

-
1
3
.
9
%

1
,
1
0
5

-
4
.
1
%

1
,
0
4
4

2
5
7

5
7
2

1
,
8
7
3

9
7
.
3
%

O
-
L
0
4

複
層
L
o
w
-
e

1
5
,
2
9
2

8
月
3
日
(
月
)

5
.
5
%

1
,
0
2
9

3
.
0
%

1
,
1
6
8

2
5
7

4
5
0

1
,
8
7
6

9
7
.
4
%

O
-
L
0
5

A
F
W

1
3
,
8
9
3

1
月
5
日
(
月
)

1
4
.
1
%

9
7
8

7
.
8
%

1
,
0
7
0

2
5
7

4
4
5

1
,
7
7
3

9
2
.
1
%

O
-
L
0
6

F
L
+
日
調
ﾌ
ｨ
ﾙ
ﾑ

1
5
,
8
1
6

8
月
3
日
(
月
)

2
.
3
%

1
,
0
5
3

0
.
7
%

1
,
1
7
0

2
5
7

4
7
1

1
,
8
9
9

9
8
.
6
%

O
-
L
0
7

複
層
透
明

屋
上
緑
化

1
6
,
0
6
1

8
月
3
日
(
月
)

0
.
7
%

1
,
0
5
6

0
.
5
%

1
,
1
9
8

2
5
7

4
6
3

1
,
9
1
8

9
9
.
6
%

O
-
L
0
8

反
射
塗
料

1
6
,
0
0
1

8
月
3
日
(
月
)

1
.
1
%

1
,
0
5
8

0
.
3
%

1
,
1
8
3

2
5
7

4
7
1

1
,
9
1
1

9
9
.
3
%

O
-
L
0
9

仕
様
-
O
-
A

A
F
W

1
3
,
5
8
9

8
月
3
日
(
月
)

1
6
.
0
%

9
5
5

1
0
.
0
%

1
,
1
5
7

2
5
7

3
9
7

1
,
8
1
1

9
4
.
1
%

O
-
L
1
0

仕
様
-
O
-
B

単
板
透
明

－
1
8
,
4
3
3

1
月
5
日
(
月
)

-
1
3
.
9
%

1
,
1
0
5

-
4
.
1
%

1
,
0
4
4

2
5
7

5
7
2

1
,
8
7
3

9
7
.
3
%

O
-
L
1
1

S
造
(
A
L
C
)

仕
様
-
O
-
A

標
準
(
G
W
1
5
)

A
F
W

反
射
塗
料

1
3
,
6
6
0

8
月
3
日
(
月
)

1
5
.
6
%

9
6
4

9
.
1
%

1
,
1
1
4

2
5
7

4
2
0

1
,
7
9
0

9
3
.
0
%

O
-
L
1
2

仕
様
-
O
-
B

標
準
(
G
W
1
5
)

単
板
透
明

－
1
7
,
0
7
8

1
月
5
日
(
月
)

-
5
.
5
%

1
,
0
7
9

-
1
.
7
%

1
,
0
9
9

2
5
7

5
2
5

1
,
8
8
1

9
7
.
7
%

O
-
L
1
3

S
造
(
C
W
・
窓
開
口
大
)

仕
様
-
O
-
A

標
準
(
G
W
2
5
)

A
F
W

反
射
塗
料

1
8
,
3
4
3

1
月
5
日
(
月
)

-
1
3
.
4
%

1
,
0
6
5

-
0
.
4
%

9
6
8

2
5
7

5
6
7

1
,
7
9
2

9
3
.
1
%

O
-
L
1
4

仕
様
-
O
-
B

標
準
(
G
W
2
5
)

単
板
透
明

－
2
6
,
6
0
5

1
月
5
日
(
月
)

-
6
4
.
4
%

1
,
5
0
0

-
4
1
.
4
%

1
,
0
1
2

2
5
7

9
9
8

2
,
2
6
7

1
1
7
.
7
%

表
６
－
２
８
 
建
築
的
対
策
の
試
算
結
果
（
事
務
所
）
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     気
候
区
分

負
荷
ピ
ー
ク
削
減

年
間
負
荷
削
減

NO
建
物
構
造

仕
様
グ
レ
ー
ド

外
壁
仕
様

窓
ガ
ラ
ス
仕
様

そ
の
他

最
大
日

年
間
［
7～

9、
12
～
3
月
］

負
荷

昼
間
（
8

～
22
h
）

最
大
日

負
荷
ピ
ー
ク
削

減
率

昼
間
（
8～

22
h）

負
荷
ピ
ー
ク
削

減
率

室
負
荷
(冷

房
・
顕
)

室
負
荷
(冷

房
・
潜
)

室
負
荷
(暖

房
・
顕
)

合
計

年
間
負
荷

(
率
)

MJ
/日

－
％

GJ
/年

％
GJ
/年

GJ
/年

GJ
/年

GJ
/年

％

蒸
暑
地

O-
H0
0

RC
造

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
仕
様
)

標
準
(
n
on
)

単
板
透
明

－
22
,5
58

7
月
2
1
日
(
火
)

0.
0%

1,
13
8

0.
0%

2,
22
7

29
0

23
2,
54
1

10
0.
0%

(
8
地
区
)

O-
H0
1

標
準
改
仕
様

高
断
熱
(G
W
25
)

21
,5
49

7
月
2
1
日
(
火
)

4.
5%

1,
12
8

0.
9%

2,
26
9

29
0

16
2,
57
6

10
1.
4%

O-
H0
2

PC
M

22
,7
72

7
月
2
1
日
(
火
)

-1
.0
%

1,
13
0

0.
7%

2,
19
8

29
0

22
2,
51
0

98
.8
%

O-
H0
3

標
準
(
n
on
)

複
層
透
明

22
,8
70

7
月
2
1
日
(
火
)

-1
.4
%

1,
16
0

-2
.0
%

2,
29
7

29
0

20
2,
60
6

10
2.
6%

O-
H0
4

複
層
L
o
w-
e

21
,7
69

7
月
2
1
日
(
火
)

3.
5%

1,
11
3

2.
2%

2,
19
7

29
0

21
2,
50
7

98
.7
%

O-
H0
5

AF
W

20
,0
26

7
月
2
1
日
(
火
)

11
.2
%

1,
03
6

9.
0%

2,
02
8

29
0

22
2,
34
0

92
.1
%

O-
H0
6

F
L
+日

調
ﾌ
ｨ
ﾙﾑ

22
,1
01

7
月
2
1
日
(
火
)

2.
0%

1,
11
7

1.
9%

2,
17
9

29
0

24
2,
49
3

98
.1
%

O-
H0
7

単
板
透
明

屋
上
緑
化

22
,2
70

7
月
2
1
日
(
火
)

1.
3%

1,
13
0

0.
7%

2,
21
1

29
0

23
2,
52
4

99
.4
%

O-
H0
8

反
射
塗
料

22
,1
44

7
月
2
1
日
(
火
)

1.
8%

1,
12
2

1.
4%

2,
18
8

29
0

24
2,
50
2

98
.5
%

O-
H0
9

仕
様
-
O
-A

高
断
熱
(G
W
25
)

AF
W

18
,0
80

7
月
2
1
日
(
火
)

19
.8
%

1,
00
3

11
.9
%

2,
02
5

29
0

16
2,
33
1

91
.7
%

O-
H1
0

仕
様
-
O
-B

標
準
(
n
on
)

複
層
透
明

－
22
,8
70

7
月
2
1
日
(
火
)

-1
.4
%

1,
16
0

-2
.0
%

2,
29
7

29
0

20
2,
60
6

10
2.
6%

O-
H1
1

S
造
(
A
LC
)

仕
様
-
O
-A

高
断
熱
(G
W
15
)

AF
W

反
射
塗
料

18
,0
62

7
月
2
1
日
(
火
)

19
.9
%

1,
00
5

11
.7
%

2,
03
0

29
0

16
2,
33
5

91
.9
%

O-
H1
2

仕
様
-
O
-B

標
準
(
n
on
)

複
層
透
明

－
22
,1
55

7
月
2
1
日
(
火
)

1.
8%

1,
15
9

-1
.8
%

2,
34
7

29
0

15
2,
65
2

10
4.
4%

O-
H1
3

S
造
(
C
W・

窓
開
口
大
)

仕
様
-
O
-A

高
断
熱
(G
W
25
)

AF
W

反
射
塗
料

19
,7
75

7
月
2
1
日
(
火
)

12
.3
%

1,
06
1

6.
7%

2,
11
6

29
0

18
2,
42
4

95
.4
%

O-
H1
4

仕
様
-
O
-B

標
準
(
n
on
)

複
層
透
明

－
28
,4
94

7
月
2
1
日
(
火
)

-2
6.
3%

1,
41
4

-2
4.
2%

2,
87
5

29
0

16
3,
18
1

12
5.
2%

表
６
－
２
９
 
建
築
的
対
策
の
試
算
結
果
（
事
務
所
）
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     気
候
区
分

負
荷
ピ
ー
ク
削
減

年
間
負
荷
削
減

N
O

建
物
構
造

仕
様
グ
レ
ー
ド

外
壁
仕
様

窓
ガ
ラ
ス
仕
様

そ
の
他

最
大
日

年
間
［
7
～
9
、
1
2
～
3
月
］

負
荷

昼
間
（
8

～
2
2
h
）

最
大
日

負
荷
ピ
ー
ク
削

減
率

昼
間
（
8
～

2
2
h
）

負
荷
ピ
ー
ク
削

減
率

室
負
荷
(
冷

房
・
顕
)

室
負
荷
(
冷

房
・
潜
)

室
負
荷
(
暖

房
・
顕
)

合
計

年
間
負
荷

(
率
)

M
J
/
日

－
％

G
J
/
年

％
G
J
/
年

G
J
/
年

G
J
/
年

G
J
/
年

％

温
暖
地

S
-
M
0
0

S
造
(
A
L
C
)

標
準
(
省
エ
ネ
基
準
仕
様
)

標
準
(
G
W
1
5
)

単
板
透
明

－
3
3
,
7
1
3

7
月
2
5
日
(
土
)

0
.
0
%

2
,
7
0
9

0
.
0
%

5
,
5
6
1

3
1
8

1
8
6

6
,
0
6
5

1
0
0
.
0
%

(
6
地
区
)

S
-
M
0
1

標
準
改
仕
様

高
断
熱
(
G
W
3
0
)

3
3
,
5
3
8

7
月
2
5
日
(
土
)

0
.
5
%

2
,
7
0
1

0
.
3
%

5
,
6
0
8

3
1
8

1
7
6

6
,
1
0
2

1
0
0
.
6
%

S
-
M
0
2

P
C
M

3
3
,
0
0
2

7
月
2
5
日
(
土
)

2
.
1
%

2
,
6
5
9

1
.
8
%

5
,
4
5
2

3
1
8

1
9
8

5
,
9
6
8

9
8
.
4
%

S
-
M
0
3

標
準
(
G
W
1
5
)

複
層
透
明

3
3
,
6
7
0

7
月
2
5
日
(
土
)

0
.
1
%

2
,
7
0
1

0
.
3
%

5
,
6
2
8

3
1
8

1
6
7

6
,
1
1
3

1
0
0
.
8
%

S
-
M
0
4

複
層
L
o
w
-
e

3
3
,
2
5
1

7
月
2
5
日
(
土
)

1
.
4
%

2
,
6
7
7

1
.
2
%

5
,
5
7
9

3
1
8

1
6
8

6
,
0
6
5

1
0
0
.
0
%

S
-
M
0
5

A
F
W

3
2
,
6
6
8

7
月
2
5
日
(
土
)

3
.
1
%

2
,
6
4
4

2
.
4
%

5
,
5
0
0

3
1
8

1
7
2

5
,
9
9
0

9
8
.
8
%

S
-
M
0
6

F
L
+
日
調
ﾌ
ｨ
ﾙ
ﾑ

3
3
,
4
7
5

7
月
2
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建
築
的
対
策
の
試
算
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果
（
商
業
施
設
（
物
販
店
舗
））
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候
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負
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（断熱） 

 

（潜熱蓄熱材（PCM）） 

 

図６－４ 建築的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間負荷(8～22時)状況（１） 
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（複層透明ガラス） 

 

（複層 Low-e ガラス） 

 

（エアフローウインド） 

 

（単板ガラス＋日射調整フィルム） 

 

図６－５ 建築的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間負荷(8～22時)状況（２） 
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（屋上緑化） 

 

（高反射率塗装） 

図６－６ 建築的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間負荷(8～22時)状況（３） 

 

（組合せ：仕様－O－A） 

 

（組合せ：仕様－O－B） 

図６－７ 建築的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間負荷(8～22時)状況（４） 
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（S 造組合せ：仕様－O－A） 

 

（S 造組合せ：仕様－O－B） 

図６－８ 建築的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間負荷(8～22時)状況（５） 

 

（S 造(カーテンウォール)組合せ：仕様－O－A） 

 

（S 造(カーテンウォール)組合せ：仕様－O－B） 

図６－９ 建築的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間負荷(8～22時)状況（６）  
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（断熱） 

 
（潜熱蓄熱材（PCM）） 

 
（複層透明ガラス） 

 
（複層 Low-e ガラス） 

 
（エアフローウインド） 

 
（単板ガラス＋日射調整フィルム） 

 
（屋上緑化） 

 
（高反射率塗装） 

図６－１０ 建築的対策した事務所（温暖地）の代表日の負荷状況（１） 
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（組合せ：仕様－O－A） 

 

（組合せ：仕様－O－B） 

 

（S 造組合せ：仕様－O－A） 

 

（S 造組合せ：仕様－O－B） 

 

（S 造(ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ)組合せ：仕様－O－A） 

 

（S 造(ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ)組合せ：仕様－O－B） 

図６－１１ 建築的対策した事務所（温暖地）の代表日の負荷状況（２） 
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6.6.2  設備的対策 

 設備的対策技術を導入した場合の試算結果一覧を表６－３２～表６－３６に示す。また、

設備的対策を導入した事務所（温暖地）の１年間の昼間電力量(8～22 時)状況の例を図６

－１２～図６－１５に、代表日の電力量状況の例を図６－１６～図６－１７に示す。 
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-
O
-
A

2
,
8
3
9

1
月
5
日
(
月
)

5
8
.
6
%

2
2
5
,
9
6
5

6
5
.
9
%

1
,
3
5
2
,
8
3
7

1
,
2
7
2
,
0
6
6

7
1
8
,
7
1
3

1
,
3
9
2
,
1
3
3

1
7
0
,
6
6
8

1
6
0
,
3
4
6

0
0

5
,
0
6
6
,
7
6
3

4
6
.
8
%

仕
様
-
O
-
B

2
,
1
8
4

1
月
5
日
(
月
)

6
8
.
2
%

1
2
2
,
5
2
1

8
1
.
5
%

1
,
3
5
2
,
8
3
7

1
,
2
7
2
,
0
6
6

7
1
8
,
7
1
3

1
,
3
9
2
,
1
3
3

1
7
0
,
6
6
8

1
6
0
,
3
4
6

-
3
1
8
,
6
9
4

1
7
3
,
3
1
7

4
,
9
2
1
,
3
8
6

4
5
.
4
%

仕
様
-
O
-
A

仕
様
-
O
-
B

1
,
9
8
5

1
月
5
日
(
月
)

7
1
.
1
%

1
0
7
,
2
9
0

8
3
.
8
%

1
,
1
9
4
,
9
1
2

1
,
2
1
5
,
6
3
4

7
1
8
,
7
1
3

1
,
3
9
2
,
1
3
3

1
7
0
,
6
6
8

1
6
0
,
3
4
6

-
3
1
8
,
5
6
1

1
7
3
,
3
1
7

4
,
7
0
7
,
1
6
0

4
3
.
5
%

表
６
－
３
２
 
設
備
的
対
策
の
試
算
結
果
（
事
務
所
）
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電
力
ピ
ー
ク
削
減

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

建
物
種
別

気
候
区
分

建
築
仕
様

設
備
シ
ス
テ
ム

最
大
日

年
間
［
7～

9、
12
～
3
月
］

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

昼
間
（
8

～
22
h
）

最
大
日

電
力
ピ
ー
ク

削
減
率

昼
間
（
8～

22
h）

電
力
ピ
ー
ク

削
減
率

熱
源

二
次
側
シ
ス

テ
ム

換
気

照
明
電
力

昇
降
機

給
湯

太
陽
光
発
電

蓄
電
池

合
計

一
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量

（
率
）

kW
h/
日

－
％

kW
h/
年

％
MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

％

事
務
所

蒸
暑
地

標
準

標
準

7,
38
8

7
月
2
1
日
(
火
)

0.
0%

64
6,
06
7

0.
0%

3,
85
9,
85
0

3,
14
6,
02
4

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

12
,0
39
,4
79

10
0.
0%

(
8
地
区
)

高
効
率
HP

6,
67
6

7
月
2
1
日
(
火
)

9.
6%

60
4,
55
0

6.
4%

3,
01
6,
35
6

3,
14
6,
02
4

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

11
,1
95
,9
85

93
.0
%

地
中
熱

7,
14
8

7
月
2
1
日
(
火
)

3.
3%

62
9,
38
3

2.
6%

3,
45
9,
48
0

3,
14
6,
02
4

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

11
,6
39
,1
09

96
.7
%

蓄
熱

5,
97
8

7
月
2
1
日
(
火
)

19
.1
%

56
3,
62
7

12
.8
%

3,
95
2,
17
7

3,
36
2,
79
5

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

12
,3
48
,5
76

10
2.
6%

大
温
度
差
送
水

7,
22
6

7
月
2
1
日
(
火
)

2.
2%

64
4,
40
1

0.
3%

3,
87
8,
56
6

3,
06
9,
38
6

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

11
,9
81
,5
57

99
.5
%

大
温
度
差
送
風

6,
97
5

7
月
2
1
日
(
火
)

5.
6%

56
2,
30
3

13
.0
%

3,
64
9,
88
3

1,
68
3,
54
3

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

10
,3
67
,0
30

86
.1
%

全
熱
交
換
器
無

7,
21
8

7
月
2
1
日
(
火
)

2.
3%

64
2,
33
7

0.
6%

4,
26
0,
77
6

2,
62
9,
85
2

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

11
,9
24
,2
32

99
.0
%

外
気
カ
ッ
ト
制
御
無

7,
38
8

7
月
2
1
日
(
火
)

0.
0%

64
6,
06
7

0.
0%

3,
92
2,
13
9

3,
15
0,
89
9

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

12
,1
06
,6
43

10
0.
6%

外
気
冷
房

6,
77
6

7
月
2
1
日
(
火
)

8.
3%

62
0,
11
3

4.
0%

3,
26
4,
06
2

3,
11
6,
02
2

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

11
,4
13
,6
89

94
.8
%

L
E
D照

明
6,
51
5

7
月
2
1
日
(
火
)

11
.8
%

52
3,
61
2

19
.0
%

3,
85
9,
85
0

3,
14
6,
02
4

71
8,
71
3

1,
97
1,
73
7

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

9,
97
3,
99
1

82
.8
%

照
明
制
御

6,
88
2

7
月
2
1
日
(
火
)

6.
9%

57
5,
18
4

11
.0
%

3,
85
9,
85
0

3,
14
6,
02
4

71
8,
71
3

2,
84
6,
10
6

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

10
,8
48
,3
60

90
.1
%

太
陽
光
発
電

7,
23
5

7
月
2
1
日
(
火
)

2.
1%

62
6,
58
6

3.
0%

3,
85
9,
85
0

3,
14
6,
02
4

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

-3
48
,5
82

0
11
,6
90
,8
96

97
.1
%

蓄
電
池

6,
76
2

7
月
2
1
日
(
火
)

8.
5%

55
8,
38
3

13
.6
%

3,
85
9,
85
0

3,
14
6,
02
4

71
8,
71
3

4,
03
7,
22
5

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
17
3,
31
7

12
,2
12
,7
96

10
1.
4%

仕
様
-
O
-A

3,
85
3

7
月
2
1
日
(
火
)

47
.8
%

28
5,
37
4

55
.8
%

2,
55
2,
59
9

1,
59
4,
85
9

71
8,
71
3

1,
39
2,
13
3

17
0,
66
8

10
6,
99
8

0
0

6,
53
5,
97
1

54
.3
%

仕
様
-
O
-B

3,
07
3

7
月
2
1
日
(
火
)

58
.4
%

17
8,
28
9

72
.4
%

2,
55
2,
59
9

1,
59
4,
85
9

71
8,
71
3

1,
39
2,
13
3

17
0,
66
8

10
6,
99
8

-3
47
,1
17

17
3,
31
7

6,
36
2,
17
1

52
.8
%

仕
様
-
O
-A

仕
様
-
O
-B

2,
57
2

7
月
2
1
日
(
火
)

65
.2
%

16
1,
18
8

75
.1
%

2,
36
8,
01
3

1,
51
8,
91
1

71
8,
71
3

1,
39
2,
13
3

17
0,
66
8

10
6,
99
8

-3
46
,6
97

17
3,
31
7

6,
10
2,
05
6

50
.7
%

表
６
－
３
３
 
設
備
的
対
策
の
試
算
結
果
（
事
務
所
）
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電
力
ピ
ー
ク
削
減

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

建
物
種
別

気
候
区
分

建
築
仕
様

設
備
シ
ス
テ
ム

最
大
日

年
間
［
7
～
9
、
1
2
～
3
月
］

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

昼
間
（
8

～
2
2
h
）

最
大
日

電
力
ピ
ー
ク

削
減
率

昼
間
（
8
～

2
2
h
）

電
力
ピ
ー
ク

削
減
率

熱
源

二
次
側
シ
ス

テ
ム

換
気

照
明
電
力

昇
降
機

給
湯

太
陽
光
発
電

蓄
電
池

合
計

一
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量

（
率
）

k
W
h
/
日

－
％

k
W
h
/
年

％
M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

％

商
業
施
設

温
暖
地

標
準

標
準

1
0
,
4
5
5

7
月
2
4
日
(
金
)

0
.
0
%

1
,
5
3
5
,
1
0
8

0
.
0
%

1
0
,
4
8
9
,
6
6
8

4
,
3
2
7
,
6
1
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
4
,
7
2
7
,
3
6
9

1
0
0
.
0
%

物
販
店
舗
相
当

(
6
地
区
)

高
効
率
H
P

9
,
2
4
9

7
月
2
4
日
(
金
)

1
1
.
5
%

1
,
3
6
4
,
7
4
3

1
1
.
1
%

7
,
7
5
8
,
1
5
2

4
,
3
2
7
,
6
1
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
1
,
9
9
5
,
8
5
3

8
9
.
0
%

地
中
熱

8
,
8
9
7

8
月
2
3
日
(
日
)

1
4
.
9
%

1
,
2
6
9
,
3
1
0

1
7
.
3
%

6
,
8
0
0
,
7
1
6

4
,
3
2
7
,
6
1
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
1
,
0
3
8
,
4
1
7

8
5
.
1
%

蓄
熱

7
,
1
8
3

7
月
2
4
日
(
金
)

3
1
.
3
%

9
4
9
,
7
5
9

3
8
.
1
%

9
,
8
0
0
,
8
6
8

4
,
7
4
4
,
9
3
1

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
4
,
4
5
5
,
8
8
8

9
8
.
9
%

大
温
度
差
送
水

1
0
,
3
0
3

7
月
2
4
日
(
金
)

1
.
5
%

1
,
5
2
4
,
4
3
2

0
.
7
%

1
0
,
4
8
6
,
1
5
7

4
,
1
4
3
,
7
5
9

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
4
,
5
4
0
,
0
0
5

9
9
.
2
%

外
気
カ
ッ
ト
制
御

1
0
,
1
7
0

7
月
2
4
日
(
金
)

2
.
7
%

1
,
4
9
4
,
2
7
2

2
.
7
%

1
0
,
1
8
8
,
8
5
7

4
,
1
4
2
,
8
6
5

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
4
,
2
4
1
,
8
1
2

9
8
.
0
%

全
熱
交
換
器

9
,
6
6
1

7
月
2
4
日
(
金
)

7
.
6
%

1
,
4
1
9
,
0
3
4

7
.
6
%

8
,
9
4
8
,
8
9
6

4
,
6
4
3
,
6
3
7

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
3
,
5
0
2
,
6
2
3

9
5
.
0
%

外
気
冷
房

1
0
,
1
2
9

7
月
2
5
日
(
土
)

3
.
1
%

1
,
5
2
1
,
1
0
8

0
.
9
%

1
0
,
2
9
9
,
8
4
4

4
,
3
1
6
,
1
9
4

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
4
,
5
2
6
,
1
2
8

9
9
.
2
%

L
E
D
照
明

9
,
7
2
5

7
月
2
4
日
(
金
)

7
.
0
%

1
,
3
7
9
,
6
5
8

1
0
.
1
%

1
0
,
4
8
9
,
6
6
8

4
,
3
2
7
,
6
1
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

5
,
1
8
0
,
0
5
1

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
2
,
1
1
6
,
0
0
3

8
9
.
4
%

照
明
制
御

1
0
,
0
4
0

7
月
2
4
日
(
金
)

4
.
0
%

1
,
4
4
6
,
7
2
6

5
.
8
%

1
0
,
4
8
9
,
6
6
8

4
,
3
2
7
,
6
1
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

6
,
3
1
3
,
2
3
5

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

2
3
,
2
4
9
,
1
8
7

9
4
.
0
%

太
陽
光
発
電

1
0
,
3
7
0

7
月
2
4
日
(
金
)

0
.
8
%

1
,
4
8
4
,
1
2
3

3
.
3
%

1
0
,
4
8
9
,
6
6
8

4
,
3
2
7
,
6
1
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

-
9
1
5
,
2
4
6

0
2
3
,
8
1
2
,
1
2
3

9
6
.
3
%

蓄
電
池

9
,
8
2
9

7
月
2
4
日
(
金
)

6
.
0
%

1
,
4
0
1
,
7
0
3

8
.
7
%

1
0
,
4
8
9
,
6
6
8

4
,
3
2
7
,
6
1
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
2
6
2
,
4
9
3

2
4
,
9
8
9
,
8
6
1

1
0
1
.
1
%

仕
様
-
S
-
A

4
,
2
6
0

7
月
2
4
日
(
金
)

5
9
.
3
%

6
2
3
,
6
3
5

5
9
.
4
%

5
,
2
2
3
,
5
1
7

4
,
2
8
5
,
1
3
6

1
,
3
3
9
,
9
1
8

4
,
1
9
6
,
5
2
9

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

0
0

1
5
,
8
2
3
,
8
5
5

6
4
.
0
%

仕
様
-
S
-
B

3
,
5
4
8

7
月
2
4
日
(
金
)

6
6
.
1
%

4
3
9
,
2
9
4

7
1
.
4
%

5
,
2
2
3
,
5
1
7

4
,
2
8
5
,
1
3
6

1
,
3
3
9
,
9
1
8

4
,
1
9
6
,
5
2
9

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

-
9
1
4
,
0
7
1

2
6
2
,
4
9
3

1
5
,
1
7
2
,
2
7
7

6
1
.
4
%

仕
様
-
S
-
A

仕
様
-
S
-
B

3
,
2
9
7

7
月
2
4
日
(
金
)

6
8
.
5
%

4
3
3
,
5
6
9

7
1
.
8
%

5
,
1
1
6
,
8
7
5

4
,
2
7
4
,
5
8
8

1
,
3
3
9
,
9
1
8

4
,
1
9
6
,
5
2
9

3
5
7
,
8
9
7

4
2
0
,
8
5
7

-
9
1
4
,
0
7
1

2
6
2
,
4
9
3

1
5
,
0
5
5
,
0
8
6

6
0
.
9
%

準
寒
冷
地

標
準

標
準

1
0
,
3
7
2

2
月
2
4
日
(
火
)

0
.
0
%

1
,
6
2
6
,
9
7
0

0
.
0
%

1
0
,
8
6
7
,
8
5
5

4
,
3
2
8
,
1
2
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
5
,
1
7
7
,
2
2
8

1
0
0
.
0
%

(
3
地
区
)

高
効
率
H
P

8
,
7
7
9

2
月
2
4
日
(
火
)

1
5
.
4
%

1
,
4
2
7
,
4
9
8

1
2
.
3
%

7
,
8
0
7
,
0
2
0

4
,
3
2
8
,
1
2
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
2
,
1
1
6
,
3
9
3

8
7
.
8
%

地
中
熱

8
,
3
4
7

1
月
3
0
日
(
金
)

1
9
.
5
%

1
,
2
5
4
,
7
8
7

2
2
.
9
%

6
,
0
2
7
,
4
4
3

4
,
3
2
8
,
1
2
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
0
,
3
3
6
,
8
1
5

8
0
.
8
%

蓄
熱

6
,
1
7
2

8
月
1
1
日
(
火
)

4
0
.
5
%

9
2
7
,
5
5
9

4
3
.
0
%

9
,
3
9
7
,
1
4
3

4
,
9
0
8
,
7
4
4

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
4
,
2
8
7
,
1
3
8

9
6
.
5
%

大
温
度
差
送
水

1
0
,
3
7
6

2
月
2
4
日
(
火
)

0
.
0
%

1
,
6
1
6
,
8
0
3

0
.
6
%

1
0
,
8
7
3
,
5
5
2

4
,
1
4
0
,
0
7
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
4
,
9
9
4
,
8
7
5

9
9
.
3
%

外
気
カ
ッ
ト
制
御

9
,
8
8
3

2
月
2
4
日
(
火
)

4
.
7
%

1
,
5
7
8
,
1
5
2

3
.
0
%

1
0
,
5
0
5
,
8
1
0

4
,
1
4
0
,
0
1
5

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
4
,
6
2
7
,
0
7
6

9
7
.
8
%

全
熱
交
換
器

8
,
2
3
7

1
月
3
1
日
(
土
)

2
0
.
6
%

1
,
4
3
8
,
8
7
5

1
1
.
6
%

8
,
5
6
2
,
2
5
8

4
,
5
8
4
,
6
7
7

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
3
,
1
2
8
,
1
8
6

9
1
.
9
%

外
気
冷
房

1
0
,
3
7
2

2
月
2
4
日
(
火
)

0
.
0
%

1
,
6
1
6
,
9
6
8

0
.
6
%

1
0
,
7
6
5
,
1
0
1

4
,
3
2
0
,
4
7
1

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
5
,
0
6
6
,
8
2
3

9
9
.
6
%

L
E
D
照
明

9
,
6
4
2

2
月
2
4
日
(
火
)

7
.
0
%

1
,
4
7
1
,
5
2
0

9
.
6
%

1
0
,
8
6
7
,
8
5
5

4
,
3
2
8
,
1
2
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

5
,
1
8
0
,
0
5
1

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
2
,
5
6
5
,
8
6
2

8
9
.
6
%

照
明
制
御

9
,
9
5
7

2
月
2
4
日
(
火
)

4
.
0
%

1
,
5
3
8
,
5
8
8

5
.
4
%

1
0
,
8
6
7
,
8
5
5

4
,
3
2
8
,
1
2
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

6
,
3
1
3
,
2
3
5

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

2
3
,
6
9
9
,
0
4
6

9
4
.
1
%

太
陽
光
発
電

1
0
,
1
9
3

2
月
2
4
日
(
火
)

1
.
7
%

1
,
5
8
7
,
6
5
1

2
.
4
%

1
0
,
8
6
7
,
8
5
5

4
,
3
2
8
,
1
2
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

-
7
5
7
,
8
4
3

0
2
4
,
4
1
9
,
3
8
5

9
7
.
0
%

蓄
電
池

9
,
7
4
6

2
月
2
4
日
(
火
)

6
.
0
%

1
,
4
9
3
,
5
6
5

8
.
2
%

1
0
,
8
6
7
,
8
5
5

4
,
3
2
8
,
1
2
2

1
,
3
3
9
,
9
1
8

7
,
7
9
1
,
4
1
7

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
2
6
2
,
4
9
3

2
5
,
4
3
9
,
7
2
1

1
0
1
.
0
%

仕
様
-
S
-
A

3
,
5
7
7

8
月
1
1
日
(
火
)

6
5
.
5
%

6
0
0
,
9
7
6

6
3
.
1
%

4
,
6
3
7
,
8
1
0

4
,
3
1
9
,
3
2
1

1
,
3
3
9
,
9
1
8

4
,
1
9
6
,
5
2
9

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

0
0

1
5
,
3
4
3
,
4
9
5

6
0
.
9
%

仕
様
-
S
-
B

2
,
7
9
4

8
月
1
1
日
(
火
)

7
3
.
1
%

4
2
8
,
2
8
5

7
3
.
7
%

4
,
6
3
7
,
8
1
0

4
,
3
1
9
,
3
2
1

1
,
3
3
9
,
9
1
8

4
,
1
9
6
,
5
2
9

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

-
7
5
7
,
2
0
2

2
6
2
,
4
9
3

1
4
,
8
4
8
,
7
8
6

5
9
.
0
%

仕
様
-
S
-
A

仕
様
-
S
-
B

2
,
6
4
5

8
月
1
1
日
(
火
)

7
4
.
5
%

4
2
5
,
5
7
3

7
3
.
8
%

4
,
5
4
4
,
9
7
3

4
,
3
1
0
,
5
0
6

1
,
3
3
9
,
9
1
8

4
,
1
9
6
,
5
2
9

3
5
7
,
8
9
7

4
9
2
,
0
1
9

-
7
5
7
,
0
6
9

2
6
2
,
4
9
3

1
4
,
7
4
7
,
2
6
7

5
8
.
6
%

表
６
－
３
４
 
設
備
的
対
策
の
試
算
結
果
（
商
業
施
設
（
物
販
店
舗
））
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電
力
ピ
ー
ク
削
減

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

建
物
種
別

気
候
区
分

建
築
仕
様

設
備
シ
ス
テ
ム

最
大
日

年
間
［
7～

9、
12
～
3
月
］

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

昼
間
（
8

～
22
h
）

最
大
日

電
力
ピ
ー
ク

削
減
率

昼
間
（
8～

22
h）

電
力
ピ
ー
ク

削
減
率

熱
源

二
次
側
シ
ス

テ
ム

換
気

照
明
電
力

昇
降
機

給
湯

太
陽
光
発
電

蓄
電
池

合
計

一
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量

（
率
）

kW
h/
日

－
％

kW
h/
年

％
MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

MJ
/年

％

商
業
施
設

蒸
暑
地

標
準

標
準

10
,2
42

7
月
2
2
日
(
水
)

0.
0%

1,
40
0,
37
4

0.
0%

11
,1
02
,1
28

4,
42
4,
91
4

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

25
,3
39
,5
70

10
0.
0%

物
販
店
舗
相
当

(
8
地
区
)

高
効
率
HP

9,
08
2

7
月
2
2
日
(
水
)

11
.3
%

1,
25
6,
11
1

10
.3
%

8,
50
7,
16
1

4,
42
4,
91
4

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

22
,7
44
,6
03

89
.8
%

地
中
熱

9,
92
0

8
月
2
2
日
(
土
)

3.
1%

1,
32
9,
31
4

5.
1%

9,
66
9,
21
4

4,
42
4,
91
4

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

23
,9
06
,6
56

94
.3
%

蓄
熱

7,
87
4

8
月
2
2
日
(
土
)

23
.1
%

1,
05
8,
26
6

24
.4
%

11
,1
01
,6
60

5,
35
3,
06
3

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

26
,2
67
,2
51

10
3.
7%

大
温
度
差
送
水

10
,1
50

8
月
2
2
日
(
土
)

0.
9%

1,
38
9,
21
4

0.
8%

11
,0
87
,1
24

4,
22
5,
35
8

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

25
,1
25
,0
10

99
.2
%

外
気
カ
ッ
ト
制
御

9,
96
7

8
月
2
2
日
(
土
)

2.
7%

1,
36
7,
72
5

2.
3%

10
,7
67
,8
46

4,
23
3,
67
0

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

24
,8
14
,0
43

97
.9
%

全
熱
交
換
器

9,
55
6

8
月
2
2
日
(
土
)

6.
7%

1,
34
3,
60
6

4.
1%

9,
80
1,
88
0

4,
91
4,
29
9

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

24
,5
28
,7
07

96
.8
%

外
気
冷
房

10
,1
71

8
月
2
2
日
(
土
)

0.
7%

1,
38
1,
61
3

1.
3%

10
,7
33
,4
29

4,
40
6,
05
8

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

24
,9
52
,0
15

98
.5
%

L
E
D照

明
9,
51
2

7
月
2
2
日
(
水
)

7.
1%

1,
24
4,
92
4

11
.1
%

11
,1
02
,1
28

4,
42
4,
91
4

1,
33
9,
91
8

5,
18
0,
05
1

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

22
,7
28
,2
04

89
.7
%

照
明
制
御

9,
82
7

7
月
2
2
日
(
水
)

4.
1%

1,
31
1,
99
2

6.
3%

11
,1
02
,1
28

4,
42
4,
91
4

1,
33
9,
91
8

6,
31
3,
23
5

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

23
,8
61
,3
87

94
.2
%

太
陽
光
発
電

9,
89
3

7
月
2
0
日
(
月
)

3.
4%

1,
35
1,
03
5

3.
5%

11
,1
02
,1
28

4,
42
4,
91
4

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

-8
70
,3
32

-0
24
,4
69
,2
38

96
.6
%

蓄
電
池

9,
61
6

7
月
2
2
日
(
水
)

6.
1%

1,
26
6,
96
9

9.
5%

11
,1
02
,1
28

4,
42
4,
91
4

1,
33
9,
91
8

7,
79
1,
41
7

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
26
2,
49
3

25
,6
02
,0
62

10
1.
0%

仕
様
-
S
-A

4,
62
4

7
月
2
0
日
(
月
)

54
.8
%

66
4,
96
7

52
.5
%

7,
06
4,
15
6

4,
44
1,
87
7

1,
33
9,
91
8

4,
19
6,
52
9

35
7,
89
7

32
3,
29
6

0
0

17
,7
23
,6
74

69
.9
%

仕
様
-
S
-B

3,
66
9

7
月
2
0
日
(
月
)

64
.2
%

48
2,
25
9

65
.6
%

7,
06
4,
15
6

4,
44
1,
87
7

1,
33
9,
91
8

4,
19
6,
52
9

35
7,
89
7

32
3,
29
6

-8
69
,3
33

26
2,
49
3

17
,1
16
,8
33

67
.5
%

仕
様
-
S
-A

仕
様
-
S
-B

3,
54
0

7
月
2
0
日
(
月
)

65
.4
%

47
1,
32
8

66
.3
%

6,
82
9,
56
9

4,
42
9,
87
5

1,
33
9,
91
8

4,
19
6,
52
9

35
7,
89
7

32
3,
29
6

-8
69
,3
33

26
2,
49
3

16
,8
70
,2
43

66
.6
%

表
６
－
３
５
 
設
備
的
対
策
の
試
算
結
果
（
商
業
施
設
（
物
販
店
舗
））
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電
力
ピ
ー
ク
削
減

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

建
物
種
別

気
候
区
分

建
築
仕
様

設
備
シ
ス
テ
ム

最
大
日

年
間
［
7
～
9
、
1
2
～
3
月
］

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

昼
間
（
8

～
2
2
h
）

最
大
日

電
力
ピ
ー
ク

削
減
率

昼
間
（
8
～

2
2
h
）

電
力
ピ
ー
ク

削
減
率

熱
源

二
次
側
シ
ス

テ
ム

換
気

照
明
電
力

昇
降
機

給
湯

太
陽
光
発
電

蓄
電
池

合
計

一
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量

（
率
）

k
W
h
/
日

－
％

k
W
h
/
年

％
M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

M
J
/
年

％

共
同
住
宅

温
暖
地

標
準

標
準

5
9
6

2
月
2
3
日
(
月
)

0
.
0
%

1
0
5
,
9
2
8

0
.
0
%

3
6
0
,
9
7
3

1
7
0
,
7
5
4

9
7
8
,
9
6
7

1
,
2
4
7
,
2
2
5

0
1
7
,
5
2
6

0
0

2
,
7
7
5
,
4
4
5

1
0
0
.
0
%

共
用
部

(
6
地
区
)

高
効
率
H
P

5
4
8

2
月
2
3
日
(
月
)

8
.
1
%

1
0
0
,
9
5
6

4
.
7
%

2
7
1
,
6
9
1

1
7
0
,
7
5
4

9
7
8
,
9
6
7

1
,
2
4
7
,
2
2
5

0
1
7
,
5
2
6

0
0

2
,
6
8
6
,
1
6
3

9
6
.
8
%

地
中
熱

5
8
9

2
月
2
3
日
(
月
)

1
.
2
%

1
0
6
,
6
8
8

-
0
.
7
%

3
7
5
,
5
8
2

1
7
0
,
7
5
4

9
7
8
,
9
6
7

1
,
2
4
7
,
2
2
5

0
1
7
,
5
2
6

0
0

2
,
7
9
0
,
0
5
4

1
0
0
.
5
%

全
熱
交
換
器
無

6
4
2

2
月
2
3
日
(
月
)

-
7
.
7
%

1
0
8
,
7
1
3

-
2
.
6
%

4
1
9
,
8
7
7

1
4
3
,
8
4
7

9
7
8
,
9
6
7

1
,
2
4
7
,
2
2
5

0
1
7
,
5
2
6

0
0

2
,
8
0
7
,
4
4
2

1
0
1
.
2
%

全
熱
交
換
器
バ
イ
パ
ス

5
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（高効率熱源機器） 

 

（地中熱利用ヒートポンプ） 

 

（蓄熱式空調システム） 

 

（大温度差送水） 

図６－１２ 設備的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間電力量(8～22時)状況（１） 
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（大温度差送風） 

 

（全熱交換器） 

 

（外気カット制御） 

 

（外気冷房） 

図６－１３ 設備的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間電力量(8～22時)状況（２） 
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（LED 照明器具） 

 

（照明制御） 

 

（太陽光発電設備） 

 

（蓄電池設備） 

図６－１４ 設備的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間電力量(8～22時)状況（３） 
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（組合せ：仕様－O－A） 

 

（組合せ：仕様－O－B） 

 

（組合せ：建築的対策（仕様－O－A）＋設備的対策（仕様－O－B）） 

図６－１５ 設備的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間電力量(8～22時)状況（４） 
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（高効率熱源機器） 

 
（地中熱利用ヒートポンプ） 

 
（蓄熱式空調システム） 

 
（大温度差送水） 

 
（大温度差送風） 

 
（全熱交換器） 

 
（外気カット制御） 

 
（外気冷房） 

図６－１６ 設備的対策した事務所（温暖地）の代表日の電力量状況（１） 
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（LED 照明器具） 

 
（照明制御） 

 
（太陽光発電設備） 

 
（蓄電池設備） 

 
（組合せ：仕様－O－A） 

 
（組合せ：仕様－O－B） 

 
（組合せ：建築的対策（仕様－O－A） 

＋設備的対策（仕様－O－B）） 

 

 

図６－１７ 設備的対策した事務所（温暖地）の代表日の電力量状況（２） 
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6.6.3 運用的対策 

事務所における運用的対策（①空調室内設定温度の緩和、②予冷・予熱空調、③照明器

具の間引き（室内設定照度の緩和））を実施した場合の試算条件を表６－３７～表６－３９

に示し、試算結果を表６－４０に示す。 

また、運用的対策を実施した事務所（温暖地）の 1年間の昼間電力量（8～22 時）状況

の例を図６－１８に、代表日の電力量状況を図６－１９に示す。 

 

表６－３７ 空調室内設定温度の緩和 

空調室内設定温度の

緩和 

・空調室内設定温度を以下のように緩和 

冷房室内条件 26℃50％ → 28℃50％ 

暖房室内条件 22℃40％ → 20℃40％ 

※中間期は 24℃50％として変えない 

 

 

表６－３８ 予冷・予熱空調 

予冷・予熱空調無し ・空調運転時間（事務所）を以下のように変更 

予冷・予熱有り：7 時～20 時（室使用の 1 時間前から運転） 

 ↓ 

予冷・予熱無し：8 時～20 時（室使用と同時に運転） 

 

 

表６－３９ 照明器具の間引き（室内設定照度の緩和） 

室内設定照度の緩和 ・室内設計照度が以下となるように照明器具を間引き点灯 

事務室 750 lx → 500 lx（JIS 基準下限値） 

廊下  200 lx → 100 lx 

便所  300 lx → 200 lx 
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（室温緩和） 

 

（予冷・予熱無し） 

 

（照明間引き点灯） 

図６－１８ 運用的対策した事務所（温暖地）の１年間の昼間電力量(8～22時)状況 
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（室温緩和） 

 
（予冷・予熱無し） 

 
（照明間引き点灯） 

 

 

図６－１９ 運用的対策した事務所（温暖地）の代表日の電力量状況 
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6.7  試算結果の分析 

6.7.1 熱負荷に関する分析 

建築的対策を施したときの年間熱負荷の低減及びピーク時間帯の熱負荷削減効果を図６

－２０～図６－２５、各対策技術の効果のまとめを表６－４２～表６－４４に示す。各対策

技術の熱負荷削減効果は次の 4つのグループに分類できる。なお、地域、建物種別毎で標準

としている外皮の仕様が異なるので留意が必要である。 

 

表６－４１  外皮の省エネ対策効果の分類 

グループ ピーク熱負荷削減と年間熱負荷低減の形態 

A： ピーク熱負荷を削減しつつ、年間熱負荷も 5～10％（超）程度低減する。 

B： ピーク熱負荷の削減と年間熱負荷の低減率はＡの 50％程度である。 

C： ピーク熱負荷削減効果はあるが、年間熱負荷は増加する場合がある。 

D： ピーク熱負荷削減、年間熱負荷低減効果はわずかである。 

 

 得られた知見を以下に示す。なお、C・D グループに属する技術であっても、建物形状、

平断面、冷暖房期間・モードなどの諸条件によっては効果的な場合もあるので留意が必要で

ある。 

 

① 建物用途別に見ると、事務所においてはピーク熱負荷削減率は最大で 12％、年間熱負荷

低減率は最大で 8％となった。外皮負荷が空調負荷に与える割合が小さい商業施設（物

販店舗）では 4％、3％と共に小さい結果となり、逆に外皮負荷が空調負荷に大きな影響

を与える共同住宅（共用部）においては、ピーク熱負荷削減率 31％、年間負荷低減効果

13％と大きくなっている。 

② 開口部の省エネ対策の基本である「日射の侵入抑制」と「断熱」を同時に達成できるエ

アフローウィンドウ、複層 LowE ガラスの効果が大きい（A・Bグループ）。 

③ 窓ガラスの複層化や外壁等の断熱強化はピーク熱負荷削減には繋がるものの、内部負荷

が大きい事務所や商業施設（物販店舗）では、過度な断熱強化は年間熱負荷が増加する

ケースもある。各建物の負荷条件に応じた最適な断熱（仕様・厚さ）を施す必要がある

（Cグループ）。 

④ 内部発熱が小さく、外皮負荷の影響が大きい共同住宅（共用部）において窓ガラスを複

層・透明化すると、温暖地（標準仕様は断熱厚 40mm、単板ガラス）ではピーク、年間共

に熱負荷が低減できる一方で、蒸暑地（標準仕様は断熱厚 15mm、熱線反射ガラス）では

ピーク・年間ともに熱負荷は増大している。（（図６－２４・図６－２５グループ C）。 
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(1) 事務所 
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図６－２０  ピーク負荷削減率と年間負荷（率）[事務所] 
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図６－２１  ピーク負荷削減率と年間負荷（率）[事務所]（拡大） 

表６－４２  対策毎の効果の分類[事務所] 

グループ A B C D

外皮省エネ AFW 複層Low-e 高断熱(GW50) PCM

対策 複層透明 FL+日調ﾌｨﾙﾑ

屋上緑化

反射塗料
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(2) 商業施設（物販店舗） 
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図６－２２  ピーク負荷削減率と年間負荷（率）[商業施設（物販店舗）] 
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図６－２３  ピーク負荷削減率と年間負荷（率）[商業施設（物販店舗）]（拡大） 

表６－４３  対策毎の効果の分類[商業施設（物販店舗）] 

グループ A B C D

外皮省エネ AFW PCM 複層透明 反射塗料

対策 複層Low-e 屋上緑化

FL+日調ﾌｨﾙﾑ

高断熱(GW30)
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(3) 共同住宅（共用部） 
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図６－２４  ピーク負荷削減率と年間負荷（率）[共同住宅（共用部）] 
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図６－２５  ピーク負荷削減率と年間負荷（率）[共同住宅（共用部）]（拡大） 

表６－４４  対策毎の効果の分類[共同住宅（共用部）] 

グループ A B C D

外皮省エネ 複層Low-e PCM 複層透明 熱反

対策 高断熱(GW90) FL+日調ﾌｨﾙﾑ

反射塗料
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6.7.2 エネルギー消費量に関する分析 

 建築的対策及び設備的対策を施したときの年間エネルギー消費量の低減効果及びピーク

時間帯の電力消費量削減効果を図６－２６～図６－３１に、対策技術効果のまとめを表６－

４６～表６－４８に示す。各対策技術によるエネルギー消費量削減効果は次の 5つのグルー

プに分類できる。 

 

表６－４５  設備システムの省エネ対策効果の分類 

グループ ピーク電力削減とエネルギー消費量の形態 

A： ピーク電力を削減しつつ、エネルギー消費量も同時に 10％以上低減する。 

B： ピーク電力削減効果は大きいが、エネルギー消費量低減はわずかである。 

C： ピーク電力削減効果はあるが、エネルギー消費量は増加する。 

D： ピーク電力削減とエネルギー消費量の低減は 10％以下である。 

E： ピーク電力、エネルギー消費量はわずかである。 

 

 得られた知見を以下に示す。 

 

① 建物用途別に見ると、事務所においてはピーク電力削減率は最大で 84％、年間エネルギ

ー消費量低減率は最大で56％であった。商業施設（物販店舗）ではピーク電力削減率74％、

年間エネルギー消費量低減率は 42％、共同住宅（共用部）ではピーク電力削減率 46％、

年間エネルギー消費量低減率は 36％である。 

② 事務所と商業施設（物販店舗）では空調設備のエネルギー消費量が大きく、そのうち熱

源システムが過半を占めるため、高効率熱源機の採用、地中熱ヒートポンプなど熱源シ

ステムの高効率化は年間・ピーク時間帯電力消費量双方の低減に有効である。 

③ ピーク電力削減効果は、空調熱源機器の電力消費を夜間に移行する蓄熱システムが最も

大きい。設計を工夫すれば、年間エネルギー消費量も低減も可能である。 

④ 熱源のみでなく、空調搬送設備のうち空気側搬送動力の低減効果は大きい。 

⑤ 空調搬送設備のうち水側搬送動力はシステムとしての消費電力は小さいが、大温度差に

伴う変流量化は熱源の運転台数制御にも影響し、空調設備全体のエネルギーを支配する

場合もなるため留意が必要である。 

⑥ ＬＥＤ照明の採用については、器具の高効率化、省エネ制御の採用による省エネ効果が、

そのまま年間エネルギー消費量削減効果及びピーク電力削減効果に直結している。 

⑦ 蓄電設備はピーク電力削減効果を有するが、年間エネルギー消費量は増大する。 

⑧ Ｄ、Ｅに分類されたシステムでも試算の条件によっては効果が得られる場合があること

に留意が必要である（例えば外気冷房制御の効果は冷暖房期間やモードに大きく依存す

るが、これらの条件は本試算では固定で与えている）。 
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(1) 事務所 
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図６－２６  電力ピーク削減率と一次エネルギー消費量（率）[事務所ビル] 
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図６－２７  電力ピーク削減率と一次エネルギー消費量（率）[事務所ビル]（拡大） 

表６－４６  システム毎の効果の分類[事務所ビル] 

グループ A B C D E
設備 LED照明 蓄熱 蓄電池 地中熱 大温度差送水
システム 大温度差送風 全熱交換器 外気冷房

照明制御 高効率HP 太陽光発電
外気カット制御
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(2) 商業施設（物販店舗） 
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図６－２８  電力ピーク削減率と一次エネルギー消費量（率）[商業施設（物販店舗）] 
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図６－２９  電力ピーク削減率と一次エネルギー消費量（率）[商業施設（物販店舗）]（拡大） 

表６－４７  システム毎の効果の分類[商業施設（物販店舗）] 

グループ A B C D E
設備 地中熱 蓄熱 蓄電池 全熱交換器 外気カット制御
システム 高効率HP 外気冷房 大温度差送水

LED照明 照明制御
太陽光発電
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(3) 共同住宅（共用部） 
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図６－３０  電力ピーク削減率と一次エネルギー消費量（率）[共同住宅（共用部）] 
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図６－３１  電力ピーク削減率と一次エネルギー消費量（率）[共同住宅（共用部）]（拡大） 

表６－４８  システム毎の効果の分類[共同住宅（共用部）] 

グループ A B C D E

設備 LED照明 蓄電池 照明制御 全熱交換器

システム 太陽光発電 高効率HP
外気冷房（全熱交バイ

パス）

地中熱
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6.8  本試算での主たる電力ピーク対策技術の設計上の留意点 

 

 本プロジェクトで開発した評価システムを活用して試算を行った結果より得られた知見

を基に、本試算上で効果的であった主たる電力ピーク対策技術について主として以下の①～

④の観点から整理する。 

 

① 目的とポイント 

② 技術の種類・特徴 

③ 設計上の留意点 

④ 電力ピーク削減効果 
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6.8.1 断熱計画 

(1) 目的とポイント 

外壁や屋根、床面等に断熱材を入れることで、壁体部の貫流熱負荷を低減させる（図６－

３２）。 

 

温暖地域では高断熱化に伴い最大熱負荷は低減できるものの、年間冷房負荷では増加する

ことがあるためその対策と、断熱材の位置(外内)についても、その特質を活かした適用が必

要である。 

 

 

  

内断熱の概念 外断熱の概念 

図６－３２  内断熱と外断熱 

(2) 断熱材 

① 断熱材は大別すると繊維系と発泡プラスチック系に分けられる(表６－４９)。断熱材の

熱伝導率は、0.03～0.05[W/(m･K)]程度であり、普通コンクリートの 1.4[W/(m･K)]に比

べ、断熱性が高い。 

② 外壁の断熱性能は熱貫流率で評価され、熱貫流率が小さいほど断熱性能は高く、断熱材

の厚みを大きくすることで達成される。 

 

表６－４９  断熱材の種別と熱伝導率 1） 

熱伝導率 熱伝導率 熱伝導率

材料名 [W/(m・K)] 材料名 [W/(m・K)] 材料名 [W/(m・K)]

ガラス綿(10K) 0.050 スチレン発泡板(ビーズ) 0.047 普通コンクリート 1.400

ガラス綿(24K) 0.042 スチレン発泡板(押出) 0.037 モルタル 1.500

ガラス綿(32K) 0.040

岩綿保温材 0.042 硬質ウレタン発泡板 0.028 木材(重量) 0.190

吹付け岩綿 0.051 軟質ウレタン発泡板 0.050 木材(中量) 0.170

木材(軽量) 0.140

ポリエチレン発泡板 0.044 合板 0.190

硬質塩ビ発泡板 0.036

繊維系断熱材 発泡プラスチック系断熱材 その他材料
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(3) 内断熱と外断熱 

内断熱と外断熱の断面図（概念）を図６－３２に示す。 

① 熱負荷の観点では、構成部材が同じであれば熱貫流率は等しいため PAL＊での評価は同じ

である。内断熱が冷暖房の立ち上がりが早いのに対し、停止後の室温変動は大きい。逆

に外断熱は躯体の熱容量が熱収支に影響するため、立ち上がりに時間が掛かる反面、安

定してしまえば、空調停止に対しては、室温の変動は緩やかである。冷暖房の間欠運転

に対しては内断熱、連続運転に対しては外断熱が適している。 

② 内断熱は、室内側に断熱材が来るために厚さを大きく確保すると居室面積が減るので制

限があるのに対し、外断熱では、厚さの制限が少ないことから、集合住宅や、断熱厚を

大きくしたい寒冷地での採用が多い。 

③ 外断熱は、断熱材と外装材の間に通気層を取る場合と、外装材を断熱材に張り付ける場

合がある。また防耐火上、外断熱では外装材に制限を受け、施工コストも高くなる。 

(4) 設計上の留意点 

(a) 一般事項 

① 断熱材を厚くすることで最大熱負荷は低減できるが、温暖地域ではそれほどでもなく、

却って中間期の冷房負荷の増大を招くケースがあるので、費用対効果も考慮して決定す

べきである。 

② 一般に、内部発熱が大きい建物では、冷房運転停止後に室内温度は一旦上昇し、高断熱

化した建物では熱気が抜けにくく、外気温度が室温より低いにも関わらず室温が低下し

ない状態となり、これが蓄熱負荷となって、特に中間期の冷房負荷を増加させる。夜間

に換気することで室温を低下させ負荷削減を図るのが望ましいが、省エネの観点から夜

間換気(ナイトパージ)には、ファン動力を要しない自然換気で実施することが望ましい。 

③ 日射の受熱量が大きい屋根面に関しては、日射による表面温度上昇に伴う熱貫流を防止

するために、暑熱地域であっても十分な断熱厚が必要である。 

(b) 結露対策 

① グラスウール、ロックウール等の透湿抵抗の小さい断熱材を採用する場合は、内部結露

の検討が必要な場合があり、高湿側に防湿層を設ける等に注意が必要である。 

② 結露防止を目的とした断熱(保温)にあっては、壁体の表面温度と接触空気の温湿度状態

によって結露判定を行い断熱(保温)材の厚みを決めるため、負荷計算とは別の熱解析が

必要となる。 

(c) 内断熱 

壁の内断熱では、梁や柱により断熱が途切れる部分が発生しヒートブリッジとなるケース

があり、このような場合、断熱材の巻揚げや立ち上げ立ち下げの補強が必要となる場合があ

るので留意が必要である。 

(d) 外断熱 

① 外断熱と内断熱の熱負荷低減効果に大きな差は無いが、外断熱の蓄熱効果を利用する場
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合は、別途熱伝導解析等が必要である。 

② 外断熱では、外装材の不燃性に考慮する必要がある。 

 

(5) 効果 

① 本試算でも負荷ピーク削減効果

は、事務所から共同住宅（共用

部）で 5％前後認められるが、設

計上の留意点で示したように年

間負荷では、内部発熱負荷の大

きい事務所、商業施設（物販店

舗）では年間負荷が微増してい

る（図６－３３）。 

② 内部発熱の小さい共同住宅（共

用部）ではピーク削減効果は 5％

超で年間熱負荷も低減している

が、より効果的と思われる準寒冷地よ

りも温暖地の方が負荷ピーク、年間負

荷とも低減している。これは本試算の標準仕様上、温暖地で単板ガラスに対し、準寒冷

地では複層ガラスとして、外皮性能で断熱性能を高めているためと思われる（図６－３

３・図６－３５）。 
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図６－３５  室内負荷の推移（共同住宅・温暖地） 
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6.8.2 複層 Low-E ガラス 

(1) 目的とポイント 

ガラスからの日射侵入、貫流熱を減らし熱負荷を軽減する（図６－３６）。 

 

① 開口部である窓は、外気との温度差による貫流熱や日射侵入があるため、熱負荷に占め

る割合が大きいため対策が必要である。 

② ガラスは、種類によって断熱性能や日射の遮蔽性能に違いがあるため熱負荷削減の観点

から適切なものを選定する。 

③ 窓ガラスの断熱性を高めることは、ガラスの室内側表面温度が室温に近づくことになり、

放射環境が改善され、熱負荷の削減ばかりでなく、快適性の向上にもつながる。 

 

日射遮蔽率

熱貫流率

単層透明 熱線反射 熱線吸収 高性能熱線反射 Low-E 遮熱

可視光透過率

 

図６－３６  窓ガラスの熱的性能の概念 

 

(2) 窓ガラスの熱的性能 

図６－３７に一般的な窓ガラスの熱的性能を、熱貫流率と日射侵入率で示す。 

日射は冬期の暖房負荷を低減する方向に働くが、非住宅建物では、直達日射はブラインド

により遮蔽されることが多く、熱貫流率が小さく、日射侵入率が小さいほど断熱性能がよく

日射遮蔽性能がよいガラスほど、熱負荷低減効果は大きい。 

(3) 複層 Low-E ガラス 

① 複層 Low-E ガラスは、ガラスに特殊な金属膜をコーティングすることで日射遮蔽機能と

高い断熱性能を兼ね備えた複層ガラスである。 

② 遮熱タイプと断熱タイプがあり、遮熱タイプは、屋外側に Low-E ガラスを配し、屋外側

の Low-E ガラスで太陽熱を吸収し、Low-E 膜が熱線を屋外に放射させることで遮熱効果が

高くなる。 

③ 断熱タイプは、室内側に Low-E ガラスを配したものである。 

④ ミラーガラスとも言われる熱線反射ガラスは、太陽光の反射率が極めて高いが、反射光

が光害となり近隣クレームを招くケースがある。 
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図６－３７  窓ガラスの日射透過率と熱貫流率 

(4) 設計上の留意点  

(a) 一般事項 

① 寒冷地など外気温度が低く暖房負荷の大きくなる地域では断熱性能が高いものを、暑熱

地域では日射の遮蔽効果が大きいものを選択する。 

② 複層 Low-E ガラスでは、遮熱タイプか断熱タイプとするかは地域や窓の方位等を考慮し

て検討する。 

③ 熱線反射ガラスは、反射光が近隣環境へ悪影響を与えクレームの発生につながることが

多く注意を要するが、一方で反射光は暗部を明るくする利点もあるため効果的な設置を

検討することも必要である。 

④ ガラス面積が大きいカーテンウォール構造等では、特に階高が大きくなるエントランス

などではコールドドラフトの発生も懸念されるため、断熱性能の向上と共に設備システ

ムでの対応も検討することが望ましい。 

(b) 結露 

① 断熱性能が低いガラスの場合、冬季の結露対策について検討を行うことが必要である。 

② 寒冷地では複層ガラスの採用が多いが、加湿を計画的に行う施設においては検討が必要

である。 

③ ガラス面だけでなくサッシでの結露に関しても注意が必要である。 
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(5) 効果 

① 内部発熱の大きい事務所、商業施設（物

販店舗）でも 5％未満ではあるものの負

荷ピーク削減、年間熱負荷低減効果が認

められる（図６−３８、図６−３９、図６

−４０）。 

② 内部発熱の小さい共同住宅で、温暖地で

は夏期の日射進入抑制効果、冬期の断熱

性能向上によるピーク削減効果は大き

く負荷ピーク削減 25％超、年間熱負荷

でも 15％程度低減している（図６－３

８・図６－４１）。 

③ より効果的と思われる準寒冷地よりも温暖地の方が負荷ピーク、年間負荷とも低減して

いる。これは本試算の標準仕様上、温暖地で単板ガラスに対し、準寒冷地では複層ガラ

スとして、外皮性能で断熱性能を高めているためと思われる（図６－３８）。 
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図６－３９  室内負荷の推移（事務所・温暖地） （日系列） 
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図６－４０  室内負荷の推移（事務所・温暖地） （時系列） 

図６－３８  負荷ピーク削減率と年間負荷（率） 

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

70% 80% 90% 100% 110% 120% 130%

負
荷
ピ
ー
ク
削
減
率

年間負荷(率)

事務所 温暖地

事務所 準寒冷地

事務所 蒸暑地

商業施設 温暖地

商業施設 準寒冷地

商業施設 蒸暑地

共同住宅 温暖地

共同住宅 準寒冷地

共同住宅 蒸暑地

複層LowE



6-68 

 

0

500

1,000

1,500

2,000

1/
1

1/
15

1/
29

2/
12

2/
26

3/
12

3/
26 4/
9

4/
23 5/
7

5/
21 6/
4

6/
18 7/
2

7/
16

7/
30

8/
13

8/
27

9/
10

9/
24

10
/8

10
/2
2

11
/5

11
/1
9

12
/3

12
/1
7

12
/3
1

昼
間

(8
～

22
時

)負
荷
［M

J/
日
］

標準 複層Low-e

：電力ピーク削減率対象期間

負荷ピーク削減率＝27.4%

12/1～12/311/1～3/31 7/1～9/30

 
（日系列） 

0.0

30.0

60.0

90.0

120.0

150.0

180.0

210.0

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617181920212223

室
負
荷

［
M
J/
h
］

標準 複層Low-e冬期代表日 1月5日(月)

電力ピーク対策時間帯（8～22h）

 
0.0

30.0

60.0

90.0

120.0

150.0

180.0

210.0

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617181920212223

室
負
荷

［
M
J/
h
］

標準 複層Low-e

電力ピーク対策時間帯（8～22h）

夏期代表日 7月21日(火)

 

冬期最大日（時系列） 夏期最大日（時系列） 

図６－４１  室内負荷の推移（共同住宅・温暖地） 
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6.8.3 エアフローウィンドウ 

(1) 目的とポイント 

窓からの熱負荷を抑制し、窓周りの温熱環境を向上する。 

エアフローウィンドウは、窓からの日射侵入、ガラス貫流熱を軽減することを目的として

提案された窓システムである。 

(2) システム構成と原理 

エアフローウィンドウでは、図６－４３に示すように、侵入した日射をブラインドで吸収

し、このブラインドに室内空気を通風し、ブラインドの熱を除去する。 

① 暖められた通風空気は、夏季は排出、冬季は回収する等、季節によって使い分ける場合

もある。 

② 内外ガラスの間にブラインドを内蔵したサッシ構造とするタイプ(エアフローウィンド

ウ)、内側ガラスをロールスクリーン等で代用するタイプ(簡易エアフローウィンドウ)、

内側ガラスを設けずブラインドに直接吹き付けるタイプ(エアバリアウィンドウ)等があ

る。 

③ 簡易なほどコストは低減できるが、日射熱の除去能力に欠け、窓システムとしての日射

遮蔽効果は低下する。 

(3) 窓周りの温熱環境の向上 

① 窓周りは、日射や外気温度によって夏暑く、冬は寒くなる。また時刻変動も大きいため

冷暖房が不可欠であったが、エアフローウィンドウにより変動が安定することや内側ガ

ラス温度が室温に近づくため温熱環境が改善され、空調をせずに許容できるエリアとす

ることができるペリメータレス空調が実現できる。 

② 簡易タイプでは、ペリメータレス空調には至らないものの環境改善効果は期待できる。 

③ 日射熱により夏季は上昇流、冬季はガラス面の温度が低いことで下降流が発生しコール

ドドラフトや上下温度差を生じ温熱環境を悪化させるが、エアフローウィンドウでは、

これらを回避できる。 

  

図６－４２  エアフローウィンドウの構成 図６－４３  エアフローウィンドウの原理 2） 



6-70 

(4) 設計上の留意点 

(a) 一般事項 

① 一般に通風空気は、夏期排出、冬期回収となるが、中間期には冷暖房負荷が混在する、

また内部発熱の多い建物では、冬季にも冷房負荷が発生するなど状況は複雑である。状

況に応じた運用ができるように配慮する。 

② 通風するためにガラス面が汚れるので、通常は、室内側を開放できる構造とするなど、

内部の清掃ができる構造とする。 

③ エアフローウィンドウは躯体内側に設置するため、採用する場合は室内面積が減少する。 

(b) 通風量 

① エアフローウィンドウは、通風量が多くなるほど熱的性能は向上するが、通風空気を外

部へ排出する場合は、すきま風の誘発など居室での給排気バランスに注意が必要である。 

② エアフローウィンドウに通風する空気は、夏期のみならず、冬期でも結局は排出される

ので、通風量分はどうしても取入れ外気量は増加することになるため、この外気導入量

の増加による外気負荷の増加と通風による窓周りの負荷低減効果のバランスを鑑みて通

風量を決定することが必要である。 

(c) 結露対策 

外側ガラスの室内側表面の環境条件は、通常

の窓ガラスとほぼ同等であるため、結露した場

合に容易にふき取れるサッシ構造とする。 

(5) 効果 

用途からして共同住宅の共用部にエアフロー

ウィンドウを設置するケースは考えられないた

め、ここでは、事務所と商業施設（物販店舗）

について検証する。 

① 事務所建物では、負荷ピーク削減率、年間負荷

低減効果共、準寒冷地～蒸暑地で概ね 10％と大きい。 

② 商業施設（物販店舗）では事務所よりも窓面積が小さいため各地域とも 3％以下に留まっ

ている。 
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図６－４４  負荷ピーク削減率と年間負荷
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6.8.4 高効率熱源機 

(1) 目的とポイント 

非住宅建物のエネルギー消費量のうち大きな割合を占める空調設備の熱源機に高効率機

器を採用することで、電力ピーク削減と省エネルギーを図る。 

 

(a) 熱源機の効率（ＣＯＰ） 

熱源設備の基本的な性能指標として通常は熱源機器単体のエネルギー効率を成績係数

（Coefficient Of Performance）で示す。 

 

   hkWhkWMJ

MJdt
COP

・電力量・

能力
冷凍機





/6.3

                   （6.1） 

 

(b) 高効率熱源機 

一般に高効率熱源機とは、概ねターボ冷凍機 COP= 6.0 、水冷式チラーCOP=5.0、空冷ヒ

ートポンプ 4.0（エネルギー需給構造改革投資促進税制（エネ革税制））以上のエネルギー

効率の電動熱源機を対象とする。 

表６－５０  各種電動冷凍機の定格時成績係数（概略値） 

機種  COP 備考 

回転式冷凍機 水冷 3.5～3.6  

 空冷 2.5～4.0 散水なし 

  3.4～4.8 散水あり 

遠心式冷凍機 水冷 4.5～5.5  

  （5.3～6.4） 高効率型 

 

(c) 台数分割と一次ポンプ 

熱源機器の台数分割（台数・容量）は建物の規模・用途、熱負荷（最大熱負荷・熱負荷変

動）への追従性、機器効率、保守点検を総合的に検討して決定する。なお、一次ポンプは原

則的に熱源機器に対して各々1台ずつ設置する。本件効果試算では、基本的に熱源機は最大

熱負荷 50％×2台、一次ポンプは熱源毎に設置している。 

(d) 部分負荷特性 

COP が定格条件での機器効率を示すのに対し、実際の熱負荷は図６－４６に示す様に、年

間熱負荷計算では 60～70％の負荷率頻度が多く、実測値ではさらに 10％～20％の低負荷運

転が支配的となっている。そのため熱源機も定格運転は僅かで、部分負荷運転がほとんどを

占めているため、運転効率も、部分負荷特性を重視すべきであり、各メーカーでもモジュー

ル化＋台数制御）やインバーター搭載とするなど部分負荷運転の向上を図っている。設計段

階でもこれらを鑑みて構築する熱源システのエネルギー性を検証することが必要である。 
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(e) モジュールヒートポンプ 

モジュールヒートポンプは、100kW 程度のヒートポンプを基本モジュールとして複数隣接

設置して圧縮機を台数制御することで、部分負荷特性の向上を図っている。加えて搬入の容

易性、冷暖同時運転、モジュール毎のデフロスト運転などモジュール化による利便性の向上

から採用例が増加している。 

 

本件での効果試算でも事務所と商業施設（物販店舗）には高効率熱源機としてモジュール

型を採用し検証した。また Web プログラム（平成 25 年省エネルギー基準の一次エネルギー

算定）上での熱源機性能特性（最大能力比・最大入力比・部分負荷特性）の例を図６－４８

～図６－５３に示す。なお、共同住宅（共用部）は個別分散ビルマルチ方式としている。 
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図６－４６冷房負荷率別頻度（東京・事務所ビル） 図６－４７ﾓｼﾞｭｰﾙﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ変流量方式の配管ｼｽﾃﾑ例 

 

 

 

図６－４８空冷式熱源の冷房運転最大能力比特性 3） 図６－４９空冷式熱源の暖房運転最大能力比特性 3） 
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図６－５０空冷式熱源の冷房運転時最大入力比特性 3） 図６－５１空冷式熱源の暖房運転時最大入力比特性 3） 

 

 

図６－５２空冷式熱源の冷房運転時部分負荷特性 3） 図６－５３空冷式熱源の暖房運転時部分負荷特性 3） 

(2) 効果 

① 事務所と商業施設（物販店舗）では

高効率熱源機採用による熱源 COP の

向上がそのまま電力ピーク削減効果

と省エネルギー効果に反映している。

電力ピーク削減、省エネルギー効果

は、準寒冷地から温暖地では 10％程

度である（図６－５４）。 

② 共同住宅（共用部）では、事務所、

商業施設（物販店舗）でのモジュー

ルヒートポンプに比べ、個別分散型

ビルマルチ方式で高効率化による熱源

COP の向上はそれほどでもないため、

電力ピーク削減、省エネルギー効果は 5％以下に留まっている。 

③ 地域別の電力ピーク削効果では、準寒冷地、温暖地、蒸暑地の、建物種別では商業施設、

事務所の傾向はあるものの大きな差はなく、いずれも 10％程度の効果である（図６－５

５～図６－５７）。 

図６－５４  電力ピーク削減率と省エネルギー率 
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④ 準寒冷地では暖房時の外気温度の低下による運転効率の低下によって、昼間電力量が増

大しており、電力ピーク削減効果にも顕れている。（図６－５６）。 
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図６－５５  昼間電力量の推移（事務所・温暖地） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

1
/1

1
/1
5

1
/2
9

2
/1
2

2
/2
6

3
/1
2

3
/2
6

4
/9

4
/2
3

5
/7

5
/2
1

6
/4

6
/1
8

7
/2

7
/1
6

7
/3
0

8
/1
3

8
/2
7

9
/1
0

9
/2
4

1
0
/8

1
0
/2
2

1
1
/5

1
1
/1
9

1
2
/3

1
2
/1
7

1
2
/3
1昼
間

(8
～

2
2
時

)電
力
量
［
kW

h
/日
］

標準 高効率HP

1/1～3/31 7/1～9/30

：電力ピーク削減率対象期間

12/1～12/31

電力ピーク削減率＝ 8.7%

 

図６－５６ 昼間電力量の推移（日系列：事務所・準寒冷地） 
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図６－５７  昼間電力量の推移（日系列：事務所・蒸暑地） 
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6.8.5 蓄熱式空調システム 

(1) 目的とポイント 

蓄熱式空調システムは、電力ピークの低減、省エネルギーを目的として、熱源運転時間帯

を延長、夜間に蓄えた熱を昼間の空調負荷に用いることで、熱源機器容量を低減し、高効率

運転で対応するシステムである。 

図６－５８に蓄熱式空調システムの運転パターン、図６－５９、図６－６０に、非蓄熱式

空調システム図と蓄熱式空調システム図を示す。 

 

空調負荷 最大熱負荷
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図６－５８  蓄熱式空調システムの運転パターン 

 

  

図６－５９  非蓄熱式空調システム図 図６－６０  蓄熱式空調システム図 
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(2) 設計フロー 

蓄熱式空調システムの設計フローを以下に示す。 

スタート

1.最大日積算負荷計算

2.熱源機運転時間の決定

3.熱源機容量の仮決定

4.時刻別熱源機器能力算定

5.時刻別熱収支計算

6.蓄熱槽必要容量の算出

7.熱源機容量の決定

8.蓄熱槽容量の決定

蓄熱槽利用温度差
蓄熱槽効率

蓄熱槽必要容量確
保可能か？

蓄熱率は30%か？

エンド

熱源機容量の修正

氷蓄熱空調システム
の検討

 

図６－６１  蓄熱式空調システムの設計フロー 

(3) 設計上の留意点 

① 電力ピーク削減や省エネルギーに有効な蓄熱槽を確保するため、建築計画初期段階で蓄

熱槽形式と槽容量を決定しておくことが必要である（地下ピットの利用等）。 

② 蓄熱することで熱源容量は低減できるが、配管系を開放回路とした場合は搬送機器動力

の増大と空気混入による機器腐食への抑制対策が必要である（熱交換器による閉回路化）。 

③ 熱源機は、全て標準で容量制御機構を有しているので、的確に全負荷運転・容量制御で

きる制御設計が必要で施工時・引渡時の設定、運用段階でも留意が必要である。 

④ 蓄熱量（ 日］［MJ/Qs ）は蓄熱槽容量（ ]Vs[m3 ）、蓄熱槽効率（ ｖ ）と利用温度差（ [K]ｔ ）

で決定されるため、ⅰ）適切な通気管、オーバーブロー管の設置、必要水深の設定によ

る蓄熱槽容量の確保、ⅱ）蓄熱槽効率を高める連通管の口径、配置計画、ⅲ）蓄熱槽利

用温度差を確保・拡大できる二次側配管システムを構築する。（Qs＝C×ρ×ηv×Vs×Δ

t C:水の比熱 4.186[kJ/(kg･K)] ρ：水の密度 1000[kg/m3]） 

⑤ 蓄熱式空調システムでは空調二次側利用温度差の確保、拡大が設備設計の要であるため、

水側搬送システムは完全変流量方式とした上で大温度差化を図り所定の温度差の確保・

拡大に努める。 

⑥ 蓄熱槽を地下ピット利用する場合は、一次、二次ポンプともピット上部に設置するため、

落水するケースもあり、落水防止のためには、ピット内に冷温水ポンプを設置すること

も検討する。この場合、蓄熱槽容量がポンプピット分は減少するため、槽効率の高効率

化、利用温度差の拡大によって蓄熱量を確保する。 
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図６－６２  電力ピーク削減率と省エネルギー率 

 

(4) 効果 

① 蓄熱式空調システムの省エネルギー効

果は数％に留まっているが、電力ピー

ク削減効果は大きく、事務所、商業施

設（物販店舗）、準寒冷地から蒸暑地ま

で 15～40％と大きい（図６－６２）。 

② 地域別の電力ピーク削効果では準寒冷

地、温暖地、蒸暑地の順である。これ

は蓄熱式空調システムの従来の目的で

ある夏期の電力ピーク削減効果に加え

て、冬期のピーク電力削減効果が効い

ているためである。蒸暑地では冬期暖房負荷がないため冬期の効果はないが温暖地では

冬期昼間熱源運転が発生しないこと、準寒冷地では日最大熱負荷日には蓄熱システムで

も昼間運転が発生するもの期間を通しては蓄熱による夜間運転が支配していることで電

力ピーク削減効果が大きくなっているためである（図６－６３～図６－６５）。 

③ 準寒冷地では暖房時の外気温度の低下による運転効率の低下によって、ピーク電力量が

増大しており、ピーク電力削減効果にも顕れている（図６－６４）。 

④ 蒸暑地では省エネルギー率で逆に若干増となっているが、これは熱源容量で蒸暑地が最

も大きいうえに、設計上の留意点②で述べたように、本試算の蓄熱式空調システムでは

搬送系を開放回路としたため、ポンプ搬送動力が非蓄熱システムよりも増大したためで

ある。こういった場合は設計上の留意点⑤で示すように閉回路化・大温度差化するなど

の対策が必要となり、蓄熱式空調システム設計の要点のひとつでもある（図６－６２）。 
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図６－６３  昼間電力量の推移（事務所・温暖地） 
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図６－６４  昼間電力量の推移（事務所・準寒冷地） 
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図６－６５  昼間電力量の推移（事務所・蒸暑地） 
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6.8.6 地中熱利用ヒートポンプシステム 

(1) 目的とポイント 

地中熱利用は、以下①～⑥の大地の蓄熱および熱源としての基本的な特性を利用して、工

業・農業の冷却、融雪、冷暖房・給湯での省エネや電力ピークの削減を図るものである。図

６－６７～図６－６８に地中熱利用ヒートポンプシステムの形態例を示す。 

① 大地はどこにでも存在し利用可能（一般性） 

② 安全・安価（安全・低廉性） 

③ 一定温度（恒温性）→温度差エネルギーポテンシャルが大きい（熱源性） 

④ 大きな熱容量と比較的小さな伝熱性能（蓄熱性） 

⑤ 大地の熱物性値は地盤の種類・含水率、地下水の状態に影響される（場所への依存性） 

⑥ 地下水がある場合は、蓄熱は散逸する（散逸性） 

地中の温度は外気温に比べると年間を通して変

化が小さいため、夏は冷熱源、冬は温熱源として

利用できるうえ、外気温と地中の温度差が大きい

こと、空気よりも熱容量の大きな地下水や地盤と

熱をやりとりすることにより、空気を熱源とする

冷凍機やヒートポンプよりも高効率運転が可能で、

省エネルギーと電力ピークの削減が可能である

（図６－６６）。 

地中熱利用ヒートポンプは夏には排熱を外気に放

出しないため、ヒートアイランド現象の緩和も期待できる。 

  

図６－６７  地中熱利用ヒートポンプシステム 

（クローズドループ方式） 

図６－６８  地下水利用ヒートポンプシステム 

（オープンループ方式） 

図６－６６  外気温度と地中温度 

 



6-80 

(2) 設計フロー 

地中熱利用ヒートポンプシステムの設計フローを図６－６９に示す。 

本件の効果の試算ではクローズドループ方式、熱交換器の種類はダブルＵチューブ型、配

管方式はヘッダー方式とした。 

 

ＳＴＡＲＴ

建設地域の気象・地中条件の確認

地中熱利用形態の決定

・外気温度・湿度
・地質、地中温度、地下水位等

・空調、給湯、融雪

法規制の確認 ・地中利用を規制する条例等

地中熱利用システム方式の決定
・地中熱交換井（ボアホール方式）等
・クローズドループ方式、ヘッダー方式
・ダブルUチューブ/シングルUチューブ
・水冷HPチラー/水冷HPパッケージ
・熱媒（水/ブライン）

熱負荷計算・熱源機選定

地中熱交換量算出・地中熱交換井本数算出

・空調負荷（最大/年間）
・地中熱利用割合

必要採熱量・冷却熱量計算 ・熱源機特性（COP）

・単位長さ当たりの熱交換量
（実績値/TRT）

必要本数可能か？

地盤温度の確認 ・シミュレーション（国総研ツール等）

地中温度変化は問
題ないか？

ＯＫ

詳細設計（ポンプ選定、配管設計等）
・配管損失算出
・各部仕様

自動制御設計

ＥＮＤ

・熱源制御（台数/切り替え制御）
・ポンプ制御（発停）等
・モニタリング

ＯＫ

NG

NG

 

図６－６９  蓄熱式空調システムの設計フロー 

 

 

(3) 設計上の留意点 

① 地下水・地盤環境の保全や熱利用効率の維持の観点から適切な利用方式の選定には、主

として a)年間の利用方法（採排熱・冷暖房バランス）の想定、b)利用可能な深さ(概ね深

度 0～100m)での地下水の有無から利用方式を決定する。 

② 利用方式や設置地域の条件（熱交換量、地下水の有無・水質、揚水規制など）によって

は、周辺の地中熱利用や地下水地盤環境への影響に留意する。 

③ 地中熱利用の大きな施設を設置する地域、また、採排熱負荷の小さな施設でも高い密度

で設置し、冷房・暖房のいずれかに偏った利用をする場合は、設計段階で地中熱ヒート

ポンプの稼働時間、熱媒温度の設計条件等をシミュレートしたうえで、地中の熱環境の

変化や地下水・地中熱利用への影響をモニタリングできるようにしておくことが必要で

ある。 
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(4) 効果 

① 事務所と商業施設（物販店舗）では

地中熱利用による熱源 COP の向上が、

そのまま電力ピーク削減効果と省エ

ネルギー効果に反映している。電力

ピーク削減、省エネルギー効果は、

準寒冷地から温暖地では 10～20％

と大きい（図６－７０）。 

② 共同住宅では、地中熱利用により熱

源単体 COP は向上するが、本ケース

ではポンプを含めた熱源システム

COP は空気熱源機とほぼ同等となる

ため、電力ピーク削減、省エネルギー

効果はなく、標準システムと同等の結果となっている（図６－７０）。 

③ 地域別の電力ピーク削減効果では、準寒冷地、温暖地、蒸暑地の順である。地中熱利用

による夏期の電力ピーク削減効果に加えて、冬期のピーク電力削減効果が効いているた

めである。蒸暑地では冬期暖房負荷がないため他の地域に対し効果が半減している（図

６－７１～図６－７５）。 

④ 特に準寒冷地では暖房時の外気温度の低下による運転効率の低下により、空気熱源機の

ピーク電力量が増大し、地中熱利用ヒートポンプでの削減効果が大きくなっている（図

６－７４）。 

図６－７０  電力ピーク削減率と省エネルギー率 
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図６－７１  昼間電力量の推移（事務所・温暖地） （日系列） 
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図６－７２  昼間電力量の推移（事務所・温暖地） （時系列） 
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図６－７３  昼間電力量の推移（事務所・準寒冷地） （日系列） 
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図６－７４  昼間電力量の推移（事務所・準寒冷地） （時系列） 
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図６－７５  昼間電力量の推移（日系列：事務所・蒸暑地） 
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6.8.7 大温度差送風システム 

(1) 目的とポイント 

大温度差空調システムは主として冷房時の送水温度差及び送風温度差を大きく取り、送水

量及び給気量を低減することで、搬送動力を削減するシステムである（図６－７６）。 

このうち、空気側の大温度差システムを大温度差送風システム、特に送風温度差が 13℃

以下の方式を低温送風システムと言う。 

また、空調ゾーンの熱負荷の増減、偏在に対して給気量を調整することで、室内温湿度を

保持しつつ、空調機送風機の搬送動力を低減するシステムを変風量空調方式と言うが、大温

度差送風システムと定風量空調方式の組合せシステムでは軽負荷時に湿度が上昇する傾向

となるのに対し、変風量空調方式と組み合わせることで、高温低湿度環境を維持しつつ、搬

送動力低減にもつながるなど相乗的効果がある。このため、大温度差送風システムは変風量

空調方式と組み合わせたシステムとして示す。 
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図６－７６  大温度差空調システムの空気側・水側温度（冷房：建築設備設計基準） 

 

図６－７７  変風量空調方式 

(2) 設計上の留意点 

① 仮に給気温度を 10℃（室温条件 28℃）とすると空気搬送設備で以下のメリットが期待

できる。 

(ア) 給気量が 7割（Δt=12/18℃）となるためファン動力は 7割となりダクトサイズも縮

小できる。 

(イ) 給・還気ダクトが縮小できるためダクトの梁貫通が可能となり階高を圧縮することが

できる。 
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(ウ) リニューアル等で既設ダクトを流用すると理論上ファン動力は概ね 30％（（Δ

t=12/18℃）3）となる。 

② 大温度差送風システムでは冷房時に給気温度を低下するほど室内湿度は低下すること

から、従来空調に対して高温・低湿度環境が実現できる。ただし、室内環境が低湿度化

することで、ピーク日負荷で 2～5％程度熱負荷は増大するが、実務上の熱負荷計算や機

器選定には問題ない。 

③ 給気温度を 10℃まで下げると、気流分布の不均一やドラフト感の発生、吹出口での結露

等が懸念される場合がある。こういったケースでは高拡散型吹出口を採用する。 

  

図６－７８  高拡散型吹出口 図６－７９  高拡散型吹出口の構造 

④ 低温送風では、ダクトの表面結露を懸念するむきもあるが、天井内が通常の周囲温湿度

環境ならば、従来空調方式と同等の保温仕様（グラスウール 25mm）で表面結露は防止す

ることができる。 

⑤ 大温度差送風システムでは空気循環量が減少するためフィルター性能を上げることも

検討する。 

⑥ 給気温度を低温化すると、冷水コイル出入口温度差は縮小するため水側搬送動力の増大

につながるが、冷水コイル列数を多くする等により水側の搬送動力の増加を抑制する工

夫が必要となる。 

⑦ 変風量システムでも VAV ゾーン間で負荷率が著しく異なる場合は、対応できないため空

調ゾーニングには留意が必要である。 

⑧ 外気導入量、粉じん除去のための最小風量の決定法は従来変風量システムと同じである

が、大温度差送風空調システムと変風量空調方式を組み合わせることで最大（定格）風

量を低減できる一方で、変風量幅が小さくなり変風量によるファン動力低減効果を損な

う可能性もあるため、最低給気量の決定には留意が必要である。 

(3) 効果 

① 事務所のエネルギー消費量で大きい割合を占める空調設備のうち、中央空調機方式で熱

源に次いで大きい割合を占める空気側搬送動力での大温度差送風システム（変風量方式）

の効果は大きく、熱源設備のような地域差もなく、どの地域でも 10％超を示している。 

② 最大日の推移をみると温暖地での冬期・夏期での基準値と設計値の差が搬送設備の大温

度差化の効果と捉えることができる。 

③ 一方最大日の推移で準寒冷地では冬期よりも夏期、蒸暑地では夏期よりも冬期の消費電
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力量の基準値と設計値の差（搬送動力低減効果）大きくなっており、これが概ね変風量

方式の効果とも考えられる。 
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図６－８０電力ピーク削減率と省エネルギー率 図６－８１電力ピーク削減率と省エネルギー率

（拡大） 
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図６－８２  昼間電力量の推移（事務所・温暖地） 
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図６－８３  昼間電力量の推移（事務所・準寒冷地） 
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図６－８４  昼間電力量の推移（事務所・蒸暑地） 
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6.8.8 LED 照明 

(1) 目的とポイント 

発光効率の良い照明器具を採用することで、適切な視環境を保持しながら、建築物の電力

消費量のうち比較的大きい割合を占める照明設備の消費電力量を低減する。 

LED とは、Light Emitting Diode の略称であり、発光ダイオードすなわち半導体で組成さ

れている。LED 照明器具には、以下の特長がある。 

① 半導体であるので、寿命が長く蛍光灯の約 3～4倍が期待できる。 

② 蛍光灯などに含まれている鉛や水銀・カドミウムを使用していないので、廃棄処理が容

易である。 

③ 赤外線や紫外線などの放出が少ないので、商品の退色や熱によるダメージが軽減される。 

④ 低温時、蛍光灯は明るくなるまで時間がかかるが、LED は瞬時に点灯できる。 

⑤ 発光効率が良く、ベースライト蛍光灯の 100 lm/W に対し、LED 同等品で 135 lm/W、また

180 lm/W の高効率型も登場している。 

表６－５１  LED 照明器具の種類 

a)器具本体とライトバーを 

組合せるタイプ 
b)スクエア(正方形)タイプ c)直管形 

   

デザイン性や施工性が良く、

ライトバーの交換も可能で

明るさの変更が可能である。 

省スペース性が高いので、

設計の幅が広まる。 

従来型蛍光灯と形状が類似し

ている。 

写真出典：4） 

表６－５２  蛍光灯器具と LED 同等器具の比較 

 蛍光灯（Hf32 形 2灯定格出力） LED（Hf32 形 2灯定格出力相当） 

消費電力 65W 34.5W 

光源寿命 12,000 時間 40,000 時間 

発光効率 100 lm/W 130 lm/W 

色温度 色温度が違っても光束は同じ 色温度が下がると光束が低下 

照明率 － 蛍光灯に比べ 50～60%良い 

 

(2) 設計上の留意点 

① 光束法により平均照度（所要灯数）を算出する方法において、LED 照明器具の保守率は

照明学会の技術指針 JIEG-001（平成 25年 10 月）で示されている値を用いる。 

② LED は配光が広がりにくい特徴があるので、平均照度は確保できていても、光がムラに

なっている場合があるので、照度分布図を作成し、光のムラがないかを確認し、照度や

器具台数を算出する。 
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(3) 効果 

事務所、商業施設、共同住宅共に Hf 照明器具相当の基準仕様に対し、年間を通じて効果

があり、電力ピーク、年間消費電力量共に、事務所、共同住宅で 20％、商業施設で 10％程

度の削減効果が認められる。 
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図６－８５電力ピーク削減率と省エネルギー率 図６－８６電力ピーク削減率と省エネルギー率(拡大) 
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図６－８７  昼間電力量の推移（事務所・温暖地） 
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図６－８８  昼間電力量の推移（商業施設・温暖地） 
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図６－８９  昼間電力量の推移（共同住宅・温暖地） 
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6.9  まとめ 

 

 本章では、時々刻々のエネルギー消費量の変化を評価できる電力ピーク対策評価システム

を開発し、このシステムを利用して、幾つかの代表的な技術についての評価を試行した。 

 

① 非住宅建築物の省エネルギー基準におけるエネルギー消費量算定方法をベースに、省エ

ネルギー基準で算出が求められている年間の一次エネルギー消費量だけではなく、時々

刻々の一次エネルギー消費量及び電力消費量の変化を評価できるように拡張し、さらに

本プロジェクトで開発した潜熱蓄熱材の効果を考慮した動的負荷計算及び地盤のモデ

ルを組み込むことで、電力ピーク対策技術の導入効果を定量的に評価するシステム（電

力ピーク対策評価システム）を開発した。 

 

② 開発した電力ピーク対策評価システムを用いて約 200 件のケーススタディを行い、熱負

荷とエネルギー消費量のピーク削減率及び年間低減率を算出した。熱負荷は外皮仕様別、

エネルギー消費量は設備システム別に、各技術単体または複数の技術を組み合わせた場

合の効果を試算し、地域・建物種別毎にピーク削減率、年間低減率を算出した。例えば、

本研究で取り上げた外皮仕様、設備システムに係わるピーク対策技術を組み合わせれば

事務所では最大でピーク電力 84％削減、エネルギー消費量で 56％低減可能であること

が判った。 

 

③ 建物種別毎に熱負荷、エネルギー消費量のピーク削減率と年間低減率を整理し、各技術

が熱負荷やエネルギー消費量に与える影響の特徴（年間値に影響を与えるのか、ピーク

値に影響を与えるのか）を分類して整理した。 

 

④ 試算結果からピーク削減率、年間低減率の観点から有効と思われる各技術について、そ

のエネルギー消費特性の特徴を整理し、設計手順・留意点等と併せて整理した。 
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第７章 総括 

 

7.1 成果 

 本総プロでは、電力平準化にも有効な建築物の普及を目指して、潜熱蓄熱材による対策

技術、地中蓄熱による対策技術、蓄電設備による対策技術及び電力ピーク対策の評価技術

の開発に取り組んだものである。以下に研究成果を示す。 

 

１）建築物の電力ピーク対策評価システムの開発 

 建築物の建築及び設備設計に関して、電力消費量の時間値を年間で算出する計算システ

ムを開発した。本評価システムは、非住宅建築物省エネルギー基準の Web プログラムを基

本としており、若干の入力情報の追加により、従来の一次エネルギー消費量の年間値と整

合し、かつ、電力消費量や一次エネルギー消費量の時間値をも算出することができるよう

になった。 

 また、電力消費量の削減量を季節・時間帯で積算し、年間のピーク電力削減効果の評価

指標「建築物電力ピーク削減率」を提案し、同システムに装備している。 

 これにより、一次エネルギー消費量による省エネルギー効果と電力ピーク対策削減効果

を、各指標の横並びで総合的に評価可能とした。 

 

２）潜熱蓄熱材の評価技術の開発 

 非住宅建築物省エネルギー基準の Web プログラムでは、動的空調熱負荷計算ツールの

HASP と整合するよう調整した簡易な日平均定常モデルが使用されている。本総プロでは、

同プログラムを参考として、断熱や蓄熱、遮熱といった空調熱負対策を詳細に検討できる

よう、HASP を直接に計算実施・処理する方式に変更し、１時間毎の空調熱負荷を出力し、

ピーク時間帯の熱負荷を評価できるようにした。 

 また、任意の温度で相変化を生じる潜熱蓄熱材の物性値試験、現地観測及び数値モデル

の検証等を実施し、HASP において、他の建材と同様に潜熱蓄熱材を選択し、年間の空調負

荷計算を実施できるようプログラム・コードを修正した。更に、新しい計算システムを使

用し、地域、相変化温度、潜熱蓄熱材の厚み等を変化させたケーススタディを系統的に実

施し、特定の季節において空調熱負荷の削減効果があることを定量的に示した。 

 

３）地中蓄熱の評価技術の開発 

 地中熱利用システムの 1 つとして地中熱ヒートポンプ（HP）に着目し、そのエネルギ

ー消費特性の実態を「観測」、「解析」、「評価」の 3 つのアプローチから明らかにした。得

られた知見を次に示す。 
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 地中熱 HP の実動特性を把握するために実証実験を行った。国立研究開発法人建築研究

所敷地内にある一対の実験施設を使用し、地中熱 HP と空気熱 HP を同時に運転させて

データを収集した。分析の結果より、地中熱利用による電力ピーク対策効果として、夏

期 16％、冬期 27%を得た。 

 地盤温度を予測する数値モデルを開発し、RMS 誤差約 1℃で地盤からの還水温度を再

現できることを確認した。 

 省エネルギー基準(非住宅)のエネルギー消費量算出方法に地盤の数値モデルを組み込

むことで、他の省エネ技術と同様に地中熱利用設備の一次エネルギー消費量を評価でき

るようシステムの高度化を実施した。 

 34 件のケーススタディを実施し、4 地域、４用途で地中熱利用設備の導入効果を定量

化し、省エネルギー効果、電力ピーク対策効果は蒸暑地では 5%程度、温暖地～寒冷地

で 10～20%程度であることが示された。 

 地盤の熱伝導率や熱交換井の深さ等のパラメータがシステム全体のエネルギー消費量

に与える影響には不明瞭な点が多いため、今後開発した評価システムで検討する必要が

ある。 

 

４）蓄電設備の評価技術の開発 

 住宅の蓄電設備に関する調査を実施し、以下の知見を得た。 

・ 市場の蓄電システムのカタログ情報より、補助金を差し引いた蓄電システムの電力単価

は平成 26 年７月現在平均 28.2 円/kWh であること、蓄電池メーカーへのアンケート調

査により、蓄電池は太陽光発電との連携で今後市場性を見込めるが、運用方法に技術指

針策定の要望があることなどがわかった。 

・ 家電機器を用いて生活パターンをコンピュータ制御で模擬的に再現し、蓄電池の蓄放電

量を詳細に計測可能な蓄放電実験装置を開発し、蓄電池の導入により電力ピーク削減率

が 37～82%期待できるが、夜間充電を行うと放電ロスにより電力の日総量は 22～31%

増加すること、太陽光発電と組み合わせると電力の日総量は 16～40%のプラスに転じ

ることが示された。 

・ 実験で取得した電力消費の機器特性データを組み合わせて、世帯規模や地域、装置容量

が異なる 50 ケース程度の対策効果の試算を行い、装置容量を適切に設定することで、

電力日削減率 40～71%、電力ピーク削減率 55～86%が得られた。 

 

7.2 成果の反映、課題 

 本総プロでは、建築物の電力ピーク削減に着目して、建築物の電力ピーク対策評価シス

テムの構築を行い、また、建築・設備技術、地域、用途の組み合わせで計 200 ケース程度
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の試算を実施したものである。本総プロの実施により、建築物の電力ピーク対策の全体像

を把握することができたと考えている。 

 これらの研究成果を基に、建築物の電力ピーク対策評価システムのツールの公開・解説

等を行うことにより、開発技術の普及を図る予定である。 

 

 今後の課題として、以下のような事項が考えられる。 

・本研究で開発した地中熱の省エネルギー評価技術について国の省エネ基準に反映及び

普及 

・国土交通省住宅局と連携し、電力ピーク対策マニュアル等の策定及び普及 

・ゼロエネルギー建築への電力ピーク対策技術の導入 

・シンポジウム、講習会の開催による啓発活動 

・電力供給会社の料金プラン検討における基礎資料として活用 
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付録 試算建物の平面概要 

 

 

 第４章と第６章の検討で用いた試算建物の平面概要を次に示す。 

 

表 付－１ 試算建物の概要 

建物用途 建物規模 参考図番 

事務所 テナントオフィスビル 

延床面積：約 10,000 m2 

     RC造、地上 7階、地下 0階 

図 付－１ 

 

 

商業施設（物販店舗） 大規模物販店舗用途 

延床面積：10,000 m2 

     S造、地上 3階、地下 1階 

図 付－２ 

 

共同住宅（共用部） タワー型共同住宅（共用部） 

延床面積：10,000 m2 

     SRC造、地上 14階、地下 1階 

図 付－３ 

 

福祉施設（病院） 総合病院 

延床面積：5,000 m2 

     RC造、地上 3階、地下 1階 

図 付－４ 

 

 ※図中のハッチング（ ）部分は空調対象室を示す。 

 

 

  



 

付録-2 

 

（ａ）1階平面図 

 

（ｂ）2～7階平面図（基準階） 

図 付－１ 試算建物（事務所） 
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付録-3 

 

（ａ）B1階平面図 

 

（ｂ）2～7階平面図（基準階） 

図 付－２ 試算建物（商業施設（物販店舗））  
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付録-4 

 

（ａ）1階平面図 

 

（ｂ）2～14階平面図（基準階） 

図 付－３ 試算建物（共同住宅（共用部）） 
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付録-5 

 

（ａ）1階平面図 

 

（ｂ）2～3階平面図（基準階） 

図 付－４ 試算建物（福祉施設（総合病院）） 
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